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第 1 章 序論 

1．1 研究背景  

1980 年代以降，実質の GDP 成長率や統計等からも国内経済同様，海外にお

ける日本企業の停滞は明らかである．その後，2000 年代に入り，日本政府は

インフラ輸出における官民連携を強く推進し，多くの方針や対策を打出してき

たが，中国や韓国のように国家が主体となって国際受注競争を受注する意識と

国家政策がまだ成熟おらず，世界市場におけるインフラ受注においては，韓国

および中国に大きく遅れをとっているのが現状である． 

2010 年に経済産業省が纏めた「インフラ関連産業の海外展開のための総合

戦略」では，世界全体で必要な投資額は年間約 1 兆 6000 億ドル，アジア地域

だけでも年間 7500 億ドルと概算されており，インフラ整備を基に経済発展を

遂げてきた日本企業にとっては，重要且つ巨大な市場であるといえる．これを

背景に，日本政府は戦略的に「パッケージ型インフラ輸出」推進を開始し，2012

年には， インフラ・システム輸出を官民一体となって推進できる「経協イン

フラ戦略」を設置した．ついで，2013 年には国際協力機構(JICA)の円借款の

制度改善による投資拡充や民間連携を新設し，国際協力銀行（JBIC）の海外展

開支援出資ファシリティ設置等の海外進出における民間企業のリスク低減の

ための整備も強化した．これらの整備と同時に政府は日本の企業や教育機関に

対しても支援を開始し，スーパーグローバルハイスクールやスーパーグローバ

ル大学といった教育・研究支援を通した教育改革を行い，人材育成における国

際競争力の強化も含め，包括的に推進しようとしている．加えて，経済再生の

ためには，イノベーションを創造するべきであるとし，企業や研究機関のイン

フラ新技術開発や国際展開においても支援を開始した．2014 年には，海外イ

ンフラ市場への日本企業参入を促進する政府が民間と共に（株）海外交通・都
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市開発事業支援機構を設立，2015 年にはアジア開発銀行（ADB）との協調融資

を強化，2016 年の G7 や TICAD でも「質の高いインフラ戦略」を首相自らが発

信する等，内閣府を筆頭に文部科学省，財務省，経済産業省が横断的に「イン

フラパッケージ輸出」に向けて，着実に戦略を打出し，2020 年までに約 30 兆

の受注を目指している  1)． 

日本政府における「質の高いインフラ戦略」とは，1)経済性（ライフサイク

ル・コストの低減等），2)安全性，3) 自然災害への強靭性，4)環境・社会へ

の配慮，5)現地の社会・経済への貢献（技術移転および人材育成）と定義され

ており，インフラとは，日本の産業の高度化による個別の機器，設備の納入だ

けでなく，設計から建設そして維持管理まで含めた総括的なシステムとして，

付加価値の高いものとして定義されている． 

今般，このインフラ分野では，欧米諸国はじめ，中国，韓国が官民一体とな

って受注競争に参入しており，国際競争の中で戦略的かつ効果的にこれらを達

成するためには，日本独自の戦略的アプローチが求められるといえる．戦略の

アプローチは，技術・ファイナンス・価格・人材・制度整備等あらゆる方面か

ら，統括的に行わなければならない．中でも，我が国は価格競争だけでなく，

法整備や制度からのアプローチが極めて弱いのが特徴である．法整備や制度は

官民が一体となって戦略を策定しなければならなく，開発援助はその戦略を効

果的に活用できる手段である．長年にわたり，被援助国に対し，JICAから技術

や法整備のアドバイザー等，途上国の主要機関に専門家が派遣されているが，

相手国の制度改革への影響力は，他の欧米のドナーに比較して極めて弱い．加

えて，日本政府が内政干渉を行わない方針から，政策アドバイザー等を相手国

政府の中枢に専門家を派遣することも比較的少なく，被援助国の中枢機関への

入省後も，相手国政府の上層部に対して，積極的に開発計画や制度設定に提言

できる専門家が少数であるのが現状である． 
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インフラ輸出の拡大，そして強化にあたっては，早急に現地相手国とのパイ

プ役となる日本人専門家を増強し，在外大使館を中心にしたタスクフォースを

日本の戦略的プラットフォームとして強化させる必要があるだろう．戦略的プ

ラットフォームとは，現地相手国におけるニーズや現状を把握している専門家

を通して，現地のインフラ需要情報を集結し，日本企業と現地企業とのマッチ

ングや，相手国の開発計画や制度設定に積極的に関与していかなければならな

い．そして，プラットフォームにある情報を国内関係者と共有し，官民一体で

取り組むべき案件を迅速に取捨選択することが求められている． 

我が国の強みは，高品質な「技術」とこれまで地道に続けてきた外交による

「信頼」である．我が国は，1950年代から戦後賠償として支援を開始した後，

技術を持った専門家や青年海外協力隊を派遣し，現地の技術者や住民と密な信

頼関係を築きながら草の根的に着実にプロジェクトを遂行している日本特有

の強固な援助形式が存在している．しかし，過去の援助モダリティに固執する

ことは，行動に制約を与え，国際競争に遅れをとってしまう．現在求められる

ことは，歴史的に継続的に再生産されてきた日本的援助アプローチのメカニズ

ムを分析し，それを再生産しつつも新しい柔軟なアプローチを見出すことにあ

る．   
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1．2 研究目的  

行政管理の一般的なサイクルは，「PDCA（PLAN-DO-CHECK-ACT）」と呼ば

れる計画→実行→評価→改善というマネジメントサイクルである．我が国の

開発援助にかかるプロジェクトでは，プロジェクトサイクルマネジメント

（PCM）と呼ばれており， 1960 年代に導入されたロジカルフレームワークと

よばれる手法が活用されている（JICA はじめ NGO 等では，プロジェクトデザ

インマトリックス：PDM と呼ばれている）．これは，目標や目的を効果的に

達成するために，プロジェクトを管理していく手法である．しかし，途上国

では，不確定な状況を的確に感知し，それらを分析し，現地で意思決定する

プロセスが求められ，画一的なマネジメントでは極めて難しいはずであり，

「Logical Framework Analysis in an Illogical World」といわれるような，

ロジカルフレームワークの批判的研究も多く存在する 2)3)． 

冒頭で述べたように，開発援助を通したインフラ輸出は，すでに世界のビ

ジネス競争となっている．加えて，発展途上国における予期せぬ想定外の事

態に加え，近年の IT 化による情報化の波，早まる技術進歩の速度に即して

いくためには，迅速で機動的な意思決定が求められ，その意思決定方法を明

確化することで国民に理解を求める方法が必要になってきた．同時に，グロ

ーバル化が進み，情報が瞬時に交差し，国際援助においても競争が激化する

中で，官民一体となって戦うには，迅速さだけでなく柔軟に対応できる意思

決定方法が求められている． 

迅速でかつ柔軟な意思決定論を包括したマネジメントを行うためには，ア

カウンタビリティの一環として捉えられてきた一般入札等，制度の見直しも

必要になるはずである．澤井 4)も，多くの援助実施機関や開発途上国の事業

実施機関の最大の関心は，当初の事業計画通りのプロジェクト実現にあり，
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プロジェクトの開始後，計画を見直し，修正し，追加的な対処を行う作業は，

大きな問題に直面しない限り，ほとんど行われないのが実情であるとしてい

ると問題を投げかけ，アダプティブマネジメントの必要性を提言している． 

図 1-1 学習的プロセスとアカウンタビリティ 

（Lonsdale and Bemelmasn-Videc 2007) 

柔軟な意思決定を可能にするアダプティブマネジメント(順応的管理)と

は，生態系や森林保全等，予期できない自然生態系の変化に併せ，柔軟に管

理していく手法で一般的に使われている．アダプティブマネジメントは，建

設 的 で あ り な が ら ， 意 思 決 定 を つ か さ ど る た め の 双 方 向 の プ ロ セ ス

(Interactive process)であり，システムを観察しながら，不確定性を減少

させ，システムを変化させるのではなく理解する手法であるとも言われてい

る 5)． 事実，アダプティブマネジメントは，学習的プロセスを通じて，長

期的な管理成果を導き出すために効果的であるが，短期的な成果を達成しな

がら，長期的なマネジメントの改善を行うことは極めて難しい 6)．災害や柔

軟なマネジメント方法であるアダプティブマネジメントが開発援助に一般

的に用いられない背景としては，一般に活用されるアカウンタビリティ(説

学習

アカウンタビリティ

学習目的の内部評価

財務監査

0 100

100

内部評価であるが公表
される

提言目的の内部評価

委託による外部評価

組織的なパフォーマンス評価

外部に公表するパフォーマンス評価
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明責任)と学習機能を持ったアダプティビティ(柔軟性)が，図 1-1 に表され

るように，トレードオフの関係が背景として存在すると考えられる 7)．  

今般，アカウンタビリティの概念が広まるにつれて，より政府や行政の職

務は，国民および市民への説明に対応が追われ，成果が見える目標，説明の

しやすい目標といったものから逸脱できないジレンマに陥っている．年間計

画に沿った予算枠が既定され，国民や関係者に対し，組織的にも政治的にも

アカウンタビリティを果たすことが求められている政府が，状況に応じて計

画を変更するたびに，多くの説明責任を随時行わなければならないとしたら，

政府がアダプティブな管理手法でプロジェクトを実施することは大きな挑

戦であり，行政は計画通りに実行し，結果を出すことを好むはずである．

Ebrahim 8)は，このように長期的な視野が見えなくなり，失敗に執着するよ

うな管理手法になる危険性を言及し，これらを「アカウンタビリティな短見

(Accountability myopia)」と呼んでいるが，現実には，特に結果が計画と

異なった場合，多くの説明責任を求められる行政機関において，アダプティ

ブなプロジェクト実施および管理は難しいといえるであろう． 

大野および二井矢 9)は，新しい援助モダリティは，実践プロセスが重要であ

り，政策への協調および取引費用の削減を目指しながら，協調メカニズムのコ

ンセンサス形成が必要となると提言している．そして，援助国および被援助国

両者のキャパシティを考慮し，コンテクストを把握した上で，メカニズムのデ

ザインを描く必要があり，それに失敗すると多大な取引費用が生じる危険性も

あると警鐘を鳴らす． 

本研究では，現在一般的に用いられている公的アカウンタビリティの概念

は，アダプティブマネジメントとは負の相関があることを分析し，創発的な

アカウンタビリティ論を取り込むことにより，アダプティブマネジメントが

可能になる有意な関係を見出すことを目的としている．そして，これらの二
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元的な関係を両立できる制度的基盤いわゆるメカニズムを提案することに

ある．そして，そのメカニズムは，我々の性質を十分に理解したものではな

らない． 

アダプティブとは，それぞれの状況に即して対応する適応性のある状態で

あり，一律的なモデル化をすることは，それ自体が多様性を失う危険性もあ

る．そのため，本研究では，現存する政府開発援助の実践的事例を取り上げ，

これらの特異性を考察しながら，普遍性を見出すことも目指している． 

本研究の特異性とは，開発援助におけるアカウンタビリティという概念を再

検討し， アカウンタビリティとは，プロセスアプローチであることを見出し，

そのメカニズムを解釈することにある．また，アカウンタビリティの内生的イ

ンセンティブには，価値の変容プロセスが影響し，内生化することによって，

共通の新しい価値(メタファー)を創発する．これらの考察を行うために，伝統

的な経済学の枠組みに捉われず，社会学や認知科学等，社会文脈に順じた分析

も行うものである．その結果，Demand-Driven の日本型援助の概念を社会文脈

や背景を踏まえて分析し，二国間援助における我々の開発援助理念を世界へ共

有することが可能となる． 
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1．3 論文構成 

本研究の論文は，7 章から構成される． 

第 1 章は，本研究の背景および目的，本研究の特異性を述べ，アカウンタビ

リティとアダプティブマネジメントの負の関係を説明し，アカウンタビリティ

の新しい概念を再定義する必要性を提示している． 

第 2 章は，委託-受託の関係から開発援助における公的アカウンタビリティ

を再定義し，アカウンタビリティ理論における我が国の開発援助事業をスキー

ム毎に考察する． 

第 3 章は，開発援助における意思決定の問題について，ゲーム理論的フレー

ムワークの中でアカウンタビリティ論から政府関係者間の分析を行い，相互ア

カウンタビリティの社会構造メカニズムについて考察する． 

第 4 章は，専門家によるプラットフォームの形成は，関係者の価値(メタフ

ァー)の共有が可能になることを分析し，ベトナムにおける研究事例をもとに

日本人特有のオンステージ型思考を基盤に，開発援助およびグローバル展開の

可能性を含意したポスト・オンステージ理論を展開する． 

第 5 章は，市民参加である協働型は，行政のアカウンタビリティを確立する

効果的な手段である．一般的な経済学，公共経済学では，政府や市場の失敗に

かかる分析が行われてきたが，本章では市民社会の失敗に焦点をあてた分析を

行い，ラオスのおける事例から持続可能な経済社会を構築するための社会構造

について考察する． 
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第 6 章は，開発援助事業における強固な相互アカウンタビリティを確立する

には，自己組織化が求められる．内生的な自己組織化によって，アダプティブ

マネジメントが可能となることを確認し，インフラ事業におけるアダプティブ

マネジメントについて取り纏める． 

第 7 章は，これらの結果を纏め，アカウンタビリティ理論の観点から，イン

フラ分野における国際開発援助の方向性を提言する． 
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第 2 章 アカウンタビリティ理論からみた国際開発援助 

2．1 はじめに  

政府は，市民から税を徴収することによって市民に公共サービスを提供する

ことを委託されている．そして，政府は公共サービスを効率的および効果的に

市民に配分されることが求められ，これら業務の成果を評価するにあたり，ア

カウンタビリティという用語が一般的に用いられる 1)．Day and Klein2)は，

公的アカウンタビリティを行政と市民との関係に注目し，委託-受託の関係で

言い表した．基本的には，受託された行政が委託者である市民に対し，アカウ

ンタビリティを示す．古代アテネの直接民主性では，市民によって直接選出さ

れた行政官が，地域における執政を司る権限を市民より委託され，自分の行っ

た行為について市民に報告する義務が課されるといった単純な委託-受託構造

であったが，近年，行政と市民の間には，議会をとおした間接民主制となり，

メディアや今般ではソーシャルメディア等が入り込む等，社会や経済システム

が多様化し，政府の公的アカウンタビリティが一層複雑化している．そのため，

Mulgan3)は，アカウンタビリティを理解するためには，外的要因(external 

factors)，社会的相互作用（social interaction），権限（right of authority）

の 3 つの要素を明確化する必要があるとし，また，行政機関の公的アカウンタ

ビリティは，1)自己規律に基づく内的なアカウンタビリティ，2)ガバナンスを

高める制度的統制，3)市民の要望に対する応答，4)市民との対話の必要性を挙

げ，さらに行政と市民の関係者間で 3 つの過程：発生・討論・判断過程が成立

しなければならないとしている． 

上記の定義より，政府開発援助も公的サービスのひとつであると言える．我

が国の政府開発援助の基本概念は「政府または政府の実施機関によって開発途

上国または国際機関に供与されるもので，開発途上国の経済・社会の発展や福
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祉の向上に役立つために行う資金・技術提供による公的資金を用いた協力」で

ある 4)．公的資金とは，税金・国債による資金であり，基本は国民の税金とな

り，ここで納税者である国民に対するアカウンタビリティが発生する．そして，

同時に，援助国は，国際社会の一員として，他ドナーへのアカウンタビリティ

も求められる．被援助国（一般的にパートナー国，相手国等呼ばれるが本研究

では被援助国と称する）の政府は，自国の国民から事業を委託され，国際機関

や日本政府等のドナーに要請し，事業実施の承認後，裨益者に対し公的サービ

スを提供するというアカウンタビリティが求められる．そして，同時に援助国

や国際社会にも，プロジェクトを実施したと言うアカウンタビリティの提示が

求められる．つまり，政府開発援助のアカウンタビリティは，一般の公的アカ

ウンタビリティよりも極めて複雑であると考えられる． 

国際機関においても，アカウンタビリティは標準用語として定義されている．

OECD5)は，事前に合意した規定と基準に従って業務を遂行したことを明示する

義務，または，与えられた権限に基づく役割及び計画に照らして実績（パフォ

ーマンス）を構成かつ正確に報告する義務，場合によっては，業務が契約条件

に一致していることを慎重に，時には法的に説明できるような形で表すことを，

アカウンタビリティとして援助機関に課している． 

我が国の開発援助は，第二次世界大戦後の戦後賠償として援助を開始した背

景から「内政不干渉」を原則とし，開発途上国（被援助国）の自助努力を促す

「要請主義」を主体としてきた．「要請主義」とは，外交文書による相手国か

らの正式な要請を受けた後に，援助国である日本国政府が案件を調査・検討し，

相手国と協議・合意した上で実施する方法である．そのため，我が国の開発援

助のスキームである有償資金協力，無償資金協力，技術協力等は，スキームご

とに案件作成の形成プロセスは異なるものの，この原則から開発援助事業の主

な意思決定者は現地政府である被援助国政府と位置づけできる．つまり，被援

助国政府が主体となり，被援助国の国民や地域住民等，多様な関係者を満足さ
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せなければならない．そのため，被援助国政府はアカウンタビリティを確立で

きるキャパシティを持ち合わせている必要がある．このキャパシティ強化の方

針は，他のドナーでも同調され，1990 年代に経済協力開発機構・開発援助委

員会（OECD-DAC） 6)が，DAC 新開発戦略「21 世紀に向けて：開発協力を通じた

貢献 」 に おい て 持 続 可能 な 開 発を 実 現 す るた め に ，民 主 的 な 説明 責 任

（democratic accountability），人権の保障や法の支配といった数値的に測

れない要素を開発戦略に織り込むことの重要性を指摘したことに始まり，その

後国際機関による途上国政府へのガバナンスへの支援が強化されていく経緯

に繋がる． 

公的アカウンタビリティには，組織的アカウンタビリティ，政治的アカウン

タビリティ，法的アカウンタビリティ，行政的アカウンタビリティ，専門的ア

カウンタビリティ等，多様的なアカウンタビリティが存在する 7)．ここで，国

際援助における主の意思決定者である被援助国の公的アカウンタビリティに

ついて考察すると，組織的アカウンタビリティとは，行政組織内の階層的な関

係に基づくものであると考えられる．また，政治的アカウンタビリティとは，

一般に市民や市民の代表に対し，アカウンタビリティを果たすことが求められ

ており，国際開発援助では，国内の市民だけでなく，一般外交や国連における

多角外交にも関係する重要なアカウンタビリティのひとつである．法的アカウ

ンタビリティおよび行政的アカウンタビリティにおいては，被援助国だけでな

く，援助国および国際機関の法律・規定に遵守した事業の実施が求められる．

専門的アカウンタビリティとは，技術の領域において，自己規律や慣習の遵守

が求められる． 

このように国際開発援助では，多様なアカウンタビリティが求められるだけ

でなく，受託者および委託者が複雑で多様である．そのため開発の現場では，

アカウンタビリティを示すことによる障害も論じられるようになった．

「Problem of many eyes， problem by many hands」といわれるように，関係
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者が多様化することによって，アカウンタビリティを明確にするプロセスに費

用と時間がかかり，結局は，効果的にかつ効率的に公的なサービスが行えない

問題が指摘されている 8)．現にアフリカでは「援助の集中砲火」と呼ばれるよ

うに様々な援助が調整されないまま実施され，被援助政府の実行能力の有限性

の問題が発生し，効率的な援助効果が妨げられるとして，1980 年代よりセク

ター・ワイド・アプローチ（SWAP）やコモン・ファンド等の財政支援と呼ばれ

るプログラム型援助へシフトすることになった．  

アカウンタビリティの統制に関しては，1940 年代から Friedrich-Finer 論

争で論議されていてきているが，複雑なアカウンタビリティを統制し，機能さ

せるためには，Friedrich9)10)が言及する自己の規律や倫理観，プロフェッシ

ョナル組織内の共通規範や評価等の個々の活動領域における内生的アカウン

タビリティが強く求められると想定される．しかし，発展途上国では，政治腐

敗，汚職は蔓延しており，人材開発（Capacity Development）およびガバナン

スの強化だけでこれらの問題を収束させることはできず，Finer11)12)が論じる

社会的相互作用による委託者からの統制をもとした他律的，客観的，且つ外性

的なアカウンタビリティも必要であると言えるだろう． 

アカウンタビリティは，政治・経済・教育・市場に至るまで多分野で混在し

ており，単なる応答するアカウンタビリティという形式ではなく，説明する能

力(ability)が存在しなければならないことは一般に知られている 13)．山谷は

じめ蓮生 14)ら多くの研究者が，公的なアカウンタビリティの定義づけを行っ

ているが，アカウンタビリティを社会構造のメカニズムとして，未だ解釈され

ていない． 

特に，開発援助のアカウンタビリティ論では，途上国における援助効果を発

現するためには，援助国政府および被援助国の自国民に対するアカウンタビリ

ティ(Domestic Accountability)と，両国間のアカウンタビリティ（Mutual 
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Accountability）の相乗効果(Synergy)を引出す必要があるといわれている 15)．

今般は，グローバル化だけでなく，反グローバル化も進んでいる．開発援助に

おいて国益や自国の企業保護，社会的余剰を求めた国の戦略が強くなっていく

ことが予想され，自国民へのアカウンタビリティと途上国の裨益者へのアカウ

ンタビリティのバランスを均衡に保つだけではなく，開発援助を市場と捉えな

がらも，経済的且つ社会的発展を見据えたドナー間での制度設計が求められて

いくだろう． 

本章では，アカウンタビリティとは他者との関連性に成り立つ(relational)

な概念であり，委託者のニーズ・期待に応えるという事を含意させた「期待応

答性」であると解釈し 16），社会的相互作用に焦点をあて，プリンシパル-エ

ージェントモデルを基本にした関係者間の社会的相互関係を考察する．プリン

シパル-エージェントモデルとは，「委託者（Y）が，ある行為（Z）を受託者

（X）委託する」というシステムであり，委託者（Y）をプリンシパルと呼び，

行為を行う受託者（X）をエージェントと呼ぶ．この委託-受託の関係において，

受託者がアカウンタビリティを果たしているか委託者が監視することが求め

られ，経済学では，委託者の管理が増大化および複雑化することによって，エ

ージェンシー・スラックによる利潤の減少や監視にかかるコスト増大などのエ

ージェンシー費用が生ずるといわれている． 

特に，国際援助開発事業においては，ステークホルダーが多岐に及び，アカ

ウンタビリティの短見（Accountability myopia）と呼ばれるように 1)長期的

視野の欠如，2)大局的視野の欠如，3)真の失敗の見落とし等の弊害が生じてお

り 17)，2．2 では，国際開発援助における公的アカウンタビリティをスキーム

ごとに整理する． 
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2．2 国際開発援助おける援助スキームの整理 

我が国の国際援助協力にかかる関係機関は複数あり，独立行政法人国際協力

機構（JICA）を介したものだけではなく，外務省が直接実施する国際機関への

拠出金・支援金等や，在外大使館を通じて直接行う草の根・人間の安全保障無

償資金協力，文化無償等が存在する．しかしながら，本研究は，筆者が従事し

ていた JICA 事業に焦点をあて，主に技術協力(技術プロジェクト･専門家派

遣・課題別研修，ボランティア協力)，有償資金協力，無償資金協力のスキー

ムに制限する．  

JICA は，多様なスキームを通じて，相手国政府や裨益者へのアカウンタビ

リティと納税者である国民に対するアカウンタビリティを示さなければなら

ない．また，開発援助においては，援助国および被援助国だけでなく，国際社

会の一員として， 国際機関はじめ，NGO 機関等に対してアカウンタビリティ

を示す必要が求められる．  

実際の JICA の業務フォローによるプロジェクトの案件形成プロセスに基づ

き，アカウンタビリティを検討すれば，案件形成段階には 1）被援助国からの

要請，2）援助国の調査，3）援助国の審査，4)合意書締結のステップ毎にそれ

ぞれアカウンタビリティが求められる(図 2-1)．  

図 2-1 案件形成段階におけるアカウンタビリティ  

1)被援助国からの要請

被援助国の委託行為

2）援助国の調査

援助国の受託行為

3）援助国の審査

援助国のアカウンタビリ
ティ

4)合意書締結

双方向のアカウンタビリ
ティ



17 

要請段階では，被援助国が要請という委託を行い，援助国が調査結果という

アカウンタビリティを被援助国側に提示する．審査では国会審議を通し，援助

国が納税者に対し，アカウンタビリティを提示し，国会での決議後に被援助国

への審査のプロセスを開示し，被援助国を通して被援助国国民にアカウンタビ

リティを示すプロセスとなる．その後，合意書締結の段階で，両国政府間で取

り決めが合意され，委託-受託の関係は双方向的に成立し，実施に向けてアカ

ウンタビリティが双方に求められる．次に，国際開発援助におけるステークホ

ルダーを委託－受託というモデルを基本に社会的相互関係をスキーム毎に考

察する． 

 

2．2．1 有償資金協力 

有償資金協力とは，開発途上地域の開発を主たる目的として資金の供与の条

件が開発途上地域にとって重い負担にならないよう，金利，償還期間等につい

て緩やかな条件が付された有償の資金供与による協力である．有償資金協力に

は，開発途上地域の政府等に対して開発事業の実施に必要な資金又は当該開発

途上地域の経済の安定に関する計画の達成に必要な資金を貸し付ける「円借

款」と，我が国又は開発途上地域の法人等に対して開発事業の実施に必要な資

金を融資・出資する「海外投融資」があり，比較して大規模な支援を行いやす

く，途上国の経済社会開発に不可欠なインフラ建設等の支援に効果的であると

されている．また，有償資金協力は，返済義務を課すことで自助努力を促す効

果を持つとされている  18)．有償資金協力にはタイド，アンタイド案件が存在

する．アンタイド案件とは，物資およびサービスの調達先が国際競争入札によ

り決まる援助である．タイド案件とは，調達先が援助供与国に限定される等の

条件が付き，金利が極めて低いのが特徴である．0ECD 開発援助委員会（DAC）

では，後発開発途上国（LDC）向け援助のアンタイド化勧告が採択され，DAC
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加盟国に適用されており，国際社会から我が国への圧力もあること，被援助国

側も，タイド案件は金利が安い一方，日本企業しか応札しないことから応札額

が比較的高くなること，入札企業が限られてくることから国内の業者が入札で

きないことや，調達規定に違反する危険性もあり，タイド案件の承認には極め

て慎重な態度を取り，特殊な日本の技術以外は，一般的にはあまり活用されて

いない． 

図 2-2 に，タイド・アンタイドにおける有償資金協力の相互関係を委託-

受託で表す．アカウンタビリティとは，一方向の委託-受託関係ではなく，

長期的かつ委託-受託の二方向作用が存在することによって強化される．貸

付という資金は，援助国から被援助国へ一時的に Down forward として流れ

ているが，返済という行為を通じて，被援助国が強いアカウンタビリティを

援助国側へ示さなければならない．つまり，有償資金協力では貸付-返済の

プロセスを通して，援助国と被援助国との相互作用関係が長期的かつ密接で

あることが特徴である．無償資金協力や技術協力のグラント比率が 100％の

ものに比べ，返済という行為によって，被援助国側の自助努力が高まるとい

われている所以である． 

図 2-2 に示すように，タイド案件であれば，受注者が日本企業であるため，

「日本企業への還元」といった形で，資金の流入資源元である援助国国民に

対し，委託-受託関係から見たアカウンタビリティが示され，援助国側にと

っては，委託-受託のバランスが取れた関係が維持できると考える．しかし，

現実的には，被援助国側は金利が低いとはいえ，タイド案件を採択すること

は極めて少ない．その背景としては，上記に述べたように国内の調達制度に

絡む被援助国の国民に対するアカウンタビリティの欠如にはじまり，日本企

業のみの入札が絞られることによる価格急騰の問題，しいては，現地企業が

受注できない状況を生み出し，被援助国が被援助国の国民に対しアカウンタ

ビリティを示すことができないことが大きな足枷となっているといえる． 
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図 2-2 有償資金協力における委託-受託関係 

そのため，被援助国および援助国のアカウンタビリティを同時に満たすた

めには，アンタイドにおける一般入札を通して，日本企業・現地企業両者の

受注が，理想的なモデルと考えられる．しかし，現実では，JICA が発表して

いる受注実績，事業本体の受注実績(10 億円以上)は，ジョイントベンチャー

による受注実績はあるものの，日本企業単独の受注実績はなく，2014 年には

外資系企業が受注額を上回っている．政府の方針に反して，国際インフラ市

場における我が国の競争力は低くなっているといえる（表 2-1）． 

表 2-1 有償資金協力の受注実績（2013-2014 年度）（JICA HP より抜粋）19） 
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今般，日本企業は，現地企業と連携し，国際・国内入札の両方にアクセス

できるような戦略が喫緊の課題である．DAC の方針ではアンタイド化が促進

され，現在タイドで行っている無償資金協力に関しても，アンタイド化への

移行を国際社会より求められており，グランドエレメントが低い日本の援助

状況も国際社会から非難を浴びている．このまま，国際社会的にアンタイド

化が促進されれば，国際開発金融機関による出資された案件において，質の

高いインフラを価格競争で如何に勝算に持ち込むかが「鍵」となるだろう． 

二国間供与以外にも，世界銀行やアジア開発銀行等，国際開発金融機関

(MDBs)が存在する．世界銀行やアジア開発銀行においても，日本政府の支出

金は 2 位に位置するが，国際機関の世界銀行における受注率は欧米のドイツ

やほかの国々が極めて優勢である 20)．2016 年 7 月に世界銀行は，調達制度

を改革し，「支払額に対して最も高い価値を選ぶ」（Value for Money : VfM）」

という概念を導入した．これは，初期投資だけでなく，環境等を含む社会コ

ストやライフサイクルコストなど長期的な視野を含んだ技術・価格競争であ

り，現在実施されている最低価格落札方式とは異なる．VfM の評価基準は，

1)Cost， 2) Quality， 3)Risk， 4) Sustainable procurement， 5) Innovation

であり，定義とは，effective(有効性)，efficient（効率性），economic use 

of resources(資源の経済性)とともに，ライフサイクルコストや，質，ユー

ザーに求められた用件等に合致した Optimum combination（最適化）である．

入札評価の際に，性能規定にかかる基準の設定方法や被援助国がそれによる

初期投資の高騰に懸念を示す等，実施に向けた課題も多いが，本新制度は，

「質の高いインフラ輸出」を戦略とする日本政府の政策と合致するものであ

ると考えられる．ただし，日本側が VfM に対し，被援助国政府やその受益者

に如何に説明ができるかが最大の課題であろう．そして，それを克服するた

めには，日本側の企業だけでなく研究機関等も連携した VfM へを的確に証明

するツールが不可欠になる．そして，それを可能にすることにより，インフ

ラ市場における日本の技術の優位性を高めることができる． 
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2．2．2 無償資金協力 

無償資金協力は，開発途上地域の開発を主たる目的として同地域の政府等

に対して行われる無償の資金供与による協力であり，相手国政府等からの要

請に基づき，日本政府が相手国政府等に対して経済社会開発のために必要と

される生産物及び役務を購入するための資金を贈与し，相手国政府等がこれ

らの調達等を行うことにより実施されている．無償資金協力のうち，施設・

機材等調達方式等は JICA が実施のために必要な業務を行い，機動的な実施

を確保する必要があるものなど外交政策の遂行上の判断と密接に関連して

実施する必要があるもの（緊急無償資金協力，草の根・人間の安全保障無償

資金協力，日本 NGO 連携無償資金協力，草の根文化無償資金協力及び食糧援

助等）に関しては，外務省が業務を行い，開発途上地域の政府等や国際機関，

NGO 等が調達を行う 18)． 

図 2-3 は，JICA が実施する無償資金協力の委託-受託関係を示したものであ

る．有償資金協力と異なる点においては，被援助国が援助国である日本に対し，

要請を行い，それに基づいて被援助国が支援を行う一方向性の強い委託-受託

関係に留まっている．また，無償資金協力は，「箱もの援助」「官民癒着」等，

負のイメージがあるように委託される業者が基本的に日本企業に限定され，

「国益」という観点から，援助国の国民にアカウンタビリティを示し易いのが

特徴である．援助国と被援助国とのアカウンタビリティから見た相互関係を考

慮すると，資金の流れが Down forward と呼ばれる被援助国側に向かっている．

この場合，主体である被援助国側がアカウンタビリティを示すインセンティブ

が低くなる危険性がある．加えて，調達等はすべて援助国側が行うことにより，

援助国の情報開示なしでは，被援助国政府が受益者である被援助国国民に対し

てもアカウンタビリティを示すことが難しく，委託-受託というアカウンタビ

リティ論から見ると極めて強いアンバランスな力関係が存在する． 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jindo/jindoushien2_3.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shimin/oda_ngo/kaigai/human_ah/index.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shimin/oda_ngo/kaigai/human_ah/index.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shimin/oda_ngo/shien/j_ngo_musho.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/culture/musho/kyoryoku_1b.html
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JICA では，すべての援助活動において，事前調査の元双方の合意形成が行

われる．一般的に無償資金協力では，初期費用は援助国が支援し，被援助国に

贈与後，維持管理にかかる経費は被援助国が行う取り決めになっているものの，

国際開発援助で供与されたインフラや機材等が，その後活用されない事例が多

く見られる．これらの要因として，維持管理の予算の問題，技術力の問題，ス

ペアパーツの問題等，1)技術面，2)体制面，3)財政面，4)運営・維持管理面等

が挙げられているが，両国間のアカウンタビリティの相互作用関係が十分に確

立していないとも考えられる．2014 年 6 月に「無償資金協力・技術協力を活

用したインフラ・システム輸出戦略」がまとめられたが 21)，一方向の委託-受

託関係性が強い無償資金協力に関しては，アカウンタビリティ論の観点から，

被援助国側にアカウンタビリティの欠如をもたらす可能性があり，相互的アカ

ウンタビリティを確保するためのフレームワークを確立するように留意しな

ければならない． 

図  2-3 無償資金協力における委託-受託関係 
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=

市民・住民
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2．2．3 技術協力 

技術協力は，開発途上地域の開発を主たる目的として日本の知識・技術・

経験を活かし，同地域の経済社会開発の担い手となる人材の育成を行う協力

であり，日本の技術や技能，知識を開発途上国に移転し，あるいは，その国

の実情にあった適切な技術などの開発や改良を支援するとともに，技術水準

の向上，制度や組織の確立や整備などに寄与することを目的としている．我

が国政府が主体となって行う技術協力としては，技術研修員の受入れ，専門

家の派遣，青年海外協力隊の派遣等多岐にわたり，JICA が中核的な役割を果

たしている．一般的な「技術協力プロジェクト」とは，開発途上国の技術者

や行政官などに対する研修の実施，専門的な技術や知識を持つ専門家の派遣，

協力に必要となる機材の供与，これら 3 つを効果的に組み合わせた形で実施

する形態が，技術協力事業の中心となっている．また，都市や農業，運輸な

ど各種の開発計画の作成や資源の開発などを支援する開発計画調査型も技

術協力として包括されている 18)． 

技術協力も他のスキームと同様に被援助国の要請を元に案件が形成され

る．委託-受託関係において，技術協力と無償資金協力が異なる点としては，

日本人専門家と現地専門家が長期的なプロジェクトを通じて「協力」が実現

される援助形態にある．基本，技術協力プロジェクトでは，被援助国の実施

機関も人材およびプロジェクトへの予算配分が求められるが，資金的には一

方向性が強い．しかし，両実施機関の現地における活動を通して，国民レベ

ルにおける「協力」という双方向の関係が確立する．そして，委託者である

国民の日本人専門家および現地専門家が受託者として各政府にアカウンタ

ビリティを提示でき，一方向の委託-受託関係に相互作用が発生し，ある程

度双方向のバランスの取れた状況になる．ただし，資金の流れから，技術協

力においてもアカウンタビリティは Down forward の傾向が強い．技術協力
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プロジェクトの成功の可否に関わらず，専門家等は援助国から契約に基づい

た資金が提供されるからである．そのため，現地に派遣されている専門家等

が留意するべきことは，委託-受託という援助国政府の Down forward 的な資

金の流入に傾向せず，被援助国の関係者と相互関係が確立する｢協力｣を推進

することにある．現地における日本人専門家と現地専門家の協力の欠如は，

被援助国および援助国民へのアカウンタビリティの欠如も意味する． 

図  2-4 技術協力における委託-受託関係 
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2．2．4 ボランティア協力 

JICA のボランティア事業は，技術協力のスキームに入るが，一般国民が自

ら進んで，草の根レベルで開発途上国の人々と生活と労働を共にし，現地の

開発課題の解決に取り組む国民参加型事業のため，別途技術協力事業とは区

別し，その委託-受託関係を図 2-5 に示す． 

図  2-5 ボランティア協力における委託-受託関係  

ボランティア事業は開発途上国の社会的・経済的開発に貢献するだけでな

く，我が国との親善や相互理解の促進や日本青年の広い国際的視野の涵養に

資することも目的としている 18)．ボランティアには生活費等は支給されるが，

金銭的な報酬は存在しない．そのため，ボランティアと援助国政府との委託

-受託関係は極めて弱い関係と考えられる．  

JICA ボランティアの特徴としては，カウンターパート機関と呼ばれる配属

先関係者と「協力」し，且つ生活面においても，被援助国政府の受益者，市
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民そして住民の生活に溶け込みながら「草の根外交官」として，開発途上国

と我が国との友好親善に大きく貢献していると認識されている． 

一般的に，日本人ボランティアは個別に配属先に派遣され，活動を実施す

る予算もわずかしか確保されていない．支給される生活費も少なく，現地で

の移動は自転車が主流である．そのため，現地における活動やプロジェクト

実施だけでなく，彼ら自身の生活全般においても，配属先関係者や地域住民

の「支援」なしでは，円滑に進めることはできない．ボランティアが配属先

関係者や地域住民から「支援」がもたらされるといった現地関係者との間に

強い相互関係が生まれる背景として，下記に示すように彼らの中に価値変容

のプロセスが存在していたと考えられる．  

太平洋島嶼地域におけるボランティアに対して調査を行った Sekine22)は，

ボランティアが現地の労働感や価値観，慣習に対し，当初「落胆」という意

識を持ちながらも，心理的変容(Psychological transformation)によって，

価値システム(Value system)が変遷し，現地の地域性を内面化していくプロ

セスがあるとしている．このプロセスは，Lysgaard23)が称する異文化への U

カーブ適用過程の曲線や Adler24)の異文化の適応における五段階説である 1)

接 触 (Contact) →  2) 自 己 崩 壊 (Disintegration) →  3) 自 己 再 結 合

(Reintegration)→ 4)自律(Autonomy)→ 5)独立(Independence)を経て，

相違や類似点を正当化し，価値を見出すプロセスと類似している(図 2-6)．

つまり，ボランティアが経験する異なる文化の価値システムは，他文化に接

触したとき，まず自分の価値システムを自己崩壊させることにより初めて新

しい価値を創発することができる．その自己崩壊のプロセスを踏むことによ

って，新しい価値システムの安定化にとどまらず，内生化され，両文化にお

ける暗黙知化(メタファー化)となる． 
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図  2-6 異文化への U カーブ適用過程 

日本人ボランティアは，カウンターパート機関の技術者や被援援助国の住

民からの「支援」を受けることにより，相互支援（Mutual assistance）と

いった非常に強い双方向の「協力」関係を築く．そして，自らの価値観を変

容させることにより，被援助国側の国民との間に真の相互依存的関係が確立

されたといえる． 

我が国のボランティア個々の援助にかかる影響力は小さく，ボランティア

協力の資金規模は他のスキームと比較して少ないものの，派遣実績は累計で

青年海外協力隊(40 歳未満)が 41，776 名，シニアボランティア(40 歳以上)

が 5，987 名(2016 年 7 月 31 日時点)にも上っており，それが我が国の大きな

国際的貢献と呼ばれる所以であろう． 

彼らが現地に根ざした活動や生活を通して，自らの固定した価値観を変容

し，現地住民やカウンターパートと新しい価値を創発していたと考えるなら

ば，受託-委託にとらわれたアカウンタビリティの概念がそこに存在するこ

とによって，相手国関係者との自発的なプロジェクトの創発性を阻害する危
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理
的
適
応
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険性も考えられるであろう．これは，ボランティア協力と他のスキームとの

強い連携が，ボランティア自体のアカウンタビリティの欠如をもたらす危険

性も示唆する．  
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2．3 国際援助協力におけるアカウンタビリティ：相互アカウンタビ

リティ 

我が国の開発援助事業は，「要請主義」の原則から開発援助事業の主な意思

決定者は現地政府である被援助国政府であり，被援助国政府が被援助国の国民

や地域住民等，多様な関係者を満足させなければならないといえる．しかし，

国際援助は援助国による一方的な慈善行為ではなく，援助国の国民である納税

者に対しても満足させる必要があり，開発援助は多角的に関係者を満足させな

ければならない．関係者すべてが満足するような事業を形成することは不可能

であり，目的関数が複数存在する多目的計画では，最適化ではなく満足の最大

化を目指さなければならない 25)．満足化を達成するためには，事業の案件形

成段階の関係者の合意形成から意思決定へ構造が説明され，判断基準および手

順(プロセス)が妥当なものと判断し，国民および裨益者は妥当なものとして事

業を受け入れる必要がある．つまり，援助国および被援助国政府の両政府が，

国民および地域住民等関係者に対して示すアカウンタビリティの最大化であ

り，事業やその意思決定過程について正当化することであるといえる． 

相互アカウンタビリティに関する既往研究は，アメリカにおける Up forward

や Down forward という公的資金の流れに起因した問題に始まった．これは，

国際 NGO が政府機関へのアカウンタビリティと，被援助国の受益者に対するア

カウンタビリティへの均衡がとれず，特に Down forward へのアカウンタビリ

ティが軽視されてきたことによるものであり，それに伴う公的サービスの非効

率性が問題視され，政府と NGO の協力的な関係を重視した相互アカウンタビリ

ティという定義が用いられるようになった 26)27)．開発援助においても，この

非効率性の問題は NGO だけでなく，援助国や被援助国と委託-受託の関係にあ

る受注企業，ひいては援助国関係者間でも問題視され，2005 年に行われたパ
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リ宣言では，NGO と政府との関係論を基本に援助国・被援助国だけでなく，NGO

を含む関係者を含めたインクルーシブな協力を目指し，相互アカウンタビリテ

ィという言葉が導入されはじめた．パリ宣言とは，経済協力開発機構開発援助

委員会（OECD-DAC）を中心にドナーだけでなく，NGO を含めた援助関係者が一

同に介し，パートナーシップコミットメントとして，1)Ownership（自助努力），

2)Alignment（被援助国の制度・政策への協調），3)Harmonization（援助の調

和化），4)Managing for Results（援助成果主義），5)Mutual Accountability

（相互説明責任）の 5 原則を下に被援助国・援助国それぞれの約束が明記さ

れ，それを測るための 12 の指標（被援助国の公共財政管理・調達 システム

を利用した援助の割合，複数ドナーが共同実施する調査・分析作業の割合等）

と 56 の取組事項（援助効果向上のための援助国と被援助国の取組事項）が設

けられたものである 28)． このパリ宣言に基づき，我が国の行動計画(平成 17

年度)では 29)，「毎年パリ宣言の実施状況のモニタリング・評価を行い，その

結果をパートナー国及び他ドナーと共有する」といった項目が追加されている．

その後 OECD は，パリ宣言にかかるドナー評価を各援助国に対し行い，「日本

は方針等の公式書類において相互アカウンタビリティが明記されておらず，職

員の理解度および意識も低い」と批判している 30)．しかし，この相互アカウ

ンタビリティに対する低評価の背景には，西洋ドナーが相互アカウンタビリテ

ィの概念を Harmonization（援助の調和化）に起因する援助資金をコモンバス

ケットとして共有し，被援助国に財政支援する方針に沿って実施すると言った

相互アカウンタビリティの偏った定義に基づくことが起因すると考えられ，日

本特有の被援助国との援助関係を理解したものではないと考えられる． 

開発援助における公的アカウンタビリティとは，援助国および被援助国の国

民に対するアカウンタビリティ(Domestic Accountability)と，両国間の相互

アカウンタビリティ（Mutual Accountability）の相乗効果(Synergy)を引き出

さなければならず，相互アカウンタビリティとは，援助国と被援助国が築き上

げる信頼と相互理解であり 31），コモンバスケットによる援助活動は，援助国
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―被援助国間や，互いの国民に対する相互アカウンタビリティの確立を十分満

たしているかという検討が必要になる． 

King32）は，教育や人的資源開発分野に限定しているものの，日本の開発協

力 政 策 と そ の 実 践 に お け る 比 較 優 位 性 と ユ ニ ー ク さ に 注 目 し ，

「Jepaneseness(日本らしさ)」について分析している．我が国は，独自の援助

戦略で二国間の友好・信頼関係を確立してきた歴史があり，我が国の援助方針

が，被援助国および国際機関の方向性とアライメントしていれば，コモンバス

ケットに固執する必要はなく，人を介した協力で相互アカウンタビリティを二

国間で確立できる可能性が存在し，日本型の援助方針や過去の経験による日本

らしさの援助を積極的に他国に発信することができるであろう． 

開発援助において，援助国および被援助国が自国民に公的アカウンタビリテ

ィを示すことは基本である．そして，図 2-7 に示すように，被援助国が自国民

(裨益者)に対するアカウンタビリティ③を果たすことは，被援助国が援助国に

対するアカウンタビリティ①(被援助国政府⇒援助国政府)を果たす上での必

要条件であり，アカウンタビリティ③が果たされていれば，被援助国政府から

援助国政府に対するアカウンタビリティ①（被援助国政府⇒援助国政府）が果

たされていることになる．そして，アカウンタビリティ②（援助国政府⇒被援

助国政府）が果たされていなければ，被援助国政府は開発事業についての十分

な情報を持たない前提となる為，アカウンタビリティ③を果たせないことにな

り，援助国は情報提供者としての責任を持っている．また，援助国政府の自国

民（納税者）へのアカウンタビリティ④は①から③のすべてのアカウンタビリ

ティが条件になる．援助国の納税者へのアカウンタビリティを果たすためには，

援助国は被援助国へのアカウンタビリティを確保しなければ成り立たないの

である．つまり，開発事業における援助国と被援助国のアカウンタビリティは，

相互に依存していなければならない 33)． 
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図 2-7 開発援助における相互アカウンタビリティ(戸川 2007) 

ここで，援助国と被援助国が相互的な関係を持ち，双方がアカウンタビリテ

ィを明確に提示することを「相互アカウンタビリティ」であると定義する．こ

の相互アカウンタビリティが成立しなければ，意思決定者である被援助国は裨

益者に対し，アカウンタビリティを担保することができないし，援助国は委託

者である納税者へのアカウンタビリティを担保することができないとすれば，

この被援助国と援助国の相互アカウンタビリティの役割が開発援助事業を成

立させる必要条件であるといえる． 

一般に，一方向性に強いアカウンタビリティが生じる公的開発援助では，双

方向の相互関係を確立することは難しいと言われている．有償資金協力はじめ，

JICAのスキームの中で，政府間で長期的に双方向の委託-受託関係が蓄積される

のは，有償資金協力であるが，国際援助協力の原則的な委託者である被援助国

および援助国への国民へのアカウンタビリティを考慮した場合，極めて理想的

な双方向の依存関係が強いモデルは，人を介したボランティア協力であると考

えられる． 

一般的な辞書におけるボランティアの定義は，1)志願者，奉仕者，2)自ら進

受益者
=

市民・住民
(Civil society)

援助国政府 被援助国政府

①

②

③④
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んで社会事業などに参加する人とあり，自発的な姿勢と奉仕的な精神が求めら

れていると理解できる．平成12年11月にメルボルンで開催された「国際ボラン

ティア派遣団体代表者会議」においては，ボランティアとは，1)貧困が削減さ

れ，人権があまねく認められた，より公正な社会を創造することに重要な貢献

を行うものであること，2)彼等を受け入れる地域の人々と生活と労働をともに

しながら，相互に学びあうなかで技術を共有し交流しつつ，それぞれの地域の

開発課題にチャレンジする人のこと，3)献身，尊敬，職業精神として表現され

る価値観と人間性を備えた者であり，参画的活動を通じて，母国と受入国双方

の社会の発展に貢献すると定義されている．「自主的に参画し，報酬を求めな

い」ボランティアリズム，つまり，援助国とプロジェクト実施事業者が強い委

託-受託関係が存在せず，互いの協力的な活動から生じた内生的アカウンタビリ

ティに順ずる協力が，理想的なモデルと考えられるならば，「市民参画」とは，

委託側のアカウンタビリティを満たす重要なツールであるといえる．  

市民参画については，第5章でさらに考察するが，被援助国への無償資金協力，

しいては有償資金協力が国民へのアカウンタビリティを果たすためには，この

ような協力型のモデルを形成するために社会的に双方向のアカウンタビリティ

を持つ技術協力やボランティア協力を踏まえたスキームとの連携が不可欠であ

ると言える．つまり，「オールジャパン」といわれるスキームの連携およびプ

ログラムアプローチは，援助の相乗効果だけでなく，自国民かつ相手国の国民

に対し，アカウンタビリティを明確化するためにも必要なアプローチであると

考えられる．  
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2．4 おわりに 

我が国の援助方針は「要請主義」「自助努力」である．その背景から，開発

援助事業の主な意思決定者は現地政府である被援助国政府となる．そのため，

被援助国が主体になり，多様な関係者にアカウンタビリティを示すことが基本

である．そして，援助国も自国の国民および多様な関係者にアカウンタビリテ

ィを示すだけでなく，被援助国が自国民にアカウンタビリティを示すための支

援が求められる．しかし，目的の異なる関係者に対し，アカウンタビリティを

明確化することは，長期的な目標を見失うだけでなく，アカウンタビリティを

示すための作業に追われ，事業の効率性が損なわれる危険性がアカウンタビリ

ティジレンマとして指摘されている． 

そのため，本章では，公的アカウンタビリティを「受託者（X）が委託され

た行為(Z)について委託者（Y）に説明可能である」というシステムに簡素化し

て，国際開発援助事業のアカウンタビリティにおける委託-受託関係を明確化

することを試みた．開発援助事業において，委託者および受託者の関係は複雑

であり，受託者と委託者そして委託された行為を判断する明確な基準とアカウ

ンタビリティの統制が複雑である．委託-受託間での相互アカウンタビリティ

が，それらの統制を簡素化するために必要な条件であるとすれば，援助国と被

援助国の強い相互社会作用が開発援助の主要な社会システムとして説明でき

る． 

そして，スキーム毎に委託-受託の相互関係の整理を試みたが，相互関係が密

接になるためには，被援助国側と援助国側との間に，相互協力的関係が存在す

ること，長期的な信頼関係が存在することが望ましい．つまり，国民へアカウ

ンタビリティを確立しやすい理想的なモデルとは，政府と強い委託-受託関係が

存在しない内生的アカウンタビリティを重視する「市民参画」のようなボラン
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ティア協働型の支援であるといえる．このような協働型モデルを形成するため

には，現在行われているプログラムアプローチよりもさらに連携を強固にし，

資金的協力は，無償資金協力から有償資金協力にシフトし，且つ技術協力やボ

ランティア協力のような人材を中心にした援助モダリティ(図2-8)が必要であ

ると考えられる．  

 

図 2-8 開発援助における理想的な援助モダリティ 

しかし，プロジェクト傘下におけるボランティア協力を例とした強固な連携

を持つ援助モダリティにすることにより，プロジェクトを統制するためのアカ

ウンタビリティが一方向に働き，被援助国側の裨益者および市民からの支援・

協力が得られず強い相互依存的な確立できない危険性も存在する．それを回避

するためには，協力体制を築くにあたり，価値変容のプロセスを十分に理解し

ている人材育成の急務が求められる． 

今般，我が国が掲げているグローバル人材の定義とは，「世界的な競争と共

有償資金協力

プログラム目標　(問題点：各プロジェクトの目的が異なる）
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プログラム目標　(理想：各プロジェクトの目的が同じ）
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家派遣，機材提供等）
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生が進む現代社会において，日本人としてのアイデンティティを持ちながら，

広い視野に立って培われる教養と専門性，異なる言語，文化，価値を乗り越え

て関係を構築するためのコミュニケーション能力と協調性，新しい価値を創造

する能力，次世代までも視野に入れた社会貢献の意識などを持った人間」とさ

れており，1)語学力：コミュニケーション能力，2)主体性，積極性，チャレン

ジ精神，協調性・柔軟性，責任感・使命感，3)異文化理解と日本のアイデンテ

ィティの 3 要素が掲げられている 34)． 

しかしながら，本研究における「価値変容のプロセス」とは，単に自らの価

値観を乗り越えるのではなく，異なる価値観と接触することによって，まず自

己の価値観を崩壊し，双方の価値観を再結合しながら内生化する過程が含まれ

る．そして，それらが内生化されることによって，双方の社会で暗黙化した新

しい価値(メタファー)が形成されなければならない．これが，第 4 章で考察す

るポスト・オンステージ形成である． 

また，2．3 に示したように，両国民に対するアカウンタビリティを確立し

易い理想的なモデルである「市民参画」のような協力型のモデルを形成が，相

互アカウンタビリティを確立するためのメカニズムが存在することが明らか

にされれば，公共経済における政府および市場の失敗を補填できる要因は市民

参画であると考えられ，これについては，第 5 章で再度考察を行う． 
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第 3 章 相互アカウンタビリティのゲーム理論的解釈 

3．1 はじめに  

開発援助は，実施される被援助国と援助国の二つの制度的枠組みだけででな

く，国際的な制度的枠組みに準じて政府は意思決定する必要がある．特に，開

発援助のスキームは，ボランティアから有償資金協力にいたるまで様々な規模

が存在するが，インフラにかかる援助開発は規模が大きく，一般の消費者や企

業の意思決定以上に大きな経済活動であり，それが影響する範囲は巨大となる

ため，主体となる意思決定者は，これらの相互関係の状況下にいることを十分

に考慮すべきであろう．  

アカウンタビリティは委託された義務にかかる応答性能である 1)．政府開発

援助の基本的委託者は援助国および被援助国の国民となるため，双方の国民か

ら求められたアカウンタビリティを示すことが，援助国および被援助国の役割

となる． 

我が国は，国際社会の平和と安全及び繁栄の確保により一層積極的に貢献す

ることを目的に開発協力を推進すると定義しており，基本的には被援助国の国

民に対するアカウンタビリティを満たすことが最優先されていると考えるこ

とができる．国際機関においても，持続可能な開発目標（SDGs:Sustainable 

Development Goals）を達成することで，世界の貧困に終止符を打ち，地球を

保護し，すべての人が平和と豊かさを享受できるようにすることを目指す普遍

的な行動を行うことが呼びかけられており，彼らの開発目標はすべてにおいて

相互接続的であり，持続可能且つ地球市民視点でのアカウンタビリティの発現

が求められている． 
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しかしながら，援助開発における現場では，センセーショナルな援助効果を

求める援助国や援助機関による経済的合理性に基づいた意思決定が存在する．

市場原理主義の企業行動と同様の行動原理を導き出し，援助の氾濫をもたらす．

事実，援助国はじめドナーが，開発援助を市場として捕らえ，自国民へのアカ

ウンタビリティであるドメスティックアカウンタビリティに傾倒し，ドナー会

議において援助協調のアライメントを確認するにもかかわらず，援助市場には

援助国間の競争が存在している． 

国際 NGO の活動においても，ドナーの意向に傾向する風潮があり，パワーバ

ランスの偏向から，相互アカウンタビリティの必要性が謳われるようになり，

ドナーに対しても相互アカウンタビリティが求められるようになった．そして，

2008 年頃より相互アカウンタビリティという用語が国際機関の多くの文献で

用いられるようになったが，経済学的に明確な定義は確立されていない．それ

どころか，コモンバスケット（共通基金を設置し，拠出された資金を活用し，

被援助国政府と各援助機関が協議して事業を実施する方式）に添った定義

に偏向しつつある． 

そのため，本章では，二国間援助を基本として，再度アカウンタビリティに

ついて考察する．また，アカウンタビリティという一般化された用語を社会に

おける相互関係を通して分析するため，ミクロ経済学を用い，援助国被援助国

の各プレイヤーの利得(Pay off)をアカウンタビリティの発現として仮定し，

ゲーム理論のフレームワークの元で経済主体間の相互関係を分析する． 
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3．2 アカウンタビリティのゲーム理論的解釈 

3．2．1 ドメスティックカウンタビリティの最大化における非協力ゲーム 

開発援助では，援助国が自国の企業の海外進出に優位な状況を作り出すこと

を目的とした援助競争が周知されているが，援助国側が意思決定者である場合

の状況をゲーム理論的に解釈する．  

援助国それぞれが 1 つの社会構成単位とし，被援助国を市場とする．ここで

の意思決定者は被援助国でなく，援助国であるプレイヤーA，B とする．戦略

はプロジェクト α またはプロジェクト β とし，利得は援助国の自国の納税者

へのアカウンタビリティへの発現として，タイド援助や技術の市場拡大，企業

誘致地にかかるインフラ整備を約束すると仮定する．この場合，プレイヤーが

同時に行動する戦略ゲームであり，ドメスティックアカウンタビリティがプロ

ジェクト α＞プロジェクト β とするならば， 援助国 A，B もプロジェクト α

を選択しようとする競争原理が働く．結果，プロジェクト α を援助国 A，B

が協調融資等で実施する，または，どちらかがプロジェクト α を実施すると

いう結果となる． 

したがって，援助国政府や国際 NGO が国民(納税者)-政府間におけるドメス

ティックアカウンタビリティ（Domestic Accountability）の最大化を目指し

た場合，援助国ドナーは経済人として合理的選択を行い，被援助国の市場にお

いて競争する戦略型ゲームとして表現される．そのため，援助国間での調整お

よび国際的制度の枠組みや被援助国の主体的選択権が存在しない状況下では，

援助競争だけでなく，援助の氾濫を引き起こす結果となる． 
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3．2．2 裨益効果の最大化における非協力ゲーム 

公的なサービスの基本的な委託者は援助国および被援助国の国民となるた

め，双方の国民に対し，求められたアカウンタビリティを示すことが，援助国

および被援助国の役割となるが，政府開発援助（ODA）大綱では，国際社会の

平和と安全及び繁栄の確保により一層積極的に貢献することを目的に開発協

力を推進すると定義しており，被援助国の国民に対するアカウンタビリティを

満たすことが最優先されている 2)と仮定するならば，援助国のアカウンタビリ

ティは，被援助国の国民に対する裨益効果となる．ここで派生するアカウンタ

ビリティは，3．2．1 に示すドメスティックアカウンタビリティとは異質であ

り，相手国政府の利得を十分に捉えた，相互アカウンタビリティの概念に近似

的なものであると置き換えることができる．しかし，ここにおけるアカウンタ

ビリティも，援助国から被援助国への一方向の単発的なアカウンタビリティで

あるとする． 

 

 

 

援助国 A の 

アカウンタビリティ 

被援助国 B の 

アカウンタビリティ 

プロジェクトαを援助国 A，B

が実施する(援助協調) 

＜10 ＜10 

プロジェクトαを援助国 A が実

施し，プロジェクトβを援助国

B が実施する 

10 2 

プロジェクトαを援助国 B が

実施し，プロジェクトβを援助

国 A が実施する 

2 10 

図 3-1 援助国 A，B の戦略と利得(裨益効果の最大化) 

例として，プレイヤーは援助国 A，援助国 B とし，戦略はプロジェクトαま

たはプロジェクトβとする．前提条件として，プロジェクトαの裨益効果であ

るアカウンタビリティは，プロジェクトβより高い．援助国の国民が委託する

業務に対する応答であるアカウンタビリティは，被援助国における国民の裨益
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効果であり，ドメスティックアカウンタビリティは考慮しない．援助国に対す

るアカウンタビリティを被援助国の裨益効果の発現とすれば，援助国 A，B は

裨益効果が高いと判断されるようなプロジェクトを好む．そして，援助国 A，

B が同時にプロジェクトβを選択せず，どちらかが必ずプロジェクトαを選択

する結果となり，この場合も 3．2．1 と同様の市場競争原理が働く．また，協

議を通じて裨益効果の高いプロジェクトαを援助国 A，B が協調融資で実施す

るという協力ゲームを想定した場合，被援助国の国民の裨益効果が二国間援助

と同様に得られるが，協力ゲームとしてアカウンタビリティの発現を援助国間

で分配すると考えるならば，プロジェクトαを単独で実施した場合より援助国

各国の利得は小さくなり，基本援助国 A，B は協調融資を好まないと推測でき

る． 

つまり，援助国がドメスティックアカウンタビリティだけでなく，相手国へ

の援助効果の発現であるアカウンタビリティの最大化を目指しても，援助国間

での調整および国際的制度の枠組みや被援助国の主体的意思決定権が存在し

ない状況下では，援助国間やドナー間で市場競争原理が働き，援助競争や援助

の氾濫という問題が存在することになる．  

3．2．3 援助国と被援助国を主体とした場合の協力ゲーム 

上記では，非協力ゲームおよび協力ゲームであっても，意思決定者が援助

国となる場合は，市場競争原理が働き，援助競争や援助の氾濫という問題が

存在することを表した．ここでは，援助国と被援助国が限定合理的であると

仮定し，互いの経験を通じて，交渉・調整を行うような状況を協力ゲームと

して解釈する． 
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そのゲームのルールが制度化であり，国際機関が共有する規範となりうる

が，実際にはグローバル社会における規範は拘束力が存在しなく，罰則もな

い．ルールを逸脱しても，罰則がなければ囚人のジレンマの状況をも生み出

し，国際協調は難しくなる．国際機関が拘束力を持った制度を行使すべきで

あるが，京都議定書にはじまる地球温暖化問題においても世界の歩調が合わ

ないのが現実である． 

協力ゲームとは，個々でなく，提携および協力を構成単位とし，協力によ

る利得を考え，いかに利得が分配されるかが焦点となる．二国間で交渉を行

い，その配分であるそれぞれの利得がドメスティックアカウンタビリティと

なり，それを最大化する協力ゲームとして成立する．つまり，協力傘下にお

いては利得の分配という競争原理が働く． 

但し，援助国が国民に示すアカウンタビリティと，被援助国がその国民お

よび裨益者に示すアカウンタビリティが同一であるとし，納税者である援助

国側の国民が，裨益住民の立場になって，援助国政府に委託する方法であれ

ば，一意の利得となる結果になる．これは，外務省や JICA が推進している開

発援助に対する国民の理解と支持の促進の重要性を含意している．政府が国

民に対して，開発現場のスタディーツアーや，開発教育などを強化し，開発

協力にかかる現状についての情報公開や国民参加を援助国国内で促進し，ま

た国際社会と共有することによって，双方の委託者の同意の利得に近づくこ

とができる． 

一方，鈴木 3)は自治体等の政府連携の場合，利得=便宜－費用と捉えてゲーム

を展開しているが，この場合には複数の均衡点が存在し，安定性と効率性の不

一致が混在するために，共通の認識である一意の利得構成は難しく，協議を通

して合意を形成する必要があるという結果を導いている．開発援助分野におい
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ては，政府がそれぞれの国民に対するもの，国際機関等への対外的なもの，相

手国政府に対して戦略を持った複合的ゲームとなる．政府が対外的に戦略を選

ぶ場合，政府組織内だけでなく，自国民に対する説明能力と応答能力が必要で

あり，組織体としての合理的意思決定では，組織を代表して交渉に臨むものは

交渉相手と自己の内部の双方に対して責任能力を持たなければならない．同様

に，外交的な交渉内容の結果を，政府代表者が自国の都合の良いように説明す

るのは，その後の進路を誤る危険性を招くことに留意しなければならない．さ

らに，第 2 章で論じたように，プロジェクト立案段階でも各ステージによって

ゲームの定義が異なってくる．このようにそれぞれの交渉ステージで，両国の

非協力と協力が重層的に混在し，両者が一意の利得構成に達するまで交渉が行

われるはずである．しかし，交渉だけでは，効率性，安定性，公平性すべてを

満たすことはできず，これらの不一致が動的な変化を呼び起こし，また新しい

ゲームを展開するため，案件のゲームの解を求めることはきわめて難しいと推

測させる．  

すなわち，開発援助のアカウンタビリティの発現は，均衡解である必要性が

あるのであろうか．もし，均衡外の結果が一時的にも存在するとすれば，ゲー

ム理論による分析の有効性は低くなり，相互依存状況下における内生的決定を

論じる分析的枠組みの必要性もきわめて低くなるはずである．そのため，アカ

ウンタビリティを目的合理性とする思考は，開発援助の最終目標である経済的

かつ社会的持続可能な発展を妨げる要因となることも示唆していると考えられ

る． 

 

3．2．3 援助国と被援助国を主体とした場合の非協力ゲーム 

これまでの非協力ゲームでは，援助国を意思決定者と捉えて分析してきたが，
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ここでは援助国・被援助国それぞれを 1 つの社会構成単位とし，非協力ゲーム

の同時手番の戦略型ゲームとして捉える．このゲームのプレイヤーには，援助

国 D，被援助国 R のほかに，援助国の国民である納税者または民間企業 T およ

び被援助国の国民である裨益住民 C が存在する．ここでの意思決定者は，援助

国と被援助国の政府であり，各政府は，自国の国民と相手国の利得を推定した

主観的ゲームを形成し，政策決定過程の分析を行う． 

主観的ゲームとは，1)ゲームをプレイするすべてのプレイヤーが，ゲームを

プレイするプレイヤーと，各プレイヤーの選択可能な戦略の集合，情報集合，

利得などのゲームの要素にかかる完全な情報を持っているか， 2)情報が欠け

ている場合は，プレイヤーはわからないパラメーターに関する正しい事前確率

を割り当て， 3)お互いが同一のゲームをプレイし，わからないパラメーター

に関して，同一の正しい事前確率を割り当てる．そして，伝統的な均衡概念で

あるナッシュ均衡やその拡張であるベイジアンナッシュ均衡を用いてプレイ

ヤー間の戦略的関係を分析する方法である 4)， 5)．ここで言う主観的ゲームと

は，援助国および被援助国政府が，相手国政府の利得を考えず，利己的にゲー

ムを展開し，主観的意思決定を行うことを表現している． 

ここで，意思決定者である両政府は，国民の協力の可否によって利得が変化

すると考える．これは，青木 6)がいうところの連結ゲーム(linked game)に類

似する．この連結ゲームとは，異なるドメイン間，つまり主体間で発生しうる

制度と，それらの制度間の相互連結の可能性を内生的に扱うことが分析的に可

能になる方法である．これは，ドメインで支配的な行動選択ルールによって，

パラメーター的に影響を受けている状況で発生する制度間の相互連結である．

本章では，援助国と援助国国民，援助国と被援助国，被援助国と被援助国国民

の３つのゲームが連結していると捉えることができる．  

本章ではこれらを簡素化し，援助国および被援助国の主観的ゲームΤ D，Τ R
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は，援助国の国民である納税者や民間企業と被援助国国民を含めた 4 人のプレ

イヤーが存在するゲームと考える．ここで政府と国民の関係においては，羽鳥

ら 7)の研究を元に，第三者評価委員会を通して国民と政府の間に信頼関係が形

成されていると仮定している．このような信頼関係は，国民が行政の行動に関

して限定的な知識を持つという外生的な条件の下で，内生的に形成されるひと

つの均衡状態を示しているため，援助国は自己の国民の完全な情報を持ってお

り，国民の利得を理解していると考える．そのため，国民がプロジェクトに対

し「支持する」または「支持しない」という戦略をもとに，政府の利得は左右

され，政府の利得は国民の利得に順ずる．  

ここで仮定するプロジェクトは，大規模な有償資金協力のインフラ・プロジ

ェクトであり，プロジェクトαは，入札を援助国の企業に限定したタイド案件

とする．プロジェクトβは，現地企業や海外の企業を含めたアンタイド案件で

あり，援助国政府の戦略はタイドまたはアンタイド案件となる．援助国の国民

である納税者の戦略は，政府の意思決定を支持する，または，政府の意思決定

を支持しないとする．国民が政府の意思決定を支持しない場合，政府はそれに

伴う説明責任が増えるため，政府の利得は減少する．それに順じて，国民の利

得も減少すると考える．援助国の国民である納税者や民間企業の利得は，プロ

ジェクトを通した収益にも関係し，タイド案件になるとより高くなる． 

一方，被援助国には，援助国が推進する最新技術を無条件に受け入れるまた

は，被援助国の技術に見合った技術を提案し，それが受け入れられるという 2

つの戦略が存在する．被援助国の国民である裨益者の利得は長期的な便益であ

り，戦略は政府の決定を支持するまたは支持しないとなる．被援助国政府も援

助国政府と同様に，国民に支持されていない場合，説明責任が増え利得は下が

る． 

援助国の利得は国民の利得(ドメスティックアカウンタビリティ)＋相手国
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の国民の利得（裨益効果）U D=U T+U C と仮定し，同様に被援助国政府の利得

は自国の利益を最優先すると考え，被援助国の国民と利得 U R＝U C であると

する．同様に，この主観的ゲームは 4 人のプレイヤーがいる連結ゲームなので，

ゲームの解は下記に示すように 16 種類存在すると考える．援助国の主観的ゲ

ームΤ D では，援助国は自国の企業に特定して入札できるタイド案件であるこ

と，自国で活用している最新技術であることが最適な戦略となる．一方，被援

助国の主観的ゲームΤ R は，海外や現地企業が入札でき，且つ現地に即した技

術であることが最適な戦略となる．ここで双方に真の値を入れると援助国と被

援助国のナッシュ均衡は，タイド案件でありながらも現地技術に即した協力と

いう結果になる(図 3-2)． 

援助国政府 援助国国民 被援助国政府 被援助国国民 援助国政府 援助国国民 被援助国政府 被援助国国民
タイド 支持する 最新技術 支持する 50 30 10 6
タイド 支持する 最新技術 支持しない 48 28 4 2
タイド 支持しない 最新技術 支持する 40 26 8 4
タイド 支持しない 最新技術 支持しない 38 24 2 1
タイド 支持する 現地技術 支持する 30 22 20 14
タイド 支持する 現地技術 支持しない 28 20 16 10
タイド 支持しない 現地技術 支持する 25 18 18 12
タイド 支持しない 現地技術 支持しない 23 16 14 8

アンタイド 支持する 最新技術 支持する 20 14 30 22
アンタイド 支持する 最新技術 支持しない 18 12 26 18
アンタイド 支持しない 最新技術 支持する 15 10 28 20
アンタイド 支持しない 最新技術 支持しない 13 8 24 16
アンタイド 支持する 現地技術 支持する 10 6 50 30
アンタイド 支持する 現地技術 支持しない 8 4 46 26
アンタイド 支持しない 現地技術 支持する 4 2 48 28
アンタイド 支持しない 現地技術 支持しない 2 1 44 24

戦略(援助国政府の優先順位） 真の値を入れた場合の利得行列

 

図 3-2 4 者の戦略(国民の支持が国の利得に大きく影響する場合)と真の値

を入れたときの利得行列 

このように，二国間援助におけるドメスティックアカウンタビリティと相

互アカウンタビリティという相手国国民の利得を踏まえたゲームの均衡解は，

援助国政府と被援助国がタイド案件でありながらも，現地の文脈に即した技術

とすることである． 
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しかしながら，現在の国際開発の流れはこれに大きく逆行している．

OECD-DAC では，2001 年に援助効果向上を目的として，後発開発途上国（LDC）

向け ODA をアンタイド化する勧告を行った．続いて 2008 年には，同年 10 月 1

日までにアンタイド化勧告の対象を LDC 以外の重債務貧困国（HIPCs）に拡大

する勧告を行うとともに，新たに勧告の対象となった国について，アンタイド

化の対象として継続するか否かを 2013 年に見直す勧告も行った．2013 年から

2014 年にかけては，LDC 以外の HIPCs に対するアンタイド化勧告適用の継続の

有無につき検討を行い，2014 年 8 月，LDC 以外の HIPCs に対するアンタイド化

勧告の適用を 5 年間延長し，2018 年に見直すことになっている．それらの勧

告に対し，日本政府は被援助国（LDC 以外の HIPCs 諸国）のその後の状況を総

合的に勘案し，当該被援助国のオーナーシップを尊重しつつ，アンタイド・タ

イドに関わらず最も援助効果を最大化する方法で，開発協力を実施するとの立

場を表明している．このような状況の中，日本政府がアンタイドに基づいた援

助を推進していくことは国際社会においても厳しい状況になりつつあるであ

ろう 8)．アンタイド化が世界的に進めば，ドメスティックアカウンタビリティ

と相手国の裨益効果最大化を目指すアカウンタビリティの均衡は難しくなる．

このような状況の中，日本政府が自国民に対するアカウンタビリティを示すた

めには，日本特有の「最新技術」という戦略を如何に売り込んでいくかが「鍵」

となる． 

そのため次に，プロジェクトをアンタイド案件とし，援助国と被援助国がプ

ロジェクトで採用する技術について交渉を行う状況を分析する．この交渉過程

を展開型の主観的ゲームとして表現する．展開型ゲームとは，プレイヤーの行

動の順序が決まっており，その順序に従ってプレイヤーが行動を決定していく

ゲームである．展開型ゲームにおいて，先に行動するプレイヤー（リーダー）

は，後に行動するプレイヤー（フォロワー）の行動を操作するように意思決定

を行う．そのため，交渉を表現する際に展開型のゲームは有用である．一般の

展開型ゲームのモデルではプレイヤーが相手の利得に関する完全情報を有し
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ていると考えているが，本研究では各国政府は相手国政府の利得に関する情報

を持たないと考える．この前提の下で，各国政府は Kalai and Lehrer8)の主観

的ゲームに基づいて意思決定を行うとする．すなわち，各国政府は，相手の利

得は想定せず，自分の利得のみを想定し，意思決定を行う．しかし，各国政府

は相手国政府の行動に関する主観的な確率分布は想定する．ゲームがプレイさ

れる過程で，各国政府は自分の行動に対する相手国政府の行動（反応）を観察

し，その結果を学習しながら主観的な確率分布を更新し，学習を考慮に入れて，

自らの利得の期待値を最大化するように戦略を決定する． 

ゲームの前提条件として，援助国が選べる行動は，自国の企業が開発した「最

新技術」の提案と，被援助国に存在する「現地技術」の提案（もしくは相手国

の提案の受諾）の二つであると考える．被援助国の選べる行動も，「最新技術」

の提案と「現地技術」の提案である．両国の選んだ技術が一致するとプロジェ

クトの実施が可能になり，両国に利得が発生する．採用する技術の合意に到達

できなかった場合は，プロジェクトは実施されず両国の利得はゼロになる．最

新技術は援助国に高い利得（10）をもたらす．他方，被援助国が最新技術を導

入した場合，技術を活用できず，機材や建物が放置される廃棄物問題が生じる

ため，被援助国が得る利得は（-1）になると考える．「現地技術」は被援助国

に高い利得（10）をもたらす一方，アンタイドの「現地技術」となると，援助

国の民間企業の受注確立が下がり，現地や中国企業等の価格の低い業者の受注

率が高まる．それに対し，価格をできるかぎり安く設定すると援助国にはわず

かな利得（1）しかもたらさない． 

この展開型ゲームは図 3-3 に従い進行する．(…)はプレイヤーの選べる行動

を表す．被援助国の行動に付された数字は，援助国が主観的に設定する被援助

国がその行動を選ぶ確率である．援助国の「最新技術」の提案が一度拒否され

た場合には，援助国は被援助国が「現地技術」を好むことを学習できる．その

ため，被援助国が「最新技術」の採用を承諾する主観的確率は，一回目の提案
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では 0.4 なのに対して，二回目の提案では 0.2 になっている． 

D

援助国の主観的利得(1,?)
被援助国の主観的利得（?,10)

 (HT)

 (LT)

援助国をD,被援助国をRとする．

最新技術　HT，現地技術LTとする．

主観的確率Pは　0≤P≤1　で表す．

R

R

援助国および被援助国の利得(0,0)

1.0 （承諾する）

0.0（承諾しない）

0.4（承諾する）
援助国の主観的利得(10,?)
被援助国の主観的利得（?,-1)　

0.6(LT)

援助国の主観的利得(1,?)
被援助国の主観的利得（?,10)

（承諾する）

(HT)

援助国および被援助国の利得(0,0)

0.2（承諾する）

0.8（承諾しない）

D

R

援助国の主観的利得(10,?)
被援助国の主観的利得（?,-1)　

図 3-3 援助国と被援助国の主観的展開ゲーム 

下記に各国政府の主観的確率に基づく最適戦略を分析する．まず，被援助国

政府については，「最新技術」を採用した場合，被援助国の利得は負になる．

よって，援助国政府の設定する主観的確率に依存せず，被援助国政府は最新技

術を拒否するのが最適となる．また，「現地技術」が提案された場合には，明

らかに「現地技術」を承諾するのが最適である．次に，援助国政府の最適戦略

を分析する．展開型ゲームの定石に基づき，後ろ向きにゲームを分析していく．

まず，「最新技術」の提案が一度拒否された場合の分枝における意思決定を考

える．援助国が「現地技術」を承諾した場合の利得は 1 である．他方，援助国

が「最新技術」を再度提案した場合の期待利得は 0.2×10 + 0.8×0 = 2 とな

る．したがって，この分枝における最適な行動は最新技術の提案であり，その

期待利得は 2 となる．次に，援助国の最初の意思決定を考える．援助国が「現

地技術」を提案した場合の期待利得は，1.0×1 + 0.0×0 = 1 である．他方，

援助国が「最新技術」を提案した場合の期待利得は，0.6×2 + 0.4×10 = 5.2
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である．したがって，最初の意思決定における最適な行動は「最新技術」の提

案となる．以上より，援助国政府の最適戦略は，最初に「最新技術」を提案し，

その「最新技術」が拒否された場合も，再度「最新技術」を提案するものとな

る． 

以上の各国政府の最適戦略の下では，援助国政府が二度提案した「最新技術」

が二度とも拒否され，交渉が決裂する結果となる．すなわち，両国の選べる技

術が「最新技術」と「現地技術」のみであれば，支援国政府が学習により主観

的確率を更新したとしても，交渉は決裂し，両国政府の得る利得は(0，0)にな

る． 

そこで，上記の主観的展開ゲームの改善手段として，支援国政府は交渉を行

いながら，新たな技術を考案できると考える．この場合の展開ゲームを示した

ものが図 3-4 である．このゲームでは，援助国の「最新技術」の提案が一度拒

否され，被援助国が「現地技術」を提案してきた場合に，援助国は「現地技術」

と「最新技術」の双方の利点を踏まえた「中間技術」を提案できると考える．

援助国が主観的に想定する「中間技術」の提案が承諾される確率は 0.5 である． 

このゲームにおける各国政府の主観的確率に基づく最適戦略を分析する．ま

ず，被援助国政府について分析する．被援助国政府の設定する主観的確率に依

存せず，被援助国政府は「最新技術」を拒否するのが最適となる．また，「現

地技術」と「中間技術」が提案された場合には，正の利得が得られるため，技

術を承諾することが最適となる．次に，支援国政府の最適戦略を分析する．こ

れもまた後ろ向きにゲームを分析していく．まず，「最新技術」の提案が一度

拒否された場合の分枝における意思決定を考える．援助国が「現地技術」を承

諾した場合の利得は 1 である．援助国が「最新技術」を再度提案した場合の期

待利得は 0.2×10 + 0.8×0 = 2 である．援助国が「中間技術」を提案した場

合の期待利得は 0.5×5 + 0.5×0 = 2.5 である．したがって，この分枝におけ
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る最適な行動は「中間技術」の提案であり，その期待利得は 2.5 となる．次に，

援助国の最初の意思決定を考える．援助国が「現地技術」を提案した場合の期

待利得は 1.0×1 + 0.0×0 = 1 である．他方，援助国が「最新技術」を提案し

た場合の期待利得は 0.6×2.5 + 0.4×10 = 5.5 である．したがって，最初の

意思決定における最適な行動は「最新技術」の提案となる．以上より，支援国

政府の最適戦略は，最初に「最新技術」を提案し，その「最新技術」が拒否さ

れた場合には，「中間技術」を提案するものとなる． 

 

D

援助国の主観的利得(1,?)
被援助国の主観的利得（?,10)

 (HT)

(LT)

援助国をD,被援助国をRとする．

最新技術　HT，現地技術LT，中間技術　MTとする．

主観的確率Pは　0≤P≤1　で表す．

R

R

援助国および被援助国の利得(0,0)

１（承諾する）

0（承諾しない）

0.4（承諾する）
援助国の主観的利得(10,?)
被援助国の主観的利得（?,-1)　

0.6(LT)

援助国の主観的利得(1,?)
被援助国の主観的利得（?,10)

（承諾する）

(HT)

援助国および被援助国の利得(0,0)

0.2（承諾する）

0.8（承諾しない）

D

R

援助国の主観的利得(10,?)
被援助国の主観的利得（?,-1)　

(MT)

援助国および被援助国の利得(0,0)

0.5（承諾する）

0.5（承諾しない）

R

援助国の主観的利得(5,?)
被援助国の主観的利得（?,5)　

図 3-4 中間技術の考案が可能な場合の主観的展開ゲーム  

以上の各国政府の最適戦略の下では，援助国政府が「最新技術」を提案し，
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被援助国政府が「現地技術」を提案した後に，援助国が提案した「中間技術」

を採用する形で交渉が妥結する結果となる．すなわち，被援助国が「最新技術」

に難色を示し，「現地技術」を提案してきた場合に，援助国は「最新技術」と

「現地技術」の双方の利点を踏まえた「中間技術」を提案することが利得を増

加させる手段となる． 

これは，援助国が相手国の利得を考えず，自国の利得を最大化するようなゲ

ーム，つまり各国政府が異なるゲームを実施していると捉えても,ゲームを変え

る行為によって利得が最大化することを示している．ここでは，戦略を追加す

ることが利得を増加させるというプロセスを「中間技術」として表現している

が，これはゲームを変えるという現地文脈に即したアダプティブな技術開発を

表現していることがわかる．そして，相手の利得や立場に関する理解や情報が

不十分でも, 相手が技術を導入できない理由状況を一方が把握し，PDCA の中で

ゲームを変えるという行為がアダプティブマネジメントであると言える． 

以上の分析結果に加えて，現実には，交渉の妥結に時間がかかるほどプロジ

ェクトの完成が遅延することや人的資源が交渉のために浪費されることを踏ま

えると，援助国にとっては，交渉開始前に相手国の環境に応じた提案技術を準

備しておくことが利得を高める上で有用であると言える．また，被援助国の提

案する技術の利点を分析し，両国の技術の利点が活かせるような調整を行うこ

とにより，創発的な中間技術の提案が可能となるはずである．つまり，日本政

府が自国で最新技術を開発し，海外に輸出しようと躍起になっている行為は，

アカウンタビリティ論からもアプローチを考慮する必要性があることを含意し

ている． 
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3．3 相互アカウンタビリティのインセンティブ論 

3．2 では，アカウンタビリティの発現を利得(Pay off)として，ゲーム理論

的に解釈したが，国民である委託者に示すドメスティックアカウンタビリティ

や被援助国の国民に対する裨益効果といった成果を重視することによって，そ

こには必ず市場競争原理が生じることがわかる．国際機関が提案する開発目標

や，援助国や被援助国が纏める開発戦略の目標を評価，達成するだけでは，市

場原理による援助競争や援助の氾濫により，援助の効率化が損なわれる危険性

が存在する．つまり，我々援助国の委託者である納税者は，政府が推進する「ODA

の見える化」といったセンセーショナルな裨益効果の発現やアカウンタビリテ

ィという目的の合理性を強く要求することによって，援助競争や援助の氾濫と

いった援助の非効率性を生み出させることを理解しなければならない． 

委託－受託の関係では基本的にモラルハザードの問題が生じる．モラルハザ

ードを低減するためには，一般的にインセンティブ契約が用いられるが，開発

援助分野では，インセンティブの誘因整合性が生じない．例えば，被援助国を

エージェントとし，援助国であるプリンシパルとした場合，援助国がプロジェ

クトを継続的にモニタリングせず，アカウンタビリティの発現であるプロジェ

クト結果を指標で評価するとする．プロジェクトが劇的な成功を達成すれば援

助国であるプリンシパルは継続的な支援を他の分野やプロジェクトへ移動し，

反して，プロジェクトが大きな失敗をすれば，プリンシパルはまた支援を停止

する．この場合，被援助国が誘因整合性を持たなくなり，情報の非対称性を解

消する継続的モニタリング方法でしかモラルハザードの問題は解決しなく，援

助国はそのモニタリングコストを負担しなければならない．  

一方，国民である納税者や被援助国の国民，裨益住民をプリンシパルとした

場合，援助国や被援助国であるエージェンシーはアカウンタビリティの最大化
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を公約する．しかし，プロジェクトの形成はエージェントである政府が行うた

め，委託者である国民は，そのアカウンタビリティをモニタリングするツール

を持たなく，政府からの報告または，NGO やメディアのウォッチドッグ機能で

しか，モラルハザード問題を解決できない．加えて，公的アカウンタビリティ

の発現の評価では，前章のように目的合理性による援助の非効率性を生み出す．

そのため，委託-受託を基本に考えたインセンティブ契約論では，公的アカウ

ンタビリティのモニタリングは極めて難しく，これらを解決する上で，自立性

の高い内的統制を重視した組織内の規律や，個人的良心・責任，そして経験知

によって形成されていく内生的アカウンタビリティ的アプローチが重要であ

ることがわかる． 

この結果から，情報の非対称性のもとで相互アカウンタビリティという行為

が再帰的にプレイされるように，現時点および将来的に従われる行動様式をも

たらすような国際的な制度設計や規範が必要であるといえる．したがって，異

なる認識体系を持ったステークホルダーが混在する開発援助分野では，国際的

なルールや規範を理解する共通の認識も極めて重要になると言える． 

 

国際援助では，主にヨーロッパ諸国を中心に日・米を含め 35 ヶ国の先進国

が加盟する経済協力開発機構（OECD）傘下にある開発援助委員会（DAC）が，

経済的発展の途上にある加盟国及び非加盟国の経済の健全な拡大に貢献する

ことを目的に，1）資金モニタリング・分析・報告・及び促進，2）開発協力の

政策と実施のレビュー，3）開発援助の質と効果向上のための分析・ガイダン

ス・及び事例の提供，4）グローバル開発構造の分析，5）グローバル公共財と

開発のための政策一貫性の視点の促進，6）非メンバー国・国際機関・民間団

体・市民組織への関与と招待等の活動を介し，各国や他の国際機関の開発支援

にかかる政策への提言を行っている 9)． 

また，国際連合の各機関でも，共通の目的実現や利益確保のために，人権・
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環境・経済開発や平和・軍縮等の分野で国際条約が形成されている．しかし，

これら 国際機関の決定は，ほとんど勧告的効力しか持たず，各国の政府や個

人，そして企業に対し，拘束力のある命令を下せるわけではない．つまり，国

際法はルールや規範を強制的に各国に従わせることはできないし，今後も難し

いであろう．そのような状況の中，世界的な開発援助の目標を達成するには，

強制的に認識の共有化という方法といった国際的相互アカウンタビリティを

形成できる国際機関を通じた援助やコモンバスケットといった援助方法が効

果的であるとも考察できる． 

アカウンタビリティとは経済的合理性の追求ではなく，援助国および被援助

国，轢いては世界の持続可能な発展という目的を最大化するための社会システ

ムのインセンティブであり，相互アカウンタビリティは，複雑化した関係者を

ある目的を共有した社会システムのプロセスとして捉えることが必要である

ことがわかる．そして，社会システムとは，社会において観察される相互依存

のパターン・形態を表す概念であり，構造はあるシステムの中で安定的な資源

の配分パターンやルールの集合を表し，複数主体間の相互作用に影響を及ぼす

と共に，その相互作用によって再生産されることである．つまり，援助国およ

び被援助国を含むステークホルダーが開発課題の達成というある目的を最大

化するために，被援助国の国民や地域住民等多様な関係者を満足させると同時

に，援助国も開発援助事業の主な意思決定者である被援助国政府と共にその目

的を最大化するための社会システムを共に再生産していくプロセスが相互ア

カウンタビリティであると捉えることができる． 

開発援助事業では，委託者および受託者の関係が複雑化しており，受託者と

委託者，そして委託された行為を判断する明確な基準とアカウンタビリティの

統制が極めて複雑である．そのため，相互アカウンタビリティが，それらの統

制を簡素化するために必要な条件であるとすれば，援助国と被援助国の強い相

互社会作用が開発援助の主要な社会システムとしても説明できる．   
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3．5 おわりに 

相互アカウンタビリティを確立するためには，Eyben が提唱する 1)共有の価

値（Value）および規範(Norm)の交渉，2)相互的な影響の関係および信頼の形

成，3)戦略と目標の精錬，4) 評価と相互説明責任(Mutual accounts)の発現， 

5)共同学習の強化が必要な要因であるとしている．つまり，開発援助に向けた

関係者が，相互アカウンタビリティを形成するプロセスやその意識が求められ

ている． 

本章では，意思決定者が援助国の場合，アカウンタビリティを目的合理性と

することによる援助開発の非効率性の弊害についてゲーム理論を用いて明確

化し，多様な関係者の信頼に基づいた相互アカウンタビリティという社会シス

テムを形成していくプロセスが重要であることを説明してきた．たとえ，相手

国の裨益効果の発現を相互アカウンタビリティとして捉えたとしても，非協力

ゲームだけでなく，協力ゲームでも，援助の氾濫と非効率性を生み出す．アカ

ウンタビリティとは，委託-受託という関係から派生する応答性能であるが，

アカウンタビリティは，何をアカウンタブルするかという結果重視(result- 

orientated)ではなく，どのようにアカウンタビリティを確立させるかという

過程重視（Process-orientated）であり，再生産できる社会システムとして構

築することにある．アカウンタビリティとは経済的合理性の追求ではなく，援

助国および被援助国，轢いては世界の持続可能な発展という目的を最大化する

ための社会システムのインセンティブであり，相互アカウンタビリティとは，

複雑化した関係者をある目的を共有した社会システムのプロセスとして捉え

ることが必要である． 

つまり，援助国および被援助国を含むステークホルダーが開発課題の達成と

いうある目的を最大化するために，被援助国の国民や地域住民等多様な関係者
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を満足させるために，援助国と開発援助事業の主な意思決定者である被援助国

政府が，共に社会システムを再生産していくプロセスが相互アカウンタビリテ

ィであると捉えることができる． 

次に，意思決定者が援助国と被援助国である場合の連結ゲームの均衡解は，

タイド案件で現地に見合った技術と戦略が望ましいことは明らかである．しか

し，今般の国際援助の潮流ではアンタイド化が促進され，今後国際的な制度と

して確立した場合，日本政府は，日本特有の「最新技術」という戦略しか残っ

ていない状況に陥る．しかし，援助国が「最新技術」という戦略に固執した場

合，被援助国がそれを拒めば，互いに利得を得ることができない結果に陥る．

一度でも被援助国が「最新技術」に難色を示し，「現地技術」を提案してきた

場合は，援助国はゲームを変える，つまり，戦略を追加することが自らの利得

を増加させる唯一の手段となる．本章では，それを「中間技術」として表現し

ているが，これは現地文脈に即したアダプティブな技術開発であると理解でき

る．また，技術協力プロジェクトの PDCA のサイクルの中では，相手国が異な

る技術を提示すれば，それに応じて戦略を変更・追加することがアダプティブ

マネジメントであると言えるだろう．加えて，現実には，交渉の妥結に時間が

かかるほどプロジェクトの完成が遅延することや人的資源が交渉のために浪

費される，つまり，利得が減少すると考えると，できるだけ早く相手国が納得

するような技術を準備すること，新しい戦略の提案を相手国に納得させなけれ

ばならない．つまり，援助国にとっては，ゲーム開始前に相手国の環境に応じ

た提案技術を準備していることが最大の利得を得ることになるだろう．また，

互いが提案する中間技術の主観的利得が高くなるようように要因を調整する

ことが，創発的な中間技術となるはずである．これは，アカウンタビリティ論

から日本政府が自国で最新技術を開発し，海外に輸出しようと躍起になってい

る行為を再考慮する必要性があることを含意している． 
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第 4 章 ポスト・オンステージ理論：ベトナムの事例 

4．1 はじめに 

開発援助事業では，委託者および受託者の関係が複雑化しており，受託者と

委託者，そして委託された行為を判断する明確な基準とアカウンタビリティの

統制が極めて複雑である．そのため，相互アカウンタビリティが，それらの統

制を簡素化するために必要な条件であるとすれば，援助国と被援助国の強い相

互社会作用が開発援助の主要な社会システムとしても説明できる． 

越水ら 1)は，アカウンタビリティの構造と概念の分析に基づき，アカウンタ

ビリティの概念の構造が Giddens2)の社会システムの構造理論である 1)意味の

構 造 (structure of signification) ， 2) 正 統 化 の 構 造 （ structure of 

legitimation），3)支配の構造(structure of domination)という３つの構造

の複合体であるとし，その中でも不特定多数のステークホルダーが関与する場

合は，正統性の確保がアカウンタビリティを確保するための重要課題であるこ

とを明らかにした．この理論に基づき，本章では，相互アカウンタビリティを

ひとつの社会システムと捉え，同様にその構造と機能について分析を行う． 

日本は1980年代，車や電化製品にはじまる製造業で，先端技術を世界に拡散

してきた．小川 3)は，日本企業の海外における技術開発や技術移転が可能にな

った背景として，当時の開発技術のスピードが遅く，日本企業が得意とする擦

り合わせ型の技術が長期に保たれていたからであるとしている．しかし，その

後，日本企業は，中国・韓国の価格競争力には及ばず，海外市場での撤退・縮

小を余儀なくされている．20世紀のグローバル市場で，世界標準がモジュール

化に進み始めた一方，日本の製品開発は，高度化からガラパゴス化に移行し，

海外における現地ニーズに合わない技術開発・技術移転を生み出してきたこと
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も国際競争で遅れをとってきた大きな要因である． 

現在では，先進国でモジュール化された製品を途上国で大量製造するという

「先進国」と「途上国」という2つの分業されたレジームから，先進国の技術

者が途上国に流れ出し，技術開発が垂直的な流れからフラット化と変化し，中

所得国の技術力が高所得国と競争するようなレジームへと発展する移行時期

にある 4)．また，同時にIT技術が加速化し，情報も瞬時に共有することができる

グローバル市場では，連続的イノベーションという製品技術と共に，技術開発

および技術移転のプロセスの考察は重要な課題であろう． 

そのため，本章では，日本型思考が製品開発・技術移転に与える影響を

Hall5)6)7)  が提唱した高コンテクスト・低コンテクストおよび Langacker 

8)9)10)11)12)13)の認知言語学の観点から，ポスト・オンステージ論を展開してい

く．それは，高コンテクストである日本製品がプラットフォームの「場」でモ

ジュール化（脱構築）され，相手方の高コンテクストにローカライズ化(再構

築)することによって，製品が受け入れられ，ガラパゴスと呼ばれる技術が，

現地に内生化する可能性を示唆している． 

このプロセスは，Lysgaard14)が称する異文化へのUカーブ適用過程の曲線や

Adler15)の異文化の適応における五段階説である1)接触(Contact)→2)自己崩

壊(Disintegration)→3)自己再結合(Reintegration)→4)自律(Autonomy)→5)

独立(Independence)を経て，相違や類似点を正当化し，価値を見出すプロセス

と類似している．本章では，Hallが提唱した高コンテクスト・低コンテクスト

という一般概念に基づいて，技術の高・低コンテクストを再定義し，Langacker

の認知言語学に基づいた日本型思考の技術開発・移転の概念について論議する．

また，日本型思考における高コンテクスト技術の開発・移転の再・脱構築につ

いて議論を展開し，技術の再・脱構築ための，異文化の高コンテクスト社会に

おけるプラットフォームの必要性とそのプラットフォームのガバナンスにつ
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いて言及する．最後に上記概念をベトナムでの実践的事例に基づき，考察を行

う． 
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4．2 技術の高コンテクスト・低コンテクスト 

途上国の中所得者層の規模は 2030 年までに対 2005 年比で 200 パーセント増の

12 億人規模に達する．これは，途上国の中所得者層の人口が，アメリカ，ヨーロ

ッパ，そして日本を合わせた先進国の総人口よりも大きくなり，21 世紀の半ばま

でに，自動車，家電製品などの耐久消費財を購入する人々は，現在の途上国の中

所得者層になると予測されている 16)．これらの新しい市場となる中国，アラブ諸

国は高コンテクスト文化である（一般的に西洋諸国は低コンテクスト文化であ

ると分類されている）． 

Hall は，文化についての理論・沿総体をコミュニケーションのひとつの形

式とし，技術と言語の発展は相互に関連した一対であり，文化の創造性の必要

条件であると定義付けた．そして，コンテクスト度の高いコミュニケーション

は情報のほとんどが身体的コンテクストの中にあるか，個人的に内在しており，

コード化された伝達される部分に情報が少なく，低コンテクストのコミュニケ

ーションは明白にコード化されているとし，コミュニケーションが文化に深く

関連しているとしている．同様に，言語学者のサピア＝ウォーフの仮説 17)によ

れば，言語構造の違いは，人々の日常的な思考のプロセスに反映されており，

言語構造から思考を分析する意義は高いと考えられる． 

一概に，高コンテクスト文化といっても，それぞれコンテクストの共有プロ

セスは異なる．語学では言語類型として，孤立語・屈折語・膠着語という区分

があるが 18)，高コンテクスト言語の孤立語の代表である中国語には，語尾変

化は存在しない．コミュニケーションのプロセスを通して，対話間のコンテク

ストが共有されていく．一方，日本語は膠着語であり，名詞や動詞に助詞が付

加されて，文章が成立する．そして，日本語は基本的に主語を持なくても，コ

ンテクストを共有することができる．コミュニケーションにおいて，中国語で
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は主体間関係を読み取る必要があるが，日本語では会話の主体を読み取る必要

があり，日本人と中国人がコンテクストを理解することが長けているとしても，

コンテクストの読み取り方は異なる．つまり，高コンテクスト文化である異文

化同士であっても，そのコンテクストの違いを互いに理解していなければ，相

互コュニケーションは確立しない． 

一方，低コンテクスト文化のコミュニケーションでは，言葉に表現された内

容のみが情報としての意味を持ち，言葉にしていない内容は伝わらないとされ

る．代表的な言語としてはドイツ語が挙げられ，言語学では屈折語として分類

される．インド＝アーリア語族に見られる特徴であり，語そのものが変化して

時制や態・格を示し，文法によって明確に示される．そこには隠れたコンテク

ストは存在しない．そのため，相互コミュニケーションが確立しやすいと考え

られる． 

これら言語構造的見解を技術製品開発にあてはめると，高コンテクストと低

コンテクストの 2 種類の製品アーキテクチャが存在すると考えられる．製品ア

ーキテクチャとは，システムとしての製品をどのようにサブシステムへ分解し

て，如何にそれらのサブシステム間の関係（インターフェイス）を定義づける

かに関する設計思想である．まず，モジュラー型アーキテクチャとは，各部品

である各モジュールが自己完結的な機能を持っており，部品を組み立てて製品

とする方法である．例として，デルコンピュータやアップルが設計し，中国が

大量生産能力でその設計の製品化をモジュール化し，世界市場に拡大した．小

林は，それを世界が１つの標準(one-size-fits-all)モデルを巡って競争するよう

な市場レジームと定義づける．つまり，１つの標準(one-size-fits-all)モデルは

文化に反映されず明確にコード化されていると仮定し，低コンテクスト技術であ

るということになる．これに対して，インテグラル型アーキテクチャは，数多

くの部品の間で，設計パラメーターをきめ細かく相互調整した結果としての微

妙なバランスにより，トータルシステムとして製品を実現する考え方であり，
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状況においてパラメーターが異なり，その相互関係がブラックボックスである

19)．つまり，トータルボックスの中の関係を理解しなければ，製品として成り

立たなく，このインテグラル型アーキテクチャを高コンテクスト技術と定義す

ることができる． 
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4．3 オンステージ型（日本型思考）の技術開発 

4．2 では，高コンテクスト技術と低コンテクスト技術について定義し，1980 年

代に世界を掌握したインテグラル型アーキテクチャである日本が誇る高コン

テクスト技術は，結果として日本企業の国際競争力の低下を導いてきたが，新

しい高コンテクスト社会である市場の中で，高コンテクスト技術が再度国際競

争力に立ち向かえる可能性を示唆しているといえる．しかし，高コンテクスト

である開発者が，高コンテクスの消費者側が受け入れる技術のプロセスを理解

していなければ，その製品は受け入れられない．ここでは，認知言語学および

認知科学の観点から，日本型思考における技術開発・技術移転の問題点を指摘し，

分析する． 

 Langacker は，認知言語学の観点から，日本人の言語は主観的な見解を持

つオンステージ型であると述べている．オンステージとは，概念化者が事態内

部に入り込んで主体的に把握する様式であり，概念化者=話し手(Speaker)が文

書の主体（entity）と共に文書主体の場（stage）に立って文章が構成される．

他の要因(the factor)もその主体の場であるステージに乗せられる．反して，

英語などの西洋言語では，概念化者=話し手(Speaker)は客観的に文章の主体

(entity)かつ他の要因（the factor）を表現し，概念化者が当該事態の外から

客観的に把握する様式であり，オフステージ型と呼ばれる．例としてあげると，

日本人があるパーティに行き，友人が現れなかった．日本人である話し手は，

「私はパーティに行ったが，あなたは来なかった．」と話す．しかし，西洋人

は，「私はパーティにいたが，あなたはどこにいた．」と Be 動詞で表現する

20)．下記のように図で表すと，日本人は，ステージ上に，会話の主体や要因を

会話のステージに乗せる(図 4-1)． 
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図 4-1 認知言語学におけるオンステージ・オフステージ(澤 2009) 

同様に認知科学における Nisbett21）らの研究では，東洋人は，内集団に属

する（親しい友人や家族等の所属集団）における自己を認識する場合，内集団

に埋め込まれている(図 4-2)．図内には，内集団と外集団（多くの場合，単な

る知り合い程度）との間の距離感も表されている．東洋人の自己は，内集団に

埋め込まれており，外集団と離れていると感じている．そして，自己を内集団

の人々と非常に似ていると考える傾向にあり，内集団への信頼度が高い．一方，

西洋人は，自己と内集団とを比較的切り離して考えており，東洋人ほど内集団

と外集団との区別がなく，同時に東洋人は他の環境や要因との関係性を重視し，

包括的な思考をする一方，西洋人は分析的な思考をし，目立つ対象(Salient 

object)を見る場合に，対象そのものの属性に焦点を当て，カテゴリーに分類

することによって分析的に対象を理解する傾向にあると述べている． 
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図 4-2 認知科学における自己，内集団，外集団の関係(Nisbett 2003) 

ここで，これらの概念をもとに，製品開発の技術思考を認知科学の観点から

考察する．一般的な国際ディファクト標準をオフステージとして表現できる．

低コンテクストとカテゴライズされる西洋人は対象オブジェクトを客観的に

解 析 す る こ と を 得 意 と し ， 技 術 開 発 で は 自 国 で 開 発 し た コ ア の 技 術

（Prefix-product）が開発されるとする．コア技術は，国内市場における要因

（X）であろうと，海外市場における要因（Y）であろうと，変更されない．そ

のコアの技術は，他の国のコンテクストに対応して変更することなく，同じ技

術がコピーされていくと考えることができる．コア技術は低コンテクストであ

るがために，外部要因に対しても順応性が高く，その環境が変わっても，突発

的な外部要因に対応できるように設計されているともいえるが，外部要因に全

く対応できない危険性も孕んでいる(図 4-3)． 

一方，日本のある高コンテクストの製品技術（Original product）は，ステ

ージの上に存在する．日本人は自分のステージ内から要因（X）との関係性を

俯瞰的に分析することに長けている．国内市場では，外部の問題点や要素との

関係性を駆使し，自分のステージ上に取り込み，高コンテクストは製品を開発
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する．海外市場においても，同様に要因（Y）をステージ上に取り込み，それ

らの関係性に重点をおき，新しい新技術の開発を行う．例えば，技術の海外展

開にあたり，企業は海外市場調査を実施する．技術者は外部要因（Y）と日本

の技術との関係性を包括的に吟味し，オリジナルの高コンテクストな技術

（Original product in Japan）に価値を付加し，高コンテクストな新技術（New 

product for overseas）を開発する．認知科学的な観点から言えば，日本人は，

高コンテクストな技術をコア(Pre-fix product)として客観的に分解せず，主

観的に要素を包括的に取り入れ，技術開発を進めていく傾向にある．そのため，

開発した新技術は高コンテクストのままとなり，要因の分析を間違えば，海外

における突発的な外部要因に対応できない等の順応性が低い製品を生み出す．

言い換えれば，日本人はステージの外から分析的に対象物だけを解析し，カテ

ゴリー化することは不得意であり，オンステージ型の技術開発および技術移転

をする傾向にあるといえる(図 4-3)． 

 

図 4-3 技術開発におけるオン・オフステージ理論  

政府開発援助における実例を挙げれば，我が国が支援した設備や機材の維持

管理のサステイナビリティーがよく問題視されている．日本で開発された技術

を相手国へそのまま導入することにより，スペアパーツが特殊且つ高価なため，

追加導入ができない，維持管理費が捻出できないといった問題が発生する．ま
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た，日本の技術を活用した結果，技術が高度すぎて，現地技術者が維持管理で

きないといったソフト面でも多くの問題が指摘されてきている．これは，援助

国側の要請に基づいた支援といいながらも，相手国政府のニーズを客観的に分

析し，日本の高コンテクスト技術をモジュール化，低コンテクスト化すること

ができなかった代表的な事例である．政府開発援助に留まらず，これら日本人

のオンステージ型潜在意識により，電化製品等の高コンテクスト製品がガラパ

ゴス化し，海外展開における国際競争の負の要因となっている．つまり，日本

人の特殊なオンステージ的技術開発・技術移転を理解することなく，官民連携

による新技術開発による海外展開，ハードに特化した質の高いインフラ輸出と

いった政府方針は，同様の失敗を犯す危険性を示唆している．  
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4．4 技術の脱・再構築プロセス：リンガ・フランカ 

言語学用語では，リンガ・フランカは広く外交や商取引で使われる通商語あ

るいは共通語という意味で用いられる．多民族国家であるシンガポールでは，

英語がリングア・フランカとなり，シンガポール独自のシングリッシュ(Singlish)

が確立している．インドにおいても同様に，ヒンズー語および英語を共通語とす

ることで，低コンテクスト化が進んでいる 22)．グローバル化が進む中，英語の ELF

（English as Lingua Franca）としての役割が高くなり，英語という低コンテク

ストにより緻密な表現を活用することで，高コンテクスト文化を持った異文化

同士が理解できることが可能になるといわれている．しかし，英語を活用する

ことによって，異文化間同士の理解，コミュニケーションが完全に可能になる

という安易な思い込みは危険である．相手国の文化・風習・言語を踏まえた知

識がない場合，低コンテクストから相手側の高コンテクスト移行へのプロセスを

発言者が理解をしていない，または受信者が発言者の意図を理解できない危険性

を孕むのである． 

これを技術のリンガ・フランカに言い換えるならば，相手国の高コンテクスト

文化のプロセスを理解し，基本の高コンテクスト技術を低コンテクストに脱構

築，相手国の状況に見合った高コンテクスト技術に再構築するプロセスを踏ん

でいかなければならない．互いの高コンテクストの背景をすべて理解すること

は難しいが，前提条件として，異なるプロセスが存在することを双方が意識し

ている条件は必要不可欠である．小林は，日本の高コンテクスト技術が１つのデ

ィファクト標準(one－size－fits－all)モデルであるモジュール化に対抗できる

手段として，高コンテクスト技術の開発および技術移転を基本にしたしなやか

標準モデル(one－finds－own－size standard)を提案している．これは，高コン

テクスト製品を低コンテクスト化(脱構築)し，ローカルのコンテクストに適した

技術を再度高コンテクスト化(再構築)する基本モデルである．このため，日本国
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内における高コンテクスト技術開発は継続的に求められる．つまり，高コンテク

スト技術を低コンテクスト技術に移行する戦略，つまり，モジュール化による

標準化競争，製品技術のコモディティー化への移行は，返って日本企業の国際

競争力を遅らせる．そのため，低コンテクスト化ではなく，高コンテクスト化

を維持した国内技術投資とコンテクストの海外ローカル化を同時に達成せざ

る方法が求められる．そして，高コンテクスト技術をアジア各国，中東諸国の

ような高コンテクスト文化を持つ国において現地文脈にあわせて開発技術を

モジュール化するために，技術をコア技術に脱構築し，それを現地のコンテク

ストに合わせて再構築し，新たなガラパゴス市場を創り上げていくのである． 

しかしながら，技術のリンガ・フランカは，単なる脱-再構築という単純なプロ

セスでなく，第 2 章で論じているように，技術開発者が相手の高コンテクストの

文化の中で，落胆やショック期を経験し，自らの価値システム(Value system)

の変遷を通して，現地の地域性を内面化していくプロセスが求められる．これ

は，技術のコアの価値がリンガ・フランカを通して，安定化にとどまらず内面

化することにより暗黙知化(メタファー化)していくプロセスでもある．そのた

めには，協働，協同といった相互の情報が共有できるプラットフォームが必要

となる．続いて小林は，プラットフォームが可能になるには，高コンテクスト

技術且つ互いの脱－再構築のプロセスを理解し，共創できる戦略的な専門家の

アライアンス集団が必要であるとしている．そして，それを可能にするのは，

日本人が得意とする包括的な関係論的分析とオンステージ手法であり，相手国

に受け入れられるためのローカルコンテクストを製品に反映させ，モジュールを

基本としながらも，現地のローカルコンテクストと適合する技術のインテグラル

化である．Nisbett が論じるように，アジア人，特に日本人は内集団との信頼

が高く，異なる価値の外集団との距離が長い．つまり，日本型技術移転や技術

開発は，多様性(diversity)をまず受け入れ，それを分解しながらも，俯瞰的

に新しい製品を創造することが求められる．これが，小林がポスト・オンステ

ージ理論である(図 4-4)．  
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図 4-4 ポスト・オンステージ理論の概念図 
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4．5 プラットフォームのガバナンス 

4．3 で論じたように，日本型技術開発・移転はあるステージを構築し，そ

のステージ上に，内的・外的要因を取り込み俯瞰的に分析することに長けてい

るオンステージ型の思考が存在する．本章では，それをプラットフォームと同

様であると仮定し，議論を展開していく． 

ここで議論するプラットフォームとは，多様な主体が協働する際に，協働を

促進するコミュニケーションの基盤となる道具や仕組みとして，プラットフォ

ームを創発の媒体としての側面から捉えるものであるとして定義する．そして，

プラットフォームには二つの原動力が存在する．ひとつは，ネットワーク外部

性であり，プラットフォームを基点にここの主体の持つ力が単純な和を越えて，

相乗効果で二次関数的に大きな力となる現象である．もうひとつは，創発の力

であり，多くのプレイヤーが活動を通して，新しい価値を創造する「階層的」

価値の創造の象徴としている． 

一般的なプラットフォーム論とは，自立・分散・協調型の社会システムの変

換であり，階層的に協働の統合を行うモデルに対して，プロセスやインターフ

ェイスを共有することで，現場のイニシアティブで進む取り組みが自己組織的

に結合していくモデルへの変換である 23)24)．そして，そのプロセスやインタ

ーフェイスにはルールが存在し，その制約によって不確実性を低減することに

より，取引費用が削減される 25)26)．國領は，プラットフォーム上における主

体間の相互作用を適度に制約するものとして，語彙（概念の共有），文脈（伝

達のプロトコル），文法(共通体験による経験の解釈)，規範（行動のルール）

の言語空間を指摘し，プラットフォームの設計においては 1)コミュニケーシ

ョン・パターンの設計，2)役割の設計，3)インセンティブの設計，4)信頼形成

メカニズムの設計，5)参加者の内部変化のマネジメント設計を考慮しなければ
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ならないとしている．つまり，認知言語学的影響を考慮せずにプラットフォー

ムの設計をすることは，異なる言語空間に位置し，設計のコミュニケーション

の設計が不可能になる．  

同様に小林は，ベトナムにおける共同研究の経験から，先進国の専門家と途

上国の専門家のアライアンス集団に着目し， これをプラットフォームと呼び，

1)現地参加者がコア技術，コアサービスに容易にアクセスできること，2)現地

参加者間に，コア技術・コアサービスを用いて展開しようとするビジネスモデ

ルの価値に関して共通認識が形成されていること，3)参加者が製品やシステム

を容易に利用できるような支援機能が存在すること，4)ビジネスモデルの導入

をめぐって生じるコンフリクトを解決できる機能が存在すること，5)ビジネス

のコアとなるサービス価値がブランドとして育成されること，6)可能な限り現

地でカスタマイズされる技術モデルのモジュール化を達成し，現地の市場ニー

ズやセグメントに応じてモジュール機能に品質格差を設けることを提言して

いる．そして，プラットフォーム上では，コミュニケーションを行う概念の共

有が求められ，それを小林 27）は「メタモデル」と定義し，異文化の高コンテ

クスト文化を背景にした関係者が価値共創をめざして協働するためには，メン

バー間で同じ潜在意識を共有するとともに，互いに異文化コミュニケーション

のガバナンスが必要となるとしている．  

ガバナンスとは，「人間の社会的集団の統治に関わるシステムを構成する諸

社会的行為者の相互関係の構造と行為者間の相互作用のプロセス」を意味し

28），相互間でガバナンスが働くことにより，ある種の意思決定が円滑にもた

らされる．本章では，専門家アライアンス集団のプラットフォームにおける社

会構造を Giddens に従って，1) 意味の構造（structure of signification），

2) 正統化の構造（structure of legitimation），3) 支配の構造（structure 

of domination）の三つの側面から検討する．  
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意味の構造とは，様々なステークホルダーが新しい開発技術に対して有する

認識体系の総体を表している．プラットフォーム上で決定した技術のメタモデ

ルは，現地におけるコンテクストを埋め込まれることにより，新しい価値を生

みだす．その際，メタモデルは新しい開発技術を作り出そうとする関係主体間

のコミュニケーションを維持するための解釈のスキームとして機能すると共

に，関係主体間のコミュニケーションを通じて再生産される．メタモデルの意

味の構造とは，プラットフォームにおける関係主体が有する認識体系だけを意

味するだけでなく，開発技術に対する現地の市場や社会を構成する数多くのス

テークホルダーが有する認識体系全体を意味しなければならない．プラットフ

ォーム上で決定したメタモデルは，受け手である潜在的顧客に対して，送り手

が伝達しようとするビジネスの意図である．しかし，それは受け手の認識に関

する送り手側の予想にすぎない．このため，認識体系が異なる受け手が，送り

手側の意図とは異なる解釈をする可能性がある．これが，技術のリンガ・フラ

ンカのプロセスで留意する点である．特に，技術に関して専門的知識が必要と

される場合，プラットフォームのメンバーが考える価値と専門的知識に精通し

ていない顧客との間に認識のギャップが発生することも起こる．そのため，プ

ラットフォームのガバナンスを確保するためには，可能な限りプラットフォー

ムのメンバーの間で認識の共有化を図るとともに，開発技術に対する潜在的な

顧客の認識に関する情報を収集する努力が必要となる． 

これは，プラットフォームが提供する開発技術が，現地の文化的・社会的コ

ンテクストの中で受容され，発展していくための規範的秩序を意味している．

製品やサービスの生産・流通・販売を委託する主体と，委託者に代わって業務

を実行する受託者の間に多様な委託-受託者関係が介在する．これらの委託-

受託者関係は，通常の契約関係だけでなく，多様な社会的関係を反映しており，

委託-受託者関係の当事者の間には錯綜した権利と義務の関係が存在している．

受託者が委託者の要求する業務を実施するためには，両主体の間でどのような

行為が妥当なものとして承認，要求されているかに関する共通の認識が前提と
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なる．正統性の構造は，企業が現地社会において展開しようとする開発技術の

妥当性を判断するための条件になると同時に，それらが現地社会において受容

され，再生産するインセンティブとなる． Suchman29)は，「正統性」とは，「規

範・価値・信念・定義などの何らかの社会的に作り上げられた制度の中で，望

ましく，公正であり，または妥当であるような存在の行動であるという一般化

された認識ないし前提」と定義している．つまり，プラットフォームの活動に

正統性が付与されることにより，現地社会における理解や信頼，そして支援な

どを受けることが可能となる． 

Suchman は，正統性を実用的正統性・道徳的正統性・認識的正統性という三

つのカテゴリーに分類した．第１の実用的正統性は，新しい開発技術が，現地

社会の人々の利益の増進につながるかどうかに基づく正統性である．現地社会

の人々の利益の中には，直接的に利益を得る主体者だけでなく，関与するすべ

てのステークホルダーの利益も含まれる．第２の道徳的正統性は，開発技術が

「道徳的に正しい委託-受託者関係により提供されているかどうか」という評

価に基づくものである．道徳的正統性における評価は，1)技術開発そのものの

行為の結果に対する評価，2)技術開発に関与するステークホルダー間の委託-

受託者関係に対する評価，3)プラットフォームやそれに参画するステークホル

ダーの信頼性に対する評価に依存する．開発技術に対する評価には，調達され

る資源や労働力，裨益者が享受するサービスの内容だけでなく，技術により不

利益を被る主体や環境に対して十分な配慮がなされ，可能な限り負の影響が及

ぶ範囲を縮減し，その影響を緩和するための対策が十分かどうかに関する評価

も含まれる．委託-受託者関係に対する評価とは，技術を開発するプラットフ

ォームとステークホルダーが委託-受託者関係を締結するに至った一連の過程

が，公正なルールに基づいて実施され，その過程の透明性が保証されていなけ

ればならない．信頼性に対する評価とは，行為の主体が受託者として適切な能

力や誘因・報酬等のインセンティブ構造を有しているかという問題である．そ

して，第 3 の認識的正統性は，開発技術の社会的必要性が認識されることに基
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づく正統性である．このような正統性の基準として，理解可能性と当然性が存

在する．理解可能性は，開発技術の内容とそれがもたらす結果が現地社会の

人々に理解できるかどうかを意味する．一方，当然性は開発技術が提供するサ

ービスの価値が，その社会的において当然のこととして受け入れられることを

意味しており，この認識的正統性は相手国のコンテクストを理解したプラット

フォームの存在なしでは達成できない． 

支配の構造は，開発技術に関わるプラットフォームと地域社会との間の信頼

の構造を表している．プラットフォームと地域社会との信頼関係を議論する場

合，地域社会を構成する人々は技術の内容やその成果に基づいて，その良し悪

しを判断する十分な手段を与えられていないことに留意すべきである．このよ

うな状況において，両者の間の信頼関係を構築するためには，技術の価値を提

供するプラットフォームによる信頼性向上の努力が不可欠となる． 

山岸 30)は，信頼の概念に対する定義を整理した．それによれば，広義には

「自分が抱いている諸々の（他者あるいは社会への）期待をあてにできること」

と解釈できる．このような信頼概念は，基本的に信頼する側と信頼される側の

２者間の関係として把握でき，前者を信頼者，後者を被信頼者と呼ぶ．両者の

信頼関係は信頼と信頼性という２つの特性に基づいて形成される．信頼性

（trustworthiness）とは，相手が信頼に足る行動をとるか否かを表す被信頼

者の特性である．一方，信頼（trust）は相手の信頼性に対する評価を表して

おり，信頼者の特性である．信頼者と被信頼者との間の信頼形成は，単に被信

頼者が信頼性を有しているだけでは実現しない．信頼者が信頼性を理解できな

ければ，両者の間で信頼関係を形成することは難しい．被信頼者が信頼者の自

分に対する信頼を理解した上で，信頼に足る行動を選択するとともに，信頼者

が被信頼者の信頼性を理解することによって，被信頼者を信頼するという両者

の期待と行動との間で整合性が満たされる状況の下で信頼者-被信頼者間の信

頼関係が形成される 31)．最近の信頼に関する研究成果によれば，戦略的信頼
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（strategic trust）と道徳的信頼（moral trust）を区別することが有用であ

ることが指摘されている 32)．すなわち，前者は被信頼者の信頼性に関する予

測に基づいて形成される信頼を表しており，後者はそのような予測が不完全な

状況の下でさえも，相手を信頼するべきであるという信頼者の道徳的ルールを

表している．信頼者が被信頼者のことを正確に知らないような状況の下では，

相手を信頼するために道徳的信頼が不可欠となる．個人の自由意思を尊重し，

かつ社会全体において広範囲に信頼成立するためには戦略的信頼を構成する

個人の合理性の条件を緩めるとともに，道徳的信頼を高めるようなメカニズム

が必要である．これは，日本型の長期的に行ってきた人を介した草の根的協力

が，道徳的信頼を通したガバナンスの強化に繋がると言えるだろう． 
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4．6 事例：ベトナムにおける「京都モデル」 

実践的研究は個別性・シンボル性・能動性という特性を有しており，4．5

で述べた抽象的な概念について，実践研究からのアプローチを行う．高コンテ

クストは実践によって構築されているため，コンテクストを共有して実践する

だけではなく，コンテクストを構築する実践プロセスを理解しなければならな

いといえる．本章では，小林らがベトナムで実施した日本型舗装モデル「京都

モデル」の事例をもとに概念を考察する．  

世界銀行をはじめとする国際金融機関が，開発途上国における道路・鉄道・

港湾・空港などのインフラ・プロジェクト融資にあたり，融資条件として，被

融資国がインフラ資産のアセットマネジメントを実施することを義務づけ，そ

れを支援する標準的ソフトウェアの利用を推奨している．例えば，舗装マネジ

メントでは世界銀行をはじめとして多くの国際機関が HDM-4 33）というソフト

ウェアの利用を推奨しており，HDM-4 は舗装マネジメントソフトウェアのディ

ファクト標準として国際市場を席巻している．これら国際標準ソフトウェアの

多くはブラックボックス型システムであり，入出力様式が規定された仕様規定

型国際標準ソフトウェア（各国の多様なニーズにも関わらず単一のソフトウェ

アで対応せざるを得ない単一化標準）となっている．つまり，Pre-fix モデル

によるオフステージ型技術展開である．ベトナムでは HDM-4 活用による予算計

画が策定されたが，HDM-4 が完全に機能するためには 150 項目以上にもわたる

入力データが必要となり，現場での定着度が低く，ベトナム政府側は，根本的

な問題を理解していた． 

これに対し，小林らは簡便な舗装マネジメントシステムを開発し，わずかな

入力データで舗装劣化予測，ライフサイクル費用評価が可能であることを示し，

ベトナム政府に受け入れられた．その背景として，ベトナム交通通信大学にお
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いて，小林らが 10 年以上日本型アセットマネジメント技術の普及を目的とし

た集中講義をベトナム政府・関係機関に所属する実務者や大学の研究者を対象

として毎年実施し，現地にベトナムの実情に即した舗装マネジメントシステム

の共同開発を目的としたプラットフォームが存在していたことが挙げられる． 

小林らのプラットフォームにおけるシステム開発戦略として，1)従来システ

ムとのデータ上のコンパチビリティの確保，2)ソフトウェアのオープン化，3)

ベトナムの行政組織の実情に応じた制度補完的なカスタマイズ化，4)徹底した

現場主義という４つの開発理念が設けられた．この４つの条件は，舗装マネジ

メントシステムを開発するための基本理念であり，プラットフォームに参画す

る研究者や実務者はこの基本理念を共有することが常に求めらる．このような

基本理念が，舗装マネジメントシステムを活用したビジネスモデルを具体的に

展開するための方向性を与えるものであり，プラットフォーム上のメタモデル

と位置づけることできる．メタモデルに従い，日本国内で開発した舗装マネジ

メントシステムを構成する要素技術やモジュールを取捨選択し，現地事情に合

わせてカスタマイズ化されたベトナム版舗装マネジメントシステムを再構築

しており，これが日本型舗装マネジメントシステムの脱構築-再構築のプロセ

スであるといえる． 

これらの背景より，新たに日本型高コンテクスト標準をベースとしながら，

先行的に導入されている国際的ディファクト標準である HDM-4 に対抗して，

現地社会のニーズやコンテクストに基づいたベトナム型舗装マネジメントシ

ステムの再構築が可能となった．これはプラットフォームの長期的ガバナンス

が作用した結果であると考えられる．インフラサービスのグローバル化は，シ

ステム競争の過程である．本ベトナムの事例は，日本型高コンテクストの下で

発展してきたシステムを現地のコンテクストに基づいて新たな価値を共創し

ていくというビジネスモデルの１つのプロトタイプなると考えられる．  
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現在，日本政府は，国際戦略の活用の一環として，高等教育の国際競争力の

向上を目的に，海外の卓越した大学との連携や大学改革により徹底した国際化

を進める世界レベルの教育研究を行う大学や国際化を牽引するグローバル大

学に対し重点支援を行う「スーパーグローバル大学創成支援」を平成 26 年よ

り文部科学省を通して実施している 34)．また，内閣府では，内閣府総合科学

技術・イノベーション会議によって創設された SIP（戦略的イノベーション創

造プログラム）という国家プロジェクトを同時に開始し，産学官連携を図り，

基礎研究から実用化・事業化を踏まえた研究開発を推進することを開始し，府

省の枠を超えたイノベーションを創造し，将来的に有望な市場の創設，市場の

海外展開も視野に入れている 35)． 

小林らを中心とした SIP 研究チームは，インフラ維持管理・更新・マネジメ

ント技術課題における「道路管理データベース・汎用橋梁マネジメントシステ

ムの開発と地方自治体における実践」を研究課題とし，海外に向けて研究開発

技術の展開を目指している．これは，橋梁のそれぞれの部材におけるミクロな

異質性を表現するために「混合マルコフ劣化ハザードモデル」を基幹技術とし，

目視による橋梁の定期点検データを活用するとともに，ライフサイクルコスト

の評価・最適化手法として，割引現在価値最小化モデルに加えて，平均費用最

小化モデルを選択，日常業務を対象とした予算執行・状態管理マネジメントサ

イクルと，日常業務を俯瞰的な視点にて定期的にモニタリングし，政策評価に

よって日常業務への改善事項を指摘するための戦略的マネジメントサイクル

を目指している．本研究においても，日本における新規開発技術の輸出ではな

く，ベトナムにおける既存の橋梁マネジメントシステムの共同改良が基本であ

り，現場に即したアダプティブなマネジメントを目指している．アダプティブ

なアセットマネジメントに関しては，第 6 章でさらに考察する．  
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4．7 おわりに 

本章では，高コンテクスト・低コンテクスト社会という一般概念を基本に，

高コンテクスト技術を海外で開発および技術移転するためのプロセスについ

て論じた．高コンテクスト技術の海外展開は，継続的に高コンテクスト化を目

指した国内技術投資とともに，現地に適したローカル化が求められる．ローカ

ル化とは，現地のコンテクストにあわせて高度技術を脱構築し，新たに高コン

テクスト技術に再構築していく技術のリンガ・フランカである．この脱-再構

築を成立させるためには，相手国におけるプラットフォームの構築が前提条件

となる．現地国でプラットフォームを構築する所以としては，相手国の市場に

おけるコンテクストを理解している専門家により，現地における裨益者および

ステークホルダーに対する正統性が確保されるからである．そして，開発者で

ある先進国の専門家と途上国のコンテクストを理解できる両専門家が存在す

るプラットフォーム内では，認識の共有化，正統性，長期的な信頼関係を持っ

たガバナンスが求められる．そのガバナンスにより，共通認識が内生化し，メ

タ価値として存在できる． 

途上国の中所得者層の規模は 2030 年までに対 2005 年比で 200 パーセント増の

12 億人規模に達する．これは，途上国の中所得者層の人口が，アメリカ，ヨーロ

ッパ，そして日本を合わせた先進国の総人口よりも大きくなり，21 世紀の半ばま

でに，自動車，家電製品などの耐久消費財を購入するのは，現在の途上国の中所

得者層になると予測されている．これからのグローバル市場は，アジア，中東

諸国のような高コンテクスト文化の国である．本章で論じた高コンテクスト技

術の脱-再構築のためのオンステージ型モデルは，高コンテクスト文化かつ技

術を持つ日本が，国際ディファクト標準と競うための唯一の手段であるともい

える．つまり，相手国の状況および技術を客観的に分析し，モジュール化する

ことにより，日本企業が得意とする要素技術，アセンブリ技術の発展と現場で
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の適用能力を志向した新しい経営管理技術や制度的プラットフォームを提案す

ることにより，高コンテクスト技術の海外展開が可能になる．それらは，小川

や藤本ら 36) が提案したプラットフォーム論に類似しているが，ステージを拡

大するだけのプラットフォームではなく，プロセスにおいて自己の価値の崩壊

と，価値変容が存在しなければならない．それらが，我が国特有の社会システ

ムに基づいた環境適応の連鎖の産物として創発(emerge)するグローバル戦略

となるはずである．  

このプラットフォーム理論を国際援助分野における相互アカウンタビリティ

という社会システムとして置き換え，Giddens の社会構造の関係から「意思の

構造」「正統化の構造」「支配の構造」と３つの観点から考察すると，意思決

定者である被援助国は裨益住民を含む関係者へ正確な情報を開示し，情報の非

対称性を低減するだけではなく，援助国も同様に意思決定者である被援助国へ

の正確な情報を提供するという互いの情報の非対称性を低減する努力を行う必

要がある．そして，これらの情報の正統性を高めるためには，プロジェクトに

おけるプリンシパルである援助国の国民および被援助国の裨益者の認識体系を

理解している専門家たちがすべての討議領域においてコミュニケーションとい

うプラットフォームを形成し，その認識プロセスを専門的かつ技術的に正統化

することが求められる． 

相互アカウンタビリティとは，多様な関係者間におけるゲームに存在する不

確実性を最小限に抑制するための社会システムであるといえる．支配の構造で

ある信頼によって形成されたプラットフォーム上で，互いの異なる認識を元に

情報共有を行い，その中で，異なる認識体系を理解し，新しい認識体系を形成

していく．新しい認識体系では，それぞれの情報の吸収と排除，そして内生化

を通して再生化するシステムとして自己組織化していく．  

相互アカウンタビリティという継続的な社会システムにおいて，内生的な結
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束の強化といった社会システムの閉塞性が強まれば，相互アカウンタビリティ

が硬直化し，硬直した意思決定を助長させる．そして，協議中のメタ合意の中

で付加されるべき異質なものを排除する組織を作り出す危険性を帯び，異質な

他の社会システムのネットワークから逸脱する．これが，ガラパゴス化の社会

システムである．一方，相互アカウンタビリティが，外生的な要因への開放性

に強く依存すれば，ある巨大な場の引力に吸収されて，その認識体系を失う危

険性もある．個々の認識体系を失った社会システムは，「場」同士の均衡が保

てなくなり，ある強い「場」に傾向していくことにより社会システムが崩れて

いく． 

理想的な相互アカウンタビリティとは，内生的且つ外生的要因が，常に変容

している可変的な社会システムであり，専門家が責任を担う相互アカウンタビ

リティのプラットフォームとは，状況に応じてシステムの制御を行う自己組織

的な「場」の形成と再生産と変容を含めたコアな社会システムであると考える

ことが妥当である．それを，Revin37)の場の理論で分析すると，1)位置(position)，

2)移動（Locomotion)，3）認知構造（Cognitive structure)，4）力（Force)，

5）目標（Goal)，6）葛藤（Conflict)または平衡(equilibrium)，7） 恐怖（Fear)

または期待(expectation)，希望(hope)，8）支配力（Power)，9）価値（ideology)

の各要素を表現するためのパラメーターが課題となるであろう． 

相互アカウンタビリティが顕在する理想的な国際的ネットワークとは，図

4-5 に示すように，二国間で形成された各プラットフォームがパラメーターを

柔軟に制御し，他の異質プラットフォームと均衡を保ちながら国際的なネット

ワークとして拡大していくことである．一方，各プラットフォーム間の均衡状

態が崩れた場合，ある巨大なプラットフォームの引力に他のプラットフォーム

が吸収され，国際的なネットワークは拡大されていくが，各プラットフォーム

における認識の共有化は起こらず，価値の一極化が進む．一極化したネットワ

ークでは，引力の強い大きな場の認識体系にさらに吸収され，個々の異質なプ
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ラットフォーム間のネットワーク形成は希薄になる．そうするとプラットフォ

ーム間の不均衡が進み，情報の不対称性を生じさせる．均衡の保てない場の関

係がでは相互アカウンタビリティは存在できない．このモデルは，グローバル

化や，国際機関やコモンバスケットを通じた国際開発援助のモデルを表してい

るとも言える． 

 

図 4-5 理想的な国際ネットワークと一極化しているネットワーク 

我が国の ODA 事業は，二カ国間の相互アカウンタビリティを重視したネット

ワーク形成ではあるが，内生的要因への閉塞的なモデルであり，相互アカウン

タビリティの硬直が生じている．それだけでなく，納税者である国民へのアカ

ウンタビリティという観点から裨益効果に重点を置いた成果主義といった流

れを汲みつつり，JICA のプロジェクト支援は数年という短期間に数値的な結

果が求められ，プロジェクト終了後，次期プロジェクトを立案するには極めて

厳しい審査が課される．それは，本来の相互アカウンタビリティという再生産

されるべき社会システムを自ら終結させる結果になっていることを政府や納

税者は気付かなければならない．そのため，第 6 章では，援助プロセスの問題

点および核となるプラットフォームや専門家の存在の必要性についてラオス
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の事例を踏まえて考察する． 



91 

参考文献 

1 ) 越水一雄 , 羽鳥剛史 , 小林潔司 : アカウンタビリティの構造と機

能 : 研究展望 , 土木学会論文集 D, Vol.62, No.3, pp.304-323, 2006. 

2 ) Giddens, A.: New rules of sociological method: A positive critique of 
interpretative sociologies, John Wiley & Sons, 1976. 

3  ) 小川紘一 : 我が国エレクトロニクス産業にみるプラットフォーム

の形成メカニズム , 赤門マネジメント・レビュー , Vol.7, No.6, pp. 

339-, 2008. 

4  ) 小林潔司 : 日本型クリエイティブ・サービスの理論分析とグロー

バル展開に向けた適用研究 , Serviceology: magazine of Society for 

Serviceology, Vol.2, No.2, pp.16-23, 2015. 

5  ) Hall, E. T., et al.: The silent language , Doubleday, 1959. 

6  ) Hall, E. T.: The hidden dimension , 1966. 

7  ) Hall, E. T., et al.: Understanding cultural differences , Intercultural 

press, 1989. 

8  ) Langacker, R. W.: Foundations of cognitive grammar: Theoretical 
prerequisites, Stanford university press, 1987. 

9  ) Langacker, R. W.: Cognitive grammar: the symbolic alternative , 

Studies in the Linguistic Sciences , Vol.20, No.2, pp.3-28, 1990. 

10  ) Langacker, R. W.: Cognitive grammar , Linguistic theory and 

grammatical description , pp.275-306, 1991. 

11  ) Langacker, R. W.: Language and its structure: some fundamental 

linguistic structure , Harcourt Brace Jovanovich, 1993. 

12  ) Langacker, R. W.: Grammar and conceptualization , Walter de 

Gruyter, 1999. 



92 

13  ) Langacker, R. W.: Introduction to concept, image, and symbol:  

Cognitive linguistics: basic readings , Mouton de Gruyter, pp.29-67, 

2006. 

14  ) Lysgaard, S.: Adjustment in foreign society: Norwegian Fulbright 

grantees visiting the United States , International Social Science 

Bulletin, Vo.7, 1955. 

15  ) Adler, P. S.: The transitional experience: An alternative view of 

culture shock , Journal of humanistic psychology , 1975. 

16 ) Chen, S., et al.: The developing world is poorer than we thought , but 
no less successful in the fight against poverty , World Bank, 2008. 

17 ) Hoijer, H.: The Sapir-Whorf Hypothesis, Language in culture, 
pp.92-105, 1954. 

18  ) Schleicher, A.: A compendium of the comparative grammar of the 

Indo-European, Sanskrit, Greek and Latin languages, Trübner & 

Company, 1874. 

19  ) 藤本隆宏 : 日本のもの造り哲学 ,日本経済新聞社 , 2004. 

20  ) 澤泰人 : 日英語の物語文翻訳に見られる事態認識の様式と言語表

現の差異 , 佛教大学大学院紀要文学研究科篇 ,  Vol.37, pp. 141-152, 

2009.  

21  ) Nisbett, R.E.: The Geography of Thought: How Westerners and 

Asians Think Differently and Why , Simon and Schuster, 2003. 

22  ) Nishimura, S., Nevgi, A. Tella, S.: Communication style and cultural 

features in high/low context communication cultures: A case study of 

Finland, Japan and India, Teoksessa A. Kallioniemi (toim.), 

Uudistuva ja kehittyvä ainedidaktiikka, Ainedidaktinen symposiumi , 

Vol.8.2008, pp.783-796, 2008. 

23  ) 國領二郎 : 情報社会のプラットフォーム : デザインと検証 , 情報

社会学会誌 , Vol.1, No.1, pp.41-49, 2006. 

24  ) 國領二郎 : プラットフォームデザイン・ラボ ; 創発経営のプラッ

トフォーム－協働の情報基盤づくり－ , 日本経済新聞出版社 , 



93 

2011. 

25  ) Baldwin, C. Y. and Clark, K. B.: Design rules; The power of 

modularity , MIT press, 2000. 

26  ) North, D. C.: Institutions, institutional change and economic 

performance, Cambridge university press, 1990. 

27  ) 小林潔司 : 国際市場参入のための京都大学におけるアセットマネ

ジメント標準化教育の試み , 工学教育 , Vol.63, No.3, 

pp.3_22-3_27, 2015.  

28 ) 宮川公男 : ガバナンスとは－公的部門の開かれたガバナンスとマ

ネジメントに関する研究－  NIRA 研究プロジェクト報告書 , 

Vol.1, No.1, 2002. 

29  ) Suchman, M. C.: Managing legitimacy: Strategic and institutional 

approaches, Academy of management review , Vol.20, No.3, 

pp.571-610, 1995. 

30 ) 山岸俊男 : 信頼の構造 , 東京大学出版会 , 1998. 

31  ) Dasgupta, P.: Trust as a commodity, Trust: Making and breaking 
cooperative relations, Vol.4, pp. 49-72, 2000. 

32 ) Uslaner, E. M.: The moral foundations of trust , Cambridge University 

Press, 2002. 

33  ) Kerali, H, Odoki, J. B. and Stannard, E. E.: Overview of HDM-4, The 

Highway Development and Management Series, 2000. 

34  ) 文部科学省 : スーパーグローバル大学創成支援 , 2015. 

35 ) 内閣府：戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ） , 2014 

36  ) 藤本隆宏 : 創発的グローバル戦略 , 産業学会研究年報 , Vol.15, 

pp.25-38, 2000.  



94 

37 ) クルト・レヴィン：社会科学における場の理論 . 1979. 



95 

第 5 章 開発援助における社会構造：ラオスの事例 

5．1 はじめに 

 

インフラ基盤整備の貧困削減にかかる影響は，国際機関で継続的に研究がな

されており，研究報告書では，インフラ基盤整備は貧困削減の中心的役割を果

たし，インフラ基盤整備における政府の方針改革や投資は社会全体のインクル

ーシブな発展に大きく貢献するというのが一般的な見解である 1)2)．また，イ

ンフラ基盤整備は人的資本やハイリスクハイリターンとなるような経済活動へ

の投資を加速させるだけでなく，教育および医療，水道および衛生，雇用，市

場等にかかる基本的人間ニーズ（Basic Human Needs）へのアクセス向上によ

って，貧困層の生活や福祉(well-being)を強化し，経済的な衝撃や自然災害の

ような負の影響を受けやすい貧困層の脆弱性を低減することができる外性的要

因であるといえる．特に，道路網の発達は貧困を低減する重要な要因であり，

地方貧困層における雇用や社会的・経済的機会だけでなく，農産物の現金収入

や，保健・教育サービスへのアクセスを増大させ，直接的にも間接的にも貧困

層に恩恵をもたらすと考えられている． 

しかし，インフラ基盤整備が貧困削減の中心的役割を果たすとされている一

方，物理的な整備だけでは貧困層を支援できるとは言い難い．貧困削減の理想

的かつ包括的アプローチとしては，社会的経済的発展を支援する 3 つの要因；

1)インフラ社会基盤の基本的支援要因(fundamental supporting factor)，2) 

教育や人材開発のための持続可能な要因（sustainable factor），3)市場や資

本，産業や政治のような公的サービスへの支援的要因（supporting factors）

といった要因が必要とされる 3)．また，貧困地域を正確に把握し，政策介入が

貧困層に行き渡るようなターゲティング手法を実施しても，経済発展と共に，

地域における貧富の差は拡大しているのが現状である 4)． 
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貧困層の人々は，あらゆる資本へのアクセスだけでなく，それらを如何に活

用するかという知識も持たなければならないという内生的要因（Gannon and Liu

が提唱する持続可能な要因）が必要である．これらを Sen5)は潜在能力 (ケイパ

ビリティ：capability)と表現している．ケイパビリティアプローチとは，機能

(functioning)という概念を個人の基本的活動として捉え，所有する財を用いて

個人が活動できる能力（選択可能性の大きさ）を示す．この概念を基本に要因

の多様性を取り入れるべく，国連機関では人間開発指数（Human Development 

Index :HDI）の指標が開発されたが，HDI は保健・教育所得という 3 つの側面

に関する平均達成度を測るための簡便な指標であり，今も尚ジェンダー不平等

指数や不平等調整済み人間開発指数，多次元貧困指数といった補完的総合指数

の研究が進められている 6)．Sen は HDI 開発に協力したものの，公正や正義へ

のアプローチには複数性と共に不完全性を受け入れることが必要であり，ケイ

パビリティの基準や指標を明示するのではなく，ケイパビリティとは経済主体

(Agency)の選択可能なあらゆる消費パターンから生じる機能ベクトルの集合，

つまり，経済主体が持つ利用関数の集合であるとし，その集合を効用とせず，

評価と解釈している．そして，経済主体が自己の主観的反応の多様性を自覚し

た上でより内生的な評価を形成していく自立的決定のプロセスの重要性を主張

し，市民社会が資源配分にかかる社会的選択のプロセスに参加することが，選

択可能性つまりケイパビリティを可能にするとしている．これは Herbamas7)が

提案する政府，市場および市民社会が共有する公共圏の拡大に資する．  

巨大プロジェクトはじめ，大規模なプロジェクトでは，市民社会が意思決定

者になることは難しいだけでなく，参加型の小規模なプロジェクトであっても，

援助国であるドナーや政府関係者，NGO や一般市民との同一認識を共有するこ

とは極めて難しい．しかし，第 2 章のアカウンタビリティ論の観点から「市民

参画」のような協力型のモデルの形成が国民に対するアカウンタビリティを確

立し易い理想的なモデルであり，Sen のケイパビリティアプローチの観点から

も市民社会が関与した意思決定構造は，格差や不平等を是正する意思決定の理
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想的手段であると考えられる．つまり，国民そして市民が，技術やプロジェク

トを正統化するためには，第 4 章で討論したステージの形成が必要であり，ス

テージ上で専門家によって，技術やプロジェクトが地域の文化および社会文脈

に沿ってリンガ・フランカされ，その討論プロセスを正統化することが求めら

れる．それらを可能にするのは，双方のコンテクストを理解し，認識を共有で

きる先進国の専門家と現地専門家となる． 

つまり，NGO 関係者や専門家，ボランティア等が現地住民である裨益者や地

方政府等の意思決定者と共に綿密に協議を行い，理想的なマクロ・ミクロおよ

び混合討論のプロセスが実施されてなければならない．これらを可能にするの

は，羽鳥等 8)が言及する討議の混合プロセス論が不可欠である．本章では，ラ

オスの貧困地域をターゲットにした参加型道路整備事業を事例として，これら

のプロセスを考察する． 
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5．2 政府(国家)・市場・市民社会の失敗   

国際援助は，公共財であるか否かにおいて，長年議論がなされている 10)が，

本研究では被援助国が意思決定者とし，被援助国における公共財として取り扱

う．一般の道路整備は，粋公共財であり，非競争性と非排除性を兼ね備える．

そして道路は，社会的に必要不可欠であるにもかかわらず，市場では過少にし

か供給されないことから，政府または共同体と呼ばれる市民社会がそれ補完す

ることになる．粋公共財を政府または共同体が取組む基準としては，規模の経

済や富の増加，分業の利益等に比例し，効率的に公共財を提供できるか否かで

政府の介入が求められる．一方，社会的結合や合理性に準じて，共同体，つま

り市民社会がこれを担う．  

市民社会とは，個人の経済的利益を求めて確立された社会及び市場であり，

その矛盾を解決する領域として，それに対立する政府から分離，その後資本主

義 の 対 立 と 位 置 づ け さ れ ， 市 民 社 会 が ひ と つ の 領 域 に 確 立 し た 10)11) ． 

Waltzer12)は，理想的な市民社会とは政府，市場から独立した空間でなければな

らなく，労働する義務も法に従う義務もなく，真の市民社会とは強制されない

人間の共同という領域であると定義している．このように，市民社会の概念は，

政府圏のすべてを包括する市場と政府，または政府と市民が対立する二項モデ

ルから，市民社会を独立させた三項モデルと発展してきた．これらは，17 世紀

の絶対王政への対立から生じた市民革命および，市民間や労働者階級官から生

じた実質的な歴史的考察による政治的・経済的概念に基づいている．開発分野

においても，1990 年代から主要な開発アクターとして NGO 等の組織が活躍し，

市場や政府の大規模な開発に抗議する等ウォッチドッグの役割が取り上げられ

るようになり，ここでも市民社会と国家（政府）の対立の概念が存在する． 

しかしながら，近年の持続可能な開発のための 2030 アジェンダでは，「多様
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なステークホルダーが関与するグローバル・パートナーシップの下で対処する

枠組みとすることが重要である」とされ，これまでの対立概念から協力関係を

目指す方向に動き出している．現実には，市民は納税者として且つ国民として

政府に，消費者および生産者として市場に属し，政府と市場の 2 つの圏に大き

く依存し，切り離すことは難しい．開発における市民社会の概念は，独立した

領域ではなく，政府または市場と補完・相関関係があることを前提にした概念

が妥当であるといえる．そして，経済システムは，社会的に最適な分業を達成

するために，さまざまな経済活動を調整する経済組織の複合体であり，政府・

市場・市民社会の 3 つの経済組織によって構成される社会(社会構造)であり，

市場は科学シグナルと競争によって，政府は，法的な強制力によって，そして

市民社会は個人的関係や信頼に基づいた協力によって，資源分配を調整してい

る 13)． 

Mansuri and Rao14)は，参加型開発における開発事業は市場と行政および市民

社会の 3 つの圏が健全であり，且つそれぞれの圏の弱点を補合う関係が確立し，

互いにチェックしバランスを保つ関係が望ましいとし，バランスが取れた状態

になることは極めて難しく，開発における最大の挑戦であるとして，開発の失

敗を 1)市場の失敗(market failure)，2)行政の失敗（state failure），3)市

民社会の失敗（civil society failure）に分けて以下のように分析している．

彼らの分析を下記に訳出するとと共に，これらの関係について考察する． 

 

5．2．1 市場の失敗 

市場の失敗(market failure)は，非効率な資源配分がなされたときに起こる．

市場の失敗は 1)独占・寡占市場，2)外部条件，3)公共財および 4)情報の非対

称によって誘引される．不平等と貧困は効率的な資源分配がされている完全市
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場でも存在するが，市場の失敗は貧困の罠を深刻化させ，経済成長も蝕む．理

論的には，市場の失敗の修復は大きなパイを生産し，できるだけ貧困層にその

パイの一部を分配するこというのが，開発援助の中心の考えである 15)16)．貧

困や不平等は，市場の失敗がなくても存在し，市場の失敗は貧困や不平等がな

くても存在する．しかし，資源の非効率な分配は，貨幣や労働市場の失敗も引

き起こす．権力や社会的地位を持つものは，変化を拒み，権力や地位の分配も

行わず，貧困の罠がさらに深刻化する．貧困の罠とは，貨幣経済の不完全性や

汚職，不完全な制度，保健衛生や教育などのインフラ投資における低い収益率

によって起こるメカニズムのなかで，貧困層およびそれら子孫が貧困から抜け

出せない状況に陥っている状態である．World development report 2006: 

Equity and Development17)は，富および権力や社会的地位の不平等は，富裕層

を守り，貧困層が貧困層の罠から抜け出すことを妨げ，そして，権力の不平等

な分配は資源を管理する中間層（elite）を支持し，貧困層の潜在的生産性を

奪う危険もあると批判している．貨幣や資本経済の失敗で見られるような情報

の非対称は，収入と権力の不平等の原因でもあり，不平等を長引かせる要因で

もある． 完全な市場においても不平等は存在するが，市場の失敗は非効率性

を助長し，社会福祉の総損失を貧困層に負担させる結果となり，それらを是正

するために政府の介入が求められる． 

 

5．2．2 政府(国家)の失敗 

政 府 の 失 敗 （ state failure ） は ， 市 場 の 失 敗 と 同 様 に 調 整 の 失 敗

（ coordination failure）や情報の非対称 (information failure)，不公平

(inequity)が起こる．また，政策や政治介入による資源の分配が市場の生産性

より非効率的な場合に政府の失敗と位置づけられる 18)．政府による公共財は，

自発的な供給ができない場合に「強制」という概念で，課税によりまかなわれ
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る．Hood19)は，公共財が解決しうるものとして，大きく分けて二つの問題が介

在するとしている．a)共同体が結合して取り組まねばならないような問題，b)

便宜主義を前提として，契約の自由と自発的供給に代えて公権力を用いること

によって解決しうる問題である．規模や，富の増加に比例して，b)となり，社

会的結束に比例して a)となる．そして，規模と費用が相互に関係しているとい

う条件下で経済的な配分をおこなう．また，政府の失敗とは，公共財の結果が

非協力的な行動の可能性を開いたり，抑止したりすることも意味する．そのた

め，a)のような共同体が結合して取り組まなければならないような問題であっ

ても，公共財が効率的に分配されない場合は，政府の失敗とされる．そこで如

何に公権力を用いるかが重要な政府の役割である．調整の失敗（coordination 

failure）は，贈賄や汚職によって正しい意思決定が阻害され，良識のある政府

関係者を排除してしまうという社会システムにより，非効率的なリーダーが社

会を統治し，結果として集合的行動（collective action）が生じなくなること

によって起こる．市場と同様に政府の失敗は不公平の問題を起こし，貧困層に

大きく影響する．貧困層や読み書きのできない人々が法律や政府の情報にアク

セスできなく，富裕層や政治家が権力を利用し，貧困層から資源を剥奪するの

である 20)．  

 

5．2．3 市民社会の失敗 

Herbamas によれば，健全な市民社会とは効率的な公共圏の確立である．そ

して，市民社会は公共圏によって活性化する．公共圏 とは，国民や市民が集

合的に且つ公的に政府や市場と関り合いを持つ第 3 の空間であり，そこで健全

な市民権が活性化される．そして，市民間で結束（cohesive）があれば，市民

社会は効率的に稼動し，集合行動のキャパシティが強化され，さらに政府と効

率的に関わる事ができる．つまり，公共圏が小さく，3 つの圏が相互関係を活
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性化できないことが市民社会の失敗の結果でもある．時代と共に，国家が個人

の私的領域に介入するようになり，公共圏の機能が奪われていき，マスメディ

アと大衆民主主義がこれを促進し，自立的な公共圏はほぼ失われていくように

なったと言われている．反して，活動的，且つ効率的な市民社会とは，国民が

政府や市場と密接に連動することができ，政府や市場にアカウンタビリティを

明確化させ，経済的そして民主的な活動を促進させる文化を創り出すことがで

きる集団である． 

市場・政府・市民社会の関係は，世界的･国家的・地域的等の様々なレベル

で関係し，その方式や構造はそれぞれ異なる．そのため，市場・政府・市民社

会の失敗に対する対処方法も異なるが，一般的な市民社会の失敗は，市民活動

が存在しない，活動しない状況であると捉えられる．集合的行動の必要条件は，

1)決定された事項を発言者は実施し，参加者も実施する．2)決定された事項を

すべての参加者が実行すると信頼することである 21）．つまり，これはアカウ

ンタビリティの社会構造のひとつである「支配の構造」の信頼に値する．「信

頼」が存在しない社会が市民社会（civil society failure)の失敗であり，公

共圏が小さく，3 つの圏が相互関係を活性化できないことが市民社会の失敗が

もたらす結果である．そして，集団的合理論が働かず，コモンズの悲劇のよう

に個人が利己的に自己の効用に基づき，選択してしまう結果である．また，集

団の目的が違うことによって，住民の効用が平均化してしまうことにも因る．

そのためには，同じ目的を持つように動機が与えられる必要がある．Sen も，

多くの経済モデルにおける人々の達成度の差は，明らかに動機や機会の問題に

関連しているとしている．これらに関して，Mansuri and Rao は，健全な市民

社会である集団的行動の社会的環境や条件は，文化やインセンティブに起因し，

市民参加は，構造的動機(instrumental motivatives)，イデオロジー的動機

(ideological motivates) ， ア イ デ ン テ ィ テ ィ 的 動 機 （ identity-based 

motivates）によって分類されるとして，下記のように考察している． 
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彼らが示す構造的動機とは，経済的および政治的な利得である．これは，

Suchman22)が定義した正統性の実用的正統性に値する．Suchman は正統性を「規

範・価値・信念・定義などの何らかの社会的に作り上げられた制度の中で，望

ましく，公正であり，または妥当であるような存在の行動であるという一般化

された認識ないし前提」と定義し，さらに正統性を 1)実用的正統性(pragmatic 

legitimacy)，2)道徳的正統性(moral legitimacy)，3)認識的正統性(cognitive 

legitimacy)という三つのカテゴリーにさらに分類している．実用的正統性と

は，ある主体の行為がそれに関連する人々の利益増進につながるかどうかに基

づく正統性である．実用性正統性を確保する手段としては，開発援助事業にお

いて一般的な OECD におけるプロジェクト評価や，費用便益分析，経済的内部

収益率等が利用される．しかし，国際援助事業がこれらの評価のみで正統化さ

れるには限界がある．これらは，環境問題や住民移転問題等の負の外部性への

正統性は，確保されないからである．それは第 2 の道徳的正統性によって担保

される．道徳的正統性とは，1)行為の結果に対する評価，2)行為の手続きに対

する評価，3)行為主体に対する評価に分類される．開発援助事業が，不利益を

得る主体や環境に対して，十分な配慮がなされ，可能な限り負の影響を低減し，

緩和するための方策の評価である．これは事業が一連の公正なルールによって

実施され，その過程の透明性が確保されることにある．つまり，被援助国の政

府が，ルールに沿った手続きを怠らず，正確な情報を与えることにより，国際

機関が導入した事業であっても正統化を確保することができる．それが構造的

動機を与え，住民参加を促すことが可能になる． 

イデオロギー的動機とは，住民参加型事業に対し忠誠心を感じるような共

同体主義（communitarian）等の思想に固守するものである．これは国々の文

化や政治背景に強く影響されている．たとえば，インドネシアでは軍事独裁

主義の影響から，住民が伝統や義務として参加型開発事業に参加する結果が

報告されている 23)24)25)．日本においても，共同体は古い歴史を持つ．16 世紀

に下級武者からなる五人組（五人組）と村人や農民からなる「十人組（十家
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族）」が組織され，違反者がいれば，組関係者が違反者を発見し，見つから

なければ組長または組織に罰金が課された．また，違反者が奉仕を義務づけ

られた場合や罰金を支払うことができなかった場合においても，所属してい

る組が罰金を支払う責任を負わなければならい制度が存在した．その後，第

二次世界大戦中も「隣組」という地域制度は継続的に存在し，地域社会の相

互監視や配給等のシステムによって戦闘への地域連携を高める役割を果たし

ていた．戦後は解体されたものの，現在も「町内会」に多くの面で引継がれ

ている．これらは，信用・規範・ネットワーク等の正の効果があるものの制

限的および強制的なものとして伝統として存在している 26)．このように，イ

デオロギー的動機は，歴史的かつ文化的背景を考慮した共同体の社会的文脈

に起因する． 

アイデンティティ的動機とは，社会的そして宗教的なインセンティブが存

在する．これもまた現地の社会的文脈に起因する．鄭および小林ら 27)は，地

域住民らが地域への誇りや愛着である「地域愛着」はアイデンティティが起

因するものであると仮定し，アイデンティティの形成が自主的な地域活動を

活性化させる地域の維持・発展に欠かせない資源であるとしている．アイデ

ンティティとは，他者とお付き合いから他者の自己に対する評価や処遇を改

善しようと自らの属性（スティグマ=Stigma)を管理する自己アイデンティテ

ィ 28）と国家・民族･言語・帰属集団等の社会集団との相互関係を介して，内

集団（in-group）と外集団（out-group）を識別し，集団間に生じる葛藤の生

起過程の社会的アイデンティティが存在する 29)30)．そして，双方とも他人ま

たは外部集団との相互作用を経て，アイデンティティを形成するプロセス

（identification）が成立する 31)．Van Kinppenberg と Ellemers32)は，内集

団アイデンティティの形成に影響する要因については，外集団を介して評価

された内集団の社会的順位が高いほど，また内集団から得られる便益が外集

団から得られるものより多いほど，メンバー内の集団アイデンティティは高

くなると説明している．加えて，Brewewr33）は，内集団のメンバーに対する対
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抗意識と内集団の成果・功績がメンバー全員のものであるという認識が強い

ほど，内集団のアイデンティティは高くなると説明し，内集団の同一性

（homogeneiety）が高いほど，アイデンティティが高くなるとしている．  

イデオロギー的動機やアイデンティティ的動機は，Suchman の認識的正統性

に置き換えられる．これは，個人的および社会的な利益や評価でなく，現地社

会に必要性が認識される当然性(take－for－granted)をもった正統性になる．

これを確保するためには，現地の社会的文脈を理解する専門家が存在しなけれ

ば な ら な い ． 認 識 的 正 統 性 に は ， 当 然 性 正 統 性 の ほ か に 理 解 可 能 性

（comprehensibly）の正統性が存在する．理解可能性の認識正当性とは，歴史

的・社会的にその地域にある妥当である行為であると，地域住民が認識するこ

とであり，この過程を通して，援助国やドナー主導の参加型開発事業を受け入

れることが可能となる．ただし，そのためには，市民社会の意思決定プロセス

が必要となる．  

 

図 5-1 市場・政府・市民社会の社会構造 (Mansuri and Rao 2013) 

市民社会の失敗
要因
 公共圏の不在

 市民間の結束のなさ

 信頼のなさ
結果
 不効率な市民圏

 行政と市場と市民社会の不
釣合いなバランス

市場の失敗
要因
 独占・寡占市場

 外部条件

 公共財

 情報の非対称
結果
 貨幣･労働市場の失

敗
 貧困の罠の深刻化

政府の失敗
要因

 調整

 情報の非対称

 不公平性
結果
 非効率な資源分配

 集合的行動の阻害

 貧困層への負担

公共
圏 健全な市民社会

市場の監視役および市場
における役割

健全な市場

健全な政府

市場に対する介入
市民社会への働きかけ

公共圏

 ３つの圏がバランスを保ちながら介入し，且つ健全な状態であること．

 公共圏の拡大が3圏の活性化につながる．



106 

5．3 市民社会の意思決定プロセス 

参加型開発の条件は，1)実践的であること，2)Bottom-up であること，3)関

係者全員がその問題の影響下にあり，意思決定に関係することに対し情報を持

っていること，4)関係者全員が討議されるべきであり，関係者が多方面から討

議し合意に達するために，集合的な意思決定の過程を通過しなければならない

34)．このことから，市民社会の意思決定プロセスへの参加は，開発におけるア

カウンタビリティ確保と共に，社会開発の側面から地域における多くの開発事

業の目標を達成し，社会を変化させる手段になりうる．そして，活発な論争

(Deliberative contestation)の方法論をもつことによって，排除されていた

人々も地域のなかで認知される可能性が存在する 35）．  

社会における意思決定をめぐるコミュニケーションや交渉に関しては，ゲー

ム理論の分野で多くの研究が蓄積されており，従来のゲーム理論では各プレイ

ヤーがゲームの構造に関して共通知識をもっているという前提である．しかし，

開発援助事業では，ドナー関係者，被援助国だけでなく，裨益者や納税者を含

む関係者の認識体系が異なる場合，ゲーム構造に対し共通認識を持っていると

いう確証はない．また，富のある層は，情報へのアクセスもあり，地域内で権

力を持っている場合も多い．一方，貧困層は識字率も低く，たとえば，女性や

子供およびインドにおけるカースト制度など，社会的に排除される住民は，プ

ロジェクトに関する基本的情報も入手できずにいる．プロジェクトにおける情

報の分配の公平性は開発分野における最大の課題でもある．ジェンダー平等と

女性のエンパワメントへの支援が強く求められる国際機関のプロジェクトで

は，女性の討議参加者の割合でジェンダー評価がされるが，彼らが真の討議者

となるためには，共通の認識を持っていなければならなく，このような画一的

な評価基準は意味を成さない． 
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ここで，各プレイヤーが異なるフレームを用いた主観ゲーム理論によって，

認識体系の問題を検討する．主観的ゲームでは，各プレイヤーが独自の視点(言

語・フレーム)で対象とするゲームを認識し，戦略を選択する．ここで認識の

異なる主体間の主観的コミュニケーションモデルについて分析し，認識体系の

違いが均等解に及ぼす影響について分析する．まずは，意思決定者である行政

と裨益者の認識体系が引き起こす問題を指摘する．個人と行政がそれぞれの相

手が送るメッセージを手がかりに，対応関係についてベイズ学習するとする．

このような主観的コミュニケーションゲームの均衡解を，通常のゲーム概念に

おけるナッシュ均衡概念を用いて定義ができない．主観的ゲームの均衡解は，

それぞれの主観的ゲームにおいて選択した戦略が，互いの整合性を持つような

戦略として定義される．越水ら 36)は，ゲームの均衡解として 1)行政と個人の

コミュニケーションを通じてある代替案が選択される均衡(均衡解 1)と 2)実

質的なコミュニケーションがなされず現状維持が選択される均衡(均衡解 2)

の 2 種類が存在することを明らかにした．均衡解 1 では，行政が市民の要求水

準に合致すると考えられる代替案を提案する．市民は行政を信用し，行政が提

案するプロジェクトを受け入れる．均衡解 2 では，市民は行政が提示するプロ

ジェクトを拒否する．すなわち，認識体系が異なっている場合，両者が互いに

十分なコミュニケーションをとったとしても望ましいプロジェクト案が選択

されるとは限らないという結果である．このため，意思決定を正統化するには，

意思決定に至った過程である討議を正統化するプロセスが求められる． 

この意思決定を正統化する討議全体を，羽鳥らは 1)ミクロ討議(micro 

deliberation)，2)マクロ討議(macro deliberation)，3)橋渡し型協議(bridge 

deliberation)から構成される討議システムとして表現している．そして，メ

タ意思決定を関係者が互いの見解や論点について共通の理解に達し，議論が一

定程度成熟した状況であると定義しており，このメタ意思決定が，討議過程の

中で理解可能性と当然性が確保できたと判断できるひとつの条件であるとし

ている．ミクロ討議とは，メタ意思決定と認識的正当性を評価するもの(整合
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性と信頼性に基づく基準の確立：J 基準とする)であり，事業にかかわる意思

決定権限を有する被援助国と事業のドナーである被援助国である．ここには，

両関係者の専門家も参加し，技術的・科学的かつ政治的な知見に基づいて討議

される．意思決定者である被援助国はミクロ討議を通じて，メタ意思決定を行

う．マクロ討議とはメタ意思決定の認識的正統性（理解可能性と当然性に基づ

く評価の確立：L 基準とする）であり，事業にかかわる多様な関係者によって

多種多様なコミュニケーションが流動的に行われる．マクロ討議の参加者は，

裨益者である地域住民だけでなく，メディアや NGO 等多岐に亘り，それぞれの

関係者は多くの媒体を通して，互いの意見を交換し，事業にかかわる社会的な

想定がなされる．そして，マクロ討議は，必ず理解可能性と当然性を兼ねた認

識的正統性が担保され，ミクロ討議による意思決定の妥当性が十分に議論され，

その内容が十分に社会的に当然なものとして受け入れられているかを表わす．

それが理解可能性と当然性に基づく L 基準評価の確立である．加えて，橋渡し

討議とは，ミクロ討議の正当化とマクロ討議の正統化の複合（J 基準と L 基準

の組合せ）である．意思決定者である援助国と他の関係者や裨益者の間で，事

業の共有化がはかられる．それぞれの討議領域で議論された正当化の根拠（J

基準）と正統化の根拠（L 基準）を擦りあわせ，両基準が整合的であるか否か

を検討され，橋渡し討議は，事業にかかるミクロ議論におけるメタ意思決定に

かかる正当化過程がマクロ討議に内部化されるとともに，マクロ討議における

メタ意思決定にかかる正統化過程がミクロ討議に内部化(反映)される必要が

ある． 

開発援助における援助国のマクロ討議・橋渡し型討議は極めて断定的である

といわざるを得ないが，橋渡し討議が限定的であっても，援助国の専門家と被

援助国の専門家が，ミクロ討議における状況判断や意思決定の正統性を技術

的・科学的に証明し，マクロ討議を集約し，メタ合意の必要条件として正当性

を確保できるならば，専門家の役割によって討論を通した開発援助事業におけ

る正統性が確保できる．  
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図 5-2 マクロ・ミクロおよび混合討論プロセス(羽鳥 2003) 

ここで Gibbons の 1) 意味の構造（structure of signification），2) 正

統化の構造（structure of legitimation），3) 支配の構造（structure of 

domination）の三つの側面から専門家のプラットフォームの社会構造について

検討すると，意味の構造は様々な専門家たちが新しい事業に対して有する認識

体系の総体を表している．プラットフォームにおけるメタモデルは，援助国側

からの専門家と被援助国の社会的文脈を知る現地専門家によって共有される

必要がある．メタモデルの意味の構造とは，プラットフォームおける関係主体

が有する認識体系だけを意味するだけでなく，事業における現地の行政，市場

や市民社会を構成する関係者の認識体系全体を意味している．共有された専門

家知識は，専門家が認知する専門価値と専門的知識に精通していない裨益者と

の間に認識のギャップが発生することも起こり得る．そのため，専門家におけ

るプラットフォームの中で，認識の共有化を図るためには，裨益者にかかる社

会的文脈の認識が必要不可欠となる．正統性の構造は，開発事業が市民社会に

おいて受け入れられる事業の妥当性を判断するための条件になると同時に，そ

れらが社会において受容され，それに対する期待を再生産する原動力となる． 

ミクロ討論領域マクロ討論領域

混合討論領域
例)　討論設計，地域住民とのミーティング，公的セミナ
ーや地域住民のノンフォーマル教育等

被援助国

=　

意思決定者
(Decision maker)

受益者
=

市民・住民
(Civil society)

援助国専門家
(Professional)

被援助国エリート集団
(Elite)
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支配の構造は，参加型事業に関する協議を行う専門家集団のプラットフォー

ムと地域社会との間の信頼の構造を表している．専門家集団で形成されるプラ

ットフォームと地域社会との信頼関係を議論する場合は，市民社会を構成する

人々が，事業の良し悪しを判断する十分な手段を与えられていない．そのため，

両者間の信頼関係の構築および信頼性向上の努力は不可欠となる．信頼の概念

に対しては，多様な定義がなされており，広義には「自分が抱いている諸々の

（他者あるいは社会への）期待をあてにできること」と解釈でき，このような

信頼概念は，基本的に信頼する側と信頼される側の２者間の関係として把握で

きる．前者を信頼者，後者を被信頼者とすれば，両者の信頼関係は信頼と信頼

性という２つの特性に基づいて形成される 37)．信頼性（trustworthiness）と

は，相手が信頼に足る行動をとるか否かを表す被信頼者の特性である．一方，

信頼（trust）は相手の信頼性に対する評価を表しており，信頼者の特性であ

る．信頼者と被信頼者との間の信頼形成は，単に被信頼者が信頼性を有してい

るだけでは実現しない．信頼者が信頼性を理解できなければ，両者の間で信頼

関係を形成することは難しい．被信頼者が信頼者の自分に対する信頼を理解し

た上で，信頼に足る行動を選択するとともに，信頼者が被信頼者の信頼性を理

解することによって，被信頼者を信頼するという両者の期待と行動との間で整

合性が満たされる状況の下で信頼者-被信頼者間の信頼関係が形成される 38)． 

最近の信頼に関する研究成果によれば，戦略的信頼（strategic trust）と

道徳的信頼（moral trust）を区別することが有用であることが指摘されてい

る 39）．前者は被信頼者の信頼性に関する予測に基づいて形成される信頼を表

しており，後者はそのような予測が不完全な状況の下でさえも，相手を信頼す

るべきであるという信頼者の道徳的ルールを表している．信頼者が被信頼者の

ことを正確に知らないような状況の下では，相手を信頼するための道徳的信頼

が不可欠となる．個人の自由意思を尊重し，かつ社会全体において広範囲に信

頼を成立するためには戦略的信頼を構成する個人の合理性の条件を緩めると

ともに，道徳的信頼を高めるようなメカニズムが必要である．信頼を形成する
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ための制度設計については，Lupita40)が不完全情報ゲームを用いて，聞き手と

話し手が互いに相手の個人的資質に関する情報を有していないような状況下

でのコミュニケーション過程を分析し，相手の個人属性に関する情報が存在し

ない状況下では，話し手が正直に話さないような均衡解が生じることを証明し

た．また，羽鳥ら 41)は，話し手と聞き手の間に利害の対立関係を導入した場

合，聞き手は話し手と利害が一致しているときのみ，聞き手は話し手の言うこ

とを信じるという結果を得ている．つまり，援助国の専門家と被援助国の専門

家である専門家集団は，不特定多数の裨益者そして市民社会とのコミュニケー

ションゲームのルールを理解し，正確な情報を関係者に提供し，且つ，情報を

正確に伝達する努力によって信頼の確保が可能となる．また同時に，公的議論

のプロセスを公開し，行政の意思決定プロセスの公正性・透明性を向上させる

ことが求められる．つまり，ミクロ・マクロ討論および混合討論されたプロセ

スは，第 4 章で述べた技術の脱-再構築のように専門家集団を通したリンガ･

フランカによって関係者のメタ合意をもたらすことができる． 

専門家プラットフォームの役割とは，行政と市民が認識体系を共有化してい

るようなコミュニケーションゲームの誘導である．また，専門家の提供特性と

市民の理解特性の点でも，認識が異なるため，専門家は提供特性から理解特性

への変換を可能にしたロジックモデルを提案しなければならない．そのために

は，現地の市民且つ貧困層の認識体系を理解している地域のリーダー的な存在

は不可欠である． 

このような地域のリーダー的存在を，Mansuri and Rao は中枢的な知識集団

であるエリート（Elite）と呼び，行政との触媒(Catalyst)となるとしている．

彼らは，内生的な市民社会の動機を熟知しており，地域参加型および地域主導

型の有機的参加 （Organic participation）を誘導することができる．有機的

参加とは，ドナーや行政が主導する導入的参加型（Induced participation）

とは異なり，地域で歴史的，政治的そして社会的に自然に発生した歴史があり，
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地域開発を促進するための効率的な手法であるとしている．  

一方，先進国の専門家は，専門的知識に基づいて科学的・技術的判断の妥当

性を評価し，現地における専門家の社会的文脈の情報を加味した実施決定者で

ある正確な情報を伝達する役割を持っている．判断の根拠となる境界を妥当性

境界というが，この妥当性境界を一般市民の認識体系に沿って調整することも

求められる．また，開発における多くの問題点は情報の非対称性にある．富の

あるものが権力をもち，情報へのアクセスを持っている．関係者への情報の非

対称性を是正し，公正に情報を提供する役目を果たすのは，援助国の専門家で

あり，現地政府やエリート集団を監視し，公平な情報の分配を行われるよう注

意を払わなければならない．  

発展途上国における開発における参加型アプローチの意思決定者とは，現地

政府または地方政府(被援助国政府)ではなく，基本現地住民である．そのため，

専門家 (Professional)と現地における中枢的な知識集団であるエリート

（Elite）の双方で形成された専門家プラットフォーム内では，さらに強固な

連携が求められ，情報の非対称性をできる限りなくすような市民の信頼を高め

るメカニズムの形成が必要になる．そして，事業の正統性を担保するために，

Suchman が提唱する 1)実用的正統性(pragmatic legitimacy)，2)道徳的正統性

(moral legitimacy)，3)認識的正統性(cognitive legitimacy)を確保していか

なければならない．特に，理解可能性な認識的正統性を担保するためには，自

分の行為を正統化し委託者の同意や批判を受けるという双方向コミュニケー

ションを実現する必要があり，共通の認識・規範を保有する「場」が求められ

る．この「場」とは，市場・政府そして市民社会の 3 つの圏が存在する公共圏

であることが望ましい．つまり，健全な市民社会による公共圏の拡大を意味す

る．  
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5．4 事例：ラオスにおける参加型地域道路整備モデル 

一般的な開発援助は，市民社会が市場と行政に依存した関係にあり，独立し

た圏を持つことは難しく，開発事業は市場のメカニズムや行政から介入するア

プローチが一般的とならざるを得ない．このような背景からも，開発における

主流な援助構想は，未だ行政と市場の是正をめざした「ビッグ・プッシュ」と

呼ばれる Sacks 派が強く指示されていることが理解できる 42)．｢ビッグ・プッ

シュ｣とは，人的資本・自然資本・インフラ資本等への投資の量がある一定の線

を越えたとき，貧困の罠が解消されるとし，農業，保健，教育およびインフラ

整備に公共投資を注ぎ込む重要性が唱えられたものである．そして，それを効

率的に且つアカウンタブルに行うためには，行政を強化すべきであるという「グ

ッドガバナンス」政策に発展した 43）．無論，Sachs 派も行政を通した公共投資

だけでなく，貧困層に向けたマイクロファイナンスや人道的援助の支援の必要

性は認めている．世界銀行はじめ多くのドナーの間では，貧困削減や持続可能

な開発の観点から，参加型開発(Participatory development）の必要性も重要

視され，参加型アプローチは農村開発や森林保全，灌漑等の小規模なコミュニ

ティインフラの手法で活用されている． 

しかし，市場では，パレート最適がさまざまな条件で達成されず，最も効率

的な資源の分配ができない状況が起こっている．そして，市場が機能不全に陥

り，経済主体に富の偏りを生じさせる．政府や行政がそれらを補正するために

制度整備や公共事業を実施するが，それと同時に政府の失敗が生じ，情報の格

差と共に貧富の格差を増大させ，貧困層を開発から取り残している．これらの

背景から，国際機関は「誰一人取り残さない－No one will be left behind」

を理念とした 2030 年に向けたアジェンダが採択され，これに向けた動きが問わ

れている 44)． 
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貧困層への介入に関しては目新しい動きではなく，70 年代からアメリカ合衆

国国際開発庁（USAID）が地方分権の強化やコミュニティ開発アプローチを開始，

続いて西洋諸国の援助国や国連機関，世界銀行に「参加型開発」として広がっ

ていった．90 年代からは，世界銀行が，The World Bank Development report 2004: 

Making Services Work for Poor People45)を提示したことで，貧困削減を含ん

だ経済開発と社会開発の双方が開発課題としての二面的戦略が主流となり，マ

イクロファイナンスや地域開発が特に重要視されるようになった． 

参加型とは多義にわたり，1)意思決定，2)金銭的，労働力および物質的な支

援，3)公的・私的な供給者の監視や制裁，4)意識改革にかかる情報提供や活動，

4)近隣コミュニティの形成，5)地域代表者の選挙への参加等異なるレベルで存

在する．世界銀行におけるコミュニティ主導のアプローチ(Community-Driven 

Development: CDD)では，「当事者が関係する開発行為や資源管理に延慶を及ぼ

し，意思決定を共有していく過程」と定義し，「市民参加」が開発における重

要 な 側 面 で あ る と 認 識 し て お り ， 情 報 提 供 (Information 

sharing/dissemination)，協議(Consultation)，協働(Collaboration)，エンパ

ワメント(Empowerment)いう 4 段階のレベルがあり，市民自ら公示の意思決定に

も影響に区分し，機構や制度を自ら形成し，管理するエンパワメント戦略が特

に貧困削減効果に影響すると捉えられている  46)47)． 

本章で取上げるラオス地域道路整備プロジェクト（Community Road Model: 

CRM）は，スイス国道路セクター支援（Lao-Swedish Road Sector Project：LSRSP， 

1997-2000 年，2001-2004 年および 2005-2010 年に実施された主要道路整備や

人材育成等を含んだ道路セクタープロジェクト）の一部である地域道路建設を

取り上げ，筆者が 2005 年にラオス公共事業省と協力し事後調査を行ったもの

である 48)．参加型事業は，ラオスの財政状況，裨益効果を考慮すれば，Hood49)

の原理や集団の規模の問題に基づき小規模の参加型であることが必然である．

ラオス地域道路整備プロジェクト（Community Road Model: CRM）は，1）Creation 
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of access(for the community)， 2）Rural employment opportunity (for poor 

people)，3) Minimized Cost (for the government)という 3 つの目的を掲げ

ている．これは，プロジェクト計画段階から住民が参加し， 建設・維持管理

にかかるすべての工程を地域住民が中心になり実施し，現地の労働力や資機材

を活用することによって建設費を抑え，プロジェクトを通して建設技術を習得

した地域住民が自ら維持管理をすることができる．加えて，住民に建設技術を

習得させ，彼らの役務提供に対して日当を支払うことによる貧困層への金銭的

支援や雇用拡大も目指している． 

 

5．3．1 プロジェクト詳細 

ラオスでは，国家予算(State budget)は中央政府予算（Central budget）と

地域政府予算(Provincial budget)に分配される．地方道路整備の予算の内訳は，

地域政府に分配された予算および中央政府傘下である公共事業省道路局地域道

路課に配分された予算（国際機関からのファンドはここに含まれる）である．

地域道路建設の各プロジェクトの資金の配分は，状況に応じて，中央と地方の

政府関係者およびプロジェクトスタッフのチーム，そして地域住民との協議で

決定される．各プロジェクト，各村で日当の額も条件も異なる．本調査の対象

となった 2 地区(8 村)は，スイス国道路セクター支援フェーズ II：1997-2000

年で実施された．プロジェクトサイトは 2003 年の貧困調査をもとに，貧困層が

多い地域が選択されている．図 5-3 はスイス国道路セクター支援フェーズ II

のプロジェクト配置図である． 
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図 5-3 ラオス地域道路整備プロジェクト配置図 

 

図 5-4，5 には，各プロジェクトの詳細図を示す． -太線が行政によって建

設された県道および地方道，－赤線がプロジェクトで新規建設された道路であ

る．点線は以前から地域住民が利用していた歩道(徒歩で県道・地方道まで 2

時間程度)を示す．-・-線は河川を示す． 

 

ボリカン（Bolikhan）地区はラオス国南部のボリカムサイ（Bolikhamxai）県

に位置する．この地区では 4 プロジェクトが実施された． 1)Phakheang 村(ボ

ートで地区中心部に行ける地域)から Phamepha 村までの 8km，2)Phamepha 村か

ら Dong 村までの 5．6km，3)Phonxai 村から地方道までの 3km，4)Phonthong 村

から地方道までの 2．5km である．コミュニティはわずかな建設費をそれぞれ提

供している． 
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図 5-4 ボリカムサイ県プロジェクト詳細図 

 

もう一方のホウン（Houn）地区はラオス国の北部のウドムサイ（Oudomxai）

県に位置する．本地区では，２プロジェクトが実施された．1)Dou 村から，Ngoui

村を通過して Phonxai 村までの 4．5km，2)Philang 地区(険しい山中)から県道

までの 2．1km である．村は工具を提供し，Dou， Ngoui 村の地域住民は無償で

役務提供を行い，約 67%の距離を自らで建設した．もう一方のプロジェクトで

ある Phialeng 村では，44%の距離をすべて住民が管理し，無償で建設を行った． 

           

  図 5-5 ウドムサイ県プロジェクト詳細図 
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5．3．2 事後調査 

貧困削減の理想的かつ包括的アプローチとしては，社会的経済的発展を支援

す る 3 つ の 要 因 ； 1)イ ン フ ラ 社 会 基 盤 の 基 本 的 支 援 要 因 (fundamental 

supporting factor)，2)教育や人材開発のための持続可能な要因（sustainable 

factor），3)市場や資本，産業や政治のような公的サービスへの支援的要因

（supporting factors）といった要因が必要とされる 50)．そして，道路整備

は，社会基盤の基本的支援要因にアクセスできるための，あらかじめ用意され

るべき物理的前提条件（pre-requisite condition）と定義できる．つまり，

物理的前提条件である道路整備事業に関する市民の意思決定プロセスを考察

することは，市民社会の機会と動機を検討することになる． 

本件の調査は，筆者がラオス公共事業省道路局地方道路部と協力し，CRM事業

評価のためにデータベースを構築，道路建設プロジェクトの貧困削減への影響

について調査したものである．しかしながら，事後調査を通して，CRM手法は直

接的な貧困削減の要因ではなく，道路整備の持続発展性に大きく影響を及ぼす

という結果にとどまった．そして，地域住民の参加動機は，地方行政と地域と

の関わり，地域住民のリーダーの資質や地域住民の結束に関係する事例が導き

出された． 

本章では，この調査結果を用いて，プロジェクトの協議段階における住民参加

頻度や，技術移転の有無，建設段階における住民の労働提供の数値結果に注目

し，地域住民のプロジェクト参加動機や地域の社会構造について再度考察する． 

表5-1，2は，プロジェクト毎の地方行政やプロジェクト(中央政府)からの金銭

的支援と住民の労働提供の分担，プロジェクトコストの内訳を示す． 一般的に

地域住民は現金収入が少なく，資金を持っていないため，無償の役務労働距離
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をプロジェクトコストから概算で算出した．また，表5-3は，地域住民の会議や

計画・建設への参加日数(平均)，建設前の技術指導の有無について調査したも

のである． 

表 5-1 プロジェクトコストと各関係者の資金分担（ボリカムサイ県） 

 

 

表 5-2 プロジェクトコストと各関係者の資金分担（ウドムサイ県） 

 

Pakheang Phonthong Phonxai
Phamepha

(Notoy)

62 71 47 30

Length (km) 8 2.5 3 5.6

Width (m) 3 3 3 3

Cost/km (USD) 5,528 3,349 3,367 6,453

Contribution of villagers in

length
0.5% 2.1% 1.5% 0.7%

Villagers (Labour

contribution)
0.5% 2.1% 1.5% 0.7%

District (Finance) 41.5% 62.6% 0.0% 94.8%

Project (Finance) 58.0% 35.3% 98.5% 4.5%

Labour work 15.1% 14.0% 16.0% 35.9%

Materials, structures ,tools,

contractors and

supervision

84.9% 86.0% 84.0% 64.1%

Bolikamxai

Village

Household Number

Contribution

Project cost

Description

Phialeng
Phonxai,

Ngoui, Dou

27 90

Length (km) 2.14 4.5

Width (m) 3 3

Cost/km (USD) 8,452 6,720

Contribution of villagers in

length
44.0% 67.0%

Villagers (Labour

contribution)
22.0% 19.0%

District (Finance) 0.0% 0.0%

Project (Finance) 78.0% 81.0%

Labour work 63.0% 27.0%

Materials, structures ,tools,

contractors and

supervision

37.0% 73.0%

Oudomxai

Contribution

Project cost

Household Number

Village

Description
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表5-3 地域住民の会議や計画・建設への参加日数(平均)， 

建設前の技術指導の有無 

一部の地域，Pakheang 村と Phonxai 村(ウドムサイ県)は新規道路建設前の段

階で，地区の中心部にアクセスできる状況にあったため，2 村の住民は新規道

路から直接的な利益を得ることはない．住民からの質問回答では，役務提供に

対し否定的な意見も見受けられたが，役務による金銭的な利潤を得ることもあ

り，建設工事に携わっていたと推測される． 

ここでプロジェクトコストに注目すると，無償の役務の割合が高いウドムサ

イ県では，反して，役務に対する支払いの比率も高い．山岳地で工事が難しく，

工期が長期化したことが工費高騰の主要因ではあるが，わずかながらも支払わ

れる賃金が市民参加の長期的参加の動機を促したとも推測できる．しかし，2

村の住民のほとんどが，「プロジェクトはコミュニティ全体に有益である」と

認識していたことから，討論過程を通した地域住民のプロジェクトに対する認

識は存在していたはずである． つまり，集団的行動の社会的環境や条件となる

文化やインセンティブが存在しつつも，同時に雇用による金銭的利潤という短

期的な構造的動機が地域住民に与えられていたと推測される． 

一般的に農村地域の参加型開発は，市民社会と行政という２圏のみが主要で

P hongthongP hak heangP honx a i P ham epha

無報酬＋報

酬労働

報酬労働の

み

無報酬＋報

酬労働

無報酬＋報

酬労働

A v er age day s  f o r  m eet ing 2 2 12 4

A v er age day s  f o r  c ons t r uc t ion9 15 26 15

Tec hn ic a l  t r ans fe r 100% 100% 56% 100%

D ou N gou i P honx a i P h ia leng

無報酬労働

のみ

無報酬労働

のみ

報酬労働の

み

無報酬＋報

酬労働

A v er age day s  f o r  m eet ing 3 12 8 3

A v er age day s  f o r  c ons t r uc t ion12 8 3 24

Tec hn ic a l  t r ans fe r 57% 86% 0% 28%

B ol ik ham x a i

O udom x a i
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あり，市場の役割が極めて小さい，または市場が存在しない状況にある．その

場合，プロジェクトを通した明確な利益（実用的正統性）が住民に認識されに

くく，長期的な市民参加の動機を持たせることは難しい．そのため，農村開発

は，セクター的な縦割りの開発アプローチでなく，市場，農業，交通サービス

等を含めた横断的，且つ，包括的な地域アプローチによる新たな市場形成が求

められる．これにより，市民社会に「市場」という構造的動機を与える．つま

り，プロジェクトの中に，政府・市民社会･市場の３つの圏が存在しなければな

らないといえる．  

次に，技術移転の有無から考察すると，地方行政が財政支援を行っている地

域は，地方行政の技術者から 100％の技術移転が行われていた．技術移転を受

けた地域住民は，技術移転を通して，技術だけでなく，人材・資材管理や地域

の問題を認識できたと回答している．これは，地域住民が討論という形態に留

まらず，あらゆる形態でもプロジェクトに参加するという行為を通じて討論シ

ステムの過程に存在したと推測できる．そして，それは，中央政府の技術者や

プロジェクトの専門家ではなく，地域住民とより近接な距離を持つことができ

る地方行政の技術者が関与することにより可能になる．一方，地方行政からの

財政支援がなく，プロジェクト(中央政府)による財政支援に依存している地域

にあたっては，計画や建設段階で地域住民が積極的に関与している様子が伺え

る．ボリカムサイ県の Phoxai 村では協議段階からの住民参加日数が極めて多い．

また，ウドムサイ県の 2 つのプロジェクトでは，地域住民の無償による役務提

供の割合も高く，Philang 村では約 44%の距離（概算すると予算の 22%），Ngoui

および Dou 村では約 67%の距離(概算すると予算の 19%)を住民自らで建設した．

つまり，これらの結果から，地域住民による意思決定プロセスへの参加は，強

い内生的動機の原動力となると考えられる．特に，地方行政からの支援を受け

てない地域は，地域を纏めるリーダー等の触媒的(Catalyst)な役割が存在して

いた．これらの地域では，地域リーダーの役割が明確で，リーダーシップが強

く，そのリーダーを中心とした住民間の結束が確認できた．これは，Coleman
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および Putnam が唱えるソーシャルキャピタル論に資する．ソーシャルキャピタ

ルとは，｢個人に協調行動を起こさせる社会構造や制度｣であり，家族･血縁関係

のみならず，コミュニティという地域のネットワーク内で生ずる資本であると

考えられており，ラオスの村落地域では，リーダーを中心にコミュニティに存

在していたと言える． 

本案件のプロジェクトでは，地域によって政府の負担率や日当，労務日数が

異なる．これはプロジェクト計画段階に地域住民が自分達の可能な範囲，つま

り能動的に自己組織ができる範囲を地域住民が決定し，政府関係者との協議を

通してある単一な目的を達成する新しい地域組織を形成していたと考えられる．

そこで，大きな役割を果たしたのが，地方行政の担当者や技術者または，地域

リーダー達の存在である．彼らは，Mansuri の唱えるエリートであり，地域住

民の社会的文脈を理解し，市民参加の動機を促すことができる人材である．

Mansuri は，発展途上国における地域参加型開発の地域主導型を有機的参加型

（ Organic participation ） ， 地 域 協 働 型 を 導 入 的 参 加 型 （ Induced 

participation）と定義し，有機的参加型は，いかなる地域でも歴史的，政治的

そして社会的に自然に発生し，発生してきた歴史があり，有機的参加型のよう

な内生的（Endogenous）市民社会活動の活用は地域開発を促進するための効率

的な手法であると唱えている．そして，それを活用するためには，地域の文脈

を知るエリート集団の存在が求められるとしている． 

地方自治体や地域のソーシャルネットワークは内集団における蓄積された信

頼と互酬性の規範や結束といった閉鎖性が強い紐帯である．しかし，本案件に

おけるエリート集団の存在は，内集団の開放性を含有している．集合体の内部

にできる強い紐帯は，推移性を貫徹しやすいが，外部とのネットワークを閉じ

てしまう危険性も存在する一方，集団の間をつなぐ弱い紐帯は，ネットワーク

を拡大させ，結果的に強い紐帯となる．これは，Granovetter50)の「弱い紐帯の

強さ」である．つまり，健全な市民社会とは，自己組織化できるシステムを内



123 

包しながら，そのシステムをある単一の目的のために再構築し，政府や市場へ

の依存性を調整することのできる共同体である．そして，内集団の結束と外集

団との橋渡しを可能にするリーダーの存在であると言える． 

本案件のターゲット地域の地域世帯数は 30 から 90 戸であり，地域内におけ

る本プロジェクトの目的のために構成された組織ではなく，地域住民はすでに

そこに組織化されている集団である．そして，住民は同一目的のために組織さ

れた集団ではなく，多目的のために組織された集団に，ある単一の目的が誘因

として付加されたと考える．単一な目的を持つ小規模な集団であれば，プロジ

ェクトが自ら便益をもたらすと判断したとき(市場が存在するとき)，自発的に

参画する．つまり，地域道路建設費と維持管理費が，本プロジェクトの集団の

便益より大きいと判断されれば，住民は自らの財力で建設し，維持管理を行う．

しかし，現実は，地方道路を整備しても市場からの収入は得られないし，貧困

層はプロジェクトの建設資金もない．そのため，政府から直接または間接的に

プロジェクトに財政支援が行われる．そして，ラオスの道路整備状況と財政状

況および裨益者数を考慮すれば，小規模の道路整備は参加型を選ばずにはいら

れないであろう．単一の目的を持った集合行為論に準ずれば，地域住民は自発

的に参画し，小さな市場を形成することができる．つまり，市民社会が中心に

なる開発とは，地域住民が自主的に参画する条件が求められる．その条件とは，

1) 個人が利他的に意思を選択する，2)住民が本事業の目的を地域の目的であ

るとして内生化する，3)行政能力によって，住民が自発的にまたは強制的に参

画する条件が与えられる状況を行政が導き出さなければならないのである． 

本事例においては，道路整備にかかる協議だけでなく，技術移転に住民が参

加することによって，地域住民のプロジェクトに対する認識および地域への関

心を向上させることができた．つまり，正統性を確保する討論過程とは，市民

社会活動への参加というあらゆる行為によっても誘引できる可能性もあり，イ

ンフラ維持管理という分野にこだわらず，多様に且つ包括的に地域住民が市民
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社会に参加する機会を増やすことが重要である．これによって，イデオロギー

的動機とアイデンティティ的動機を促進させることができる．つまり，個人の

効用を最大化する経済学をここで討議する必要はなく，事業目的の正統化，行

政能力によるインセンティブが市民社会の失敗を克服できると言える．そして，

それは行政が長期にわたって形成してきた信頼に起因する．  
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5．5 おわりに 

開発経済の失敗は，過去に政府の失敗と市場の失敗という 2 圏のカテゴリー

で議論がされてきたが，本章では Mansuri の「市民社会の失敗」の概念を用い

て，ラオスの事例にもとづき政府・市場および市民社会の社会的構造を考察し

た．本章における市民社会とは，共通の意識と平等の原理の下で動員されると

仮定した消費者協同，信用貸付，近隣の組合，宗教的組織，公式･非公式的な協

会，市民グループを示す．市民社会の概念は，歴史的に市場と政府，または政

府と市民が対立する二項モデルから，市民社会を独立させた三項モデルと発展

し，開発分野においても同様に対立型の関係が意識されてきたが，実際には市

民は政府と市場の 2 つの圏に大きく依存し，切り離すことはできない．一般的

に農村地域の参加型開発は，市民社会と行政のみが存在し，市場の役割が小さ

いまたは市場が存在しない状況にある．その場合，プロジェクトを通した明確

な利益（実用的正統性）が住民に認識されにくく，長期的な市民参加の動機を

持たせることは難しい．そのため，農村開発は，セクター的な縦割りの開発ア

プローチでなく，市場，農業，交通サービス等を含めた横断的，包括的な地域

アプローチによる市場形成が求められ，市民社会と政府に留まった 2 圏だけで

なく，市場といった構造的動機を形成することによって，プロジェクトの自立

発展性が可能となる．つまり，市民社会の概念は，独立した対立的領域モデル

ではなく，政府または市場と補完・相関関係があり，3 つの圏がプロジェクト

に存在する概念が妥当である．しかし，現在の開発援助では経済開発と社会開

発の双方が開発課題として二面的戦略が主流であり，経済開発では，政府を中

心にした市場的アプローチが強く実施されている．特にインフラ分野では，政

府の予算的制約の観点から，PPP（パブリック・プライベート・パートナーシッ

プ：公民連携）が推進され，援助開発が巨大な市場として君臨している．この

ように市場または政府といった 2 圏が強い援助開発は，社会開発の欠如をもた

らし，長期的に持続可能な発展，つまり 1)経済的，2)社会的，3)環境的発展を
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もたらすことはできない．持続可能性を確保するならば，政府，市場そして市

民社会の 3 つの圏が存在し，相互関係を活性化すること，つまり，公共圏を拡

大することが求められる． 

参加型プロジェクトは，意思決定への参加を含めたエンパワメント戦略が必

要不可欠であり，持続的に地域住民が引続き参画する条件が求められる．その

条件とは，1) 個人が利他的に意思を選択する，2)住民が本事業の目的を地域の

目的であるとして内生化する，3)行政能力によって，住民が自発的にまたは強

制的に参画する条件が与えられる状況を導き出す必要がある．つまり，利己的

なミクロ経済論的意思決定は存在せず，公共圏における討議プロセスを市民社

会が正統化することによる事業目的の市民社会への内生化および行政能力が与

えることのできるインセンティブが市民社会の失敗を克服できるのである．イ

ンセンティブとは外的に与えられるものであるが，内生的（Endogenous）な市

民社会活動を促進するための効率的なインセンティブを行政が知ることにより，

有機的参加型（Organic participation）を確立することができる．そのために

は，政府関係者が地域の構造的動機(instrumental motivates)，イデオロジー

的動機(ideological motivates)，アイデンティティ的動機（identity-based 

motivates）という地域的・社会的そして歴史的文脈を理解していなければなら

ない．ここで，地域の歴史的且つ社会的文脈を理解した中枢的な知識集団であ

るエリート（Elite）の存在が必要になる．彼らが，政府側の専門家と共に不特

定多数の裨益者や市民社会とのコミュニケーションゲームのルールを理解し，

公的議論のプロセスを公開し，行政の意思決定プロセスの公正性・透明性を向

上させることが可能となる．これが，第 4 章において考察した技術の脱-再構築

を成立させるためのプラットフォームの構築，ミクロ・マクロ討論および混合

討論されたプロセスであり，途上国における開発援助事業の合意形成において

も同様に求められるのである． 

合意形成において，共通の認識をもつということは，全員が意思決定に同意
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することではなく，ある意思決定に到達するまでの過程をメタ合意することで

ある．メタ意思決定が，討議過程の中で理解可能性と当然性が確保できたと判

断できるひとつの条件であると考えるならば，討論が行われる「場」である公

共圏の拡大は，メタ合意の可能性を拡大する．つまり，市場・政府そして市民

社会の 3 つの圏が存在せず，公共圏が小さいことは市民社会の失敗である．市

民社会の失敗とは，政府や市場と密接に連動し，政府や市場を経済的そして民

主的な活動を促進させる文化を創り出すことのできない社会である．反して，

健全な市民社会とは，政府や市場への依存性や開放性を調整することができ，

単一の目的のためにシステムを独自に形成できる，つまり自己組織化できるシ

ステムを内包している共同体であると言える． 
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第 6 章 インフラ整備におけるアダプティブマネジメント 

6．1 はじめに 

本研究では，開発援助事業における公的アカウンタビリティを再定義し，ス

キーム毎に委託-受託の相互関係の整理を試みることによって，相互アカウンタ

ビリティの形成には，被援助国側と援助国側との間に，お互いに協力的関係が

存在すること，長期的な信頼関係が存在することが望ましいことがわかる．ま

た，アカウンタビリティとは，何をアカウンタブルするかという結果重視

（result-orientated）ではなく，外的要因および内的要因ともに，如何にメカ

ニズムを確立していくかというプロセス(process-orientated)論であり，事業

の目標を評価する指標でしかない．つまり，アカウンタビリティを数値的に評

価しても，それは意味を持たない．長期的な自立発展性を確立するためには，

アカウンタビリティを社会システムとして確立していくメカニズムを形成して

いくことが求められる．そして，それを効率化できるのが，主体間の相互アカ

ウンタビリティという社会構造である． 

社会構造を形成するには，ガバナンスが求められる．国際援助におけるガバ

ナンスとは，被援助国の民主化や行政機能の効率化等，経済活動を促進するた

めの手段であるという定義である 1)が，本研究におけるガバナンスとは，主体

間の相互作用や意思決定から社会規範や制度を形成し，それを再構成するシス

テムと捉えている．再構成できる社会システムの外要因として国際援助が存在

するとすれば，そのプロジェクトの認識的正統性が被援助国の国民に存在しな

ければならない．そして，外要因を内生化するためには，人を介した技術協力

や参加型プロジェクトのような「顔の見える援助」である支援が有効な手段で

あると考えられる．有償資金協力においても「顔の見える援助」を促進するた

めに，我が国の技術やノウハウを活用する本邦技術活用条件（STEP）制度が
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2002 年に導入されているが，技術や製品をパッケージ輸出するといった画一

的な支援は現地に受け入れられない可能性が高い．提供した技術や製品が被援

助国の社会システム上で認識的に正統性を確保されるためには，それらが社会

で与えるメカニズムの変化を援助国は理解しなければならない． 
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6．2 国際開発事業における事業評価 

事業評価とは，メカニズムの変化を評価することを意味する．国際開発事業

における事業評価は一般的に，PDCA サイクル（ロジカルフレームワーク）に

基づき，経済協力開発機構／開発援助委員会（OECD-DAC）による DAC 評価 5

項目に基づき，評価が行われる．5 項目は 1)妥当性（relevance）:プロジェク

トの目標が受益者のニーズと合致しているか，問題や課題の解決策としてプロ

ジェクトのアプローチは適切か，相手国の政策や日本の援助政策との整合性は

あるかなどの正当性や必要性を問うもの，2)有効性（effectiveness）:主にプ

ロジェクトの実施によってプロジェクトの目標が達成され，受益者や対象社会

に便益がもたらされているかなどを問うもの，3)インパクト（impact）：プロ

ジェクトの実施によってもたらされる正・負の変化を問うもの，または直接・

間接の効果を問うもの（予測した・しなかった効果を含む），4)効率性

（efficiency）：主にプロジェクトの投入と成果の関係に着目し，投入した資

源が効果的に活用されているかなどを問うもの，5)持続性（sustainability）：

プロジェクトで生まれた効果が協力終了後も持続しているかを問うものであ

る．そして，これらの評価が，事業や相手国政府の政策にフェードバックされ

る 2)．  

政府や行政が実施するアカウンタビリティ促進の活動である「見える化

(visualization)」による社会的インパクトや数値的な評価（Key Performance 

Index:KPI），国連が推進する成果主義（Performance-based management）は，

目標値や基準値と結果との差異を可視化することによって，評価が存在する意

味を持ち，国際機関が掲げる数値的目標は，表面的に問題を理解するための指

標でしかなく，数値的目標の達成は，社会システム変革するメカニズムではな

いことを我々納税者や裨益者は理解していなければならない．  
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そして，社会構造を理解するだけではなく，社会における問題を生み出し

たメカニズムを変えない限り，問題を解決したことにならない．支援の方法

や制度が被援助国の社会の持続的成長をもたらさず，限定的成長しかもたら

さない場合は，その支援は根本的な介入ではないといえる．今般の対テロ政

策や，「ビッグ・プッシュ」のような国際機関の強制的な介入は，現地にお

ける非生産性や依存性を増大させる線形思考に他ならない． 

つまり開発支援とは，成果目標を達成するだけではなく，成果が社会シス

テムでどのように機能するかを考えた支援でなければならなく，簡潔に言え

ば，Plan(計画)→Do（実行）→Check(評価)→Action（改善）を管理する一定

化したサイクル的な組織ではなく，各システムのレベルを向上させるような

スパイラルループである．そして，介入されたプロジェクトは，ロジカルフ

レームワークの長期目標に向かって高次元的なループを形成し，自立発展す

るシステムを作るメカニズムに内生化されることを目標にしなければならな

い(図 6-1)． 

図 6-1 長期目標（共通価値）に向かった高次的なループ 

援助国および被援助国では異なる社会的・文化的コンテクストが存在する．

社会システムのメカニズムを理解するためには，すでに内生化されている過去
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の経験や知識の結果として形成された潜在的価値の自己認識と共に，異なった

価値観への開放性が必要となる．国際開発事業において，被援助国の文脈を理

解しない専門家が，被援助国における社会構造を俯瞰的に把握し，その社会シ

ステムを成長させる支援方法，支援制度を提案できるのは，被援助国のリーダ

ーと同じ視点に立たなければならず，それを可能にできるのは被援助国の社会

構造を認識している援助国の専門家の存在である． 

近年グローバル市場が拡大し，市場のメカニズムは，さらに複雑化している．

ビジネスであっても，公的なサービスであっても，多様な要素が相互に関連し，

それらはあるパターン的な社会構造を保っていると考えるならば，それらを観

察し，分析するだけではなく，それらの関係性を俯瞰的に見る必要が求められ

る．第 4 章で論じたように，日本人は全体を俯瞰的に，且つ相互関係を見るこ

とには長けているが，それを分析的に見ることに欠けている．また，内集団へ

の意識が強いため，外集団への開放性が小さく，過去の経験やデータによって

蓄積された潜在的なモデルで外要因を判断し，内集団へ取り込もうとする．こ

れは，価値を共有しているとは言い難い． 

今，我々は外要因と内集団に存在する潜在的モデルとの相互関係を認識し，

価値変容のプロセスを経て，新しい創造的価値を見出すことが必要である．そ

のためには，専門家と呼ばれる人材やリーダーに価値の多様性を受け入れる素

地と 異 な るコ ン テ ク トに よ っ て形 成 さ れ た潜 在 的 価値 を 見 極 める 能 力

(Capacity)が求められるのである． 
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6．3 正統性キャパシティ 

援助国から導入された技術や製品の社会的・文化的必要性が潜在的に認識さ

れば，社会で内生化され，社会構造が成長するループの内生的要因となる．そ

のためには，外要因と内集団に存在する潜在的モデルとの相互関係を認識し，

価値変容のプロセスを経て，異なるコンテクストにおける潜在的価値に受け入

れられる必要がある．発展途上国におけるインフラ整備は，産業の育成や経済

成長の前提条件と考えられており，初期投資は，投資乗数の効果が高い拡大再

生産と捉えられる．インフラ整備がその国の産業や経済の方向性も決定する前

提要因とするならば，被援助国における社会システムのメカニズムとして，そ

の国のコンテクストと合致する内生化への変換が強く求められるであろう． 

しかし，日本政府が掲げる「質の高いインフラ輸出」は，日本における過去

の学習と経験を踏まえた「日本型潜在モデル」の危険性が存在する．相手国の

社会システムを変革すべきインフラ輸出戦略では，「日本方式」普及のための

ODA 活用等，日本型に固執したモデルからの脱構築，そして，潜在モデルの変

容を経た創造的価値観を兼ね備えた再構築モデルでなければならない．そのた

め，援助国への介入に関しては，製品や技術等による支援だけでなく，それに

伴う組織改革や制度改革などのソフト的アプローチを同時に実施することが

有効であると考えられる．そして，製品および最新技術を支援する場合は，技

術者等の人を介した協力が最前にあること，その人材は，異なるコンテクスト

の社会の中で認識的正統性を拡大できる人材であることが求められる． 

正統性（Legitimacy）とは，規範・価値・信念・定義などの何らかの社会的

に作り上げられた制度の中で，望ましく，公正であり，または妥当であるよう

な存在の行動であるという一般化された認識ないし前提である 3)．特に本章で

定義する正統性キャパシティとは，潜在的価値により形成されたモデルを見極
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めると共に，外要因を社会的かつ文化的に内包化できる能力であると定義でき

る．言い換えれば，異なる価値観のメタ認識ができる人材である．正統性キャ

パシティの増大は，価値共有の拡大を意味する．国家・市場そして市民社会が

異なる価値観のシステムで形成されているとすれば，正統性キャパシティの強

化は，公共圏の拡大であるとも言える． 

正統性キャパシティを持つ専門家また専門家集団，およびリーダーの存在に

よって，技術や製品が被援助国の社会の中に潜在する価値に合致し，社会シス

テムの自立発展的メカニズムの内的要因と変革されるはずである．つまり，第

4 章で論じたポスト・オンステージ理論は，この認識的正統性の拡大を含意す

る．認識的正統性最大化とは，共有する潜在的価値の拡大である．そして，潜

在的価値は，あらゆる行為者が相互作用を通じて構造化される社会システムか

ら形成されるため，潜在的価値を認識するためには社会システムを分析するこ

とが求められる．しかし，社会システムを分析するに当たっては，留意が必要

である．組織学者である Senge4)は，ビジネスや人間も相互に関連し合ってい

るシステムであると認識し，システムの構造とは，目に見える社会構造だけで

はなく，時間と共にその構造に影響を与える変数の相互関係であり，システム

を構築してきた基本的考え方や，相互関係の自体が，組織や社会の学習障害を

生み出しているとしている．また，近年の社会構造では複雑性が存在しており，

それらの相互関係を分析し，潜在的価値を見分けることは極めて難しい．加え

て，社会構造には複雑性だけでなく，時間的・動的な複雑性も存在する．動的

な複雑性は，原因と結果が捉えにくく，相互作用が長期的に及ぼす効果が明確

ではないため，さらに分析が難しいと警鐘を鳴らしている．そして，従来の予

測・計画・分析方法は，このダイナミックな複雑性を扱う機能を備えておらず，

一般的なシステム分析は，ダイナミックな複雑性でなく，種類による複雑性に

焦点をあている．そして，いくつもの変数や複雑多岐にわたる詳細要素を伴う

シミュレーションは，線形思考をもたらし，パターンや主な相互関係に目を向

けることを妨げる可能性があるとしている．そのため，内生的にシステムを分
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析する場合に，客観的，且つ俯瞰的な分析（彼らが唱えるところの「森も見て

木も見る」）が求められる． 

Senge5)が唱えるこのシステム思考とは，共有ビジョンの構築だけでなく，

メンタルモデルへの対処，チーム学習，個人的動機付けというディシプリンが

必要であり，言語を再構築する認識の転換と環状の言語形態が必要であるとし

ている．これは，Adler6)の唱える自己崩壊のプロセスと同義であり，技術の

脱・再構築プロセスのリンガ・フランカである．Senge はこれを「メタノイア

＝心の転換」と呼び，これによって，認識の根本的な転換や変化と新しい創造

的認識が可能になると提案している．そして，このような内生的な改革や変化

は，ループ型の思考を強化し，ループ型の進化する組織を形成する．内生的に

強化されたループは，時間軸で冗長性をもち，ある変動のある環境の中でもシ

ステムが生き残るといった組織的なレジリエンスを形成することができる．そ

して，レジリエンスな組織は，新しい価値を吸収できるアダプティブな組織に

なるキャパシティを潜在する 7)． 
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6．4 インフラ事業におけるアダプティブマネジメント 

本研究では，国際支援における公的アカウンタビリティを「受託者（X）が

委託された行為(Z)について委託者（Y）に説明可能である」というシステムに

簡素化して考察し，相互アカウンタビリティとは，双方間で何をアカウンタブ

ルするかという結果重視（result-orientated）ではなく，外的要因とともに，

如 何 に 社 会 メ カ ニ ズ ム を 確 立 し て い く か と い う プ ロ セ ス

(process-orientated)であることを分析してきた．つまり，一般の PDCA サイ

クルといった評価を中心にしたプロジェクトの管理方法は，リーダーや管理者

が短期的な結果重視に陥る危険性が存在する．目標による管理方法ではなく，

長期的な視野をもった永続性のある学習組織が求められるためには，組織のマ

ネジメントプロセスを構築する必要がある．そのため，ここでは創発的自己組

織と認知，すなわち自らの環境をループ化する内生的学習能力を持ったマネジ

メントプロセスについて考察する． 

 

6．4．1 ナレッジマネジメント 

Mansuri and Rao8)は，世銀の参加型開発の過去 10 年間におよぶプロジェク

ト管理者に対して調査を行い，プロジェクトのモニタリング文書では，1/4 程

度しか事業の過程について調査されておらず，1/3 程度の報告書しかプロジェ

クトの問題点を指摘していないと批判している．さらに，彼らの調査の結果，

プロジェクト実施期間中における短期的な管理者の交替が効率的な組織のラ

ーニングシステムやプロジェクト管理の妨げる原因となっているとし，効率的

な不平や苦情の申立てができるメカニズム（Grievance mechanism）を推奨し
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ている．この Grievance mechanism は，プロジェクトの効率的な運営をもたら

し，コミュニティの自主性(Ownership)も強化できる．JICA でも，環境モニタ

リング等で Grievance mechanism が存在するが，基本的にネガティブな評価を

元にしたプロジェクト管理の効率的なメカニズムは欠けている． 

そして，国際機関と同様に，JICA 在外事務所における現地の日本人職員お

よび専門家やボランティアの任期も一般的に 2，3 年であり，プロジェクト実

施期間が 3-5 年(円借款では 5-10 年またはそれ以上)とすれば，数名の異なっ

た認識を持つ管理者がプロジェクトを実施することとなる．現地事務所におけ

る現地スタッフは長期雇用者が多く，円借款の監理は現地職員が中心になって

いるものの，その他のスキームでは報告書や案件の情報等は日本語での処理が

多いため，長期に現地事務所で従事する現地職員のプロジェクトへの関与が限

られることも多い．JICA 組織内でも，ナレッジマネジメントの必要は強く認

識されており，職務組織的な知識マネジメントの一環として Knowledge 

Management System を採用し，JICA ナレッジサイトを構築した．サイト上には

事業の評価表等が一般公開されているが，残念ながらそこには，Grievance 

mechanism は存在しない． 

知識を集積・修正できる PDCM のマネジメントサイクルと不平・苦情の申立

てができるメカニズム（Grievance mechanism）の両方を兼ね備えた ナレッジ

マネジメントシステム（Knowledge Management System）が援助国の専門家に

よって活用されれば，より正確な情報の伝達が可能になるはずである．しかし，

現実には，援助国およびドナーの多くが納税者である国民や支援者への結果重

視のアカウンタビリティ(Result-orientated accountability)を強く意識し，

不平や問題点を載せた評価は載せない等の問題が存在し，この Grievance 

mechanism が軽視されている．組織の管理者およびリーダーはこの失敗の基づ

く情報を組織の成長にとって如何に有益な情報であるか，関係者に正統性を持

たせる必要があるであろう． 
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表面的な知識や経験の蓄積は組織のマネジメントの変革には影響しない．内

部および外部者と情報共有を実現する情報システムは，ナレッジマネジメント

を可能にするプラットフォームとなりうるが，コード化された過去のデータだ

けでは，活用できない．ナレッジは個人の中に潜在しており，情報システムだ

けでは管理はできず，ナレッジマネジメントとは，情報システムを導入すると

いう形式化したものではなく，組織内のコミュニケーション方法や，ナレッジ

学習のループのアウトプットを如何にマネジメントに活かすかといったこと

が求められる．Senge は，このように個人の知識の共有を引出す要因を Enabler

と呼び，それを可能にするのは 1）経験知，2)自己実現知，3)社会知，4)環境

知，5)自己組織知であるとしている．経験知は，ナレッジを共有すると得にな

るという経験からくる認識であり，自己実現知は，仕事に成功し当事者として

喜びを感じるという達成感と満足感からくる認識である．社会知は，自分のナ

レッジが利用されることによる参加意識と組織や社会に役立っているという

認識，環境知は組織が置かれている環境を打破しようとする状況認識であり，

自己組織知は，ナレッジを提供することにより自分の貢献を組織に認められた

いという認識であるとしている．しかし，これらの Enabler は，Grievance 

mechanism と相反し，これらの Enabler に対する組織内の理解がなければ， 組

織成長のための Grievance mechanism は存在できない． 

ナレッジマネジメントでは，情報や形式知の共有に加えて，暗黙知として存

在する知識や経験など，個人的文脈を共有することが重要である．そのため，

ナレッジマネジメントも知識というものを生産するプロセスのインセンティ

ブ設計が重要となる．ナレッジマネジメントのプラットフォーム形成として必

要なものは，暗黙知である潜在的システムを共有化し，新しい価値を創造する

システムを形成する場である．Enabler より共有されたナレッジは，関係者間

で共同化(Socialization)し，それらの共通ナレッジを明示的に表現する表出

化（Externalization）が必要である．この表出化によって，暗黙知として認

識されていたナレッジが形式化するとしている．その後，形式知を組み合わせ
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て体系的形式知を創造する連結化（Combination）によってナレッジが組織内

で共有され，その体系系的形式知を体験し，グループや組織内で内包化するこ

とにより，組織の暗黙知として体系化する内面化（Internalization）という

知識創造のプロセスモデルであるスパイラル「SECI モデル」が形成される 9)．

このモデルも，サイクルではなく，知識変換の 4 つのモードを経由して，増幅

され，高次のスパイラル毎によって，個人の暗黙知も増強されていく自己組織

化のプロセスである(図 6-2)．つまり，ナレッジマネジメントも同様に短期間

に作り上げていくものではなく，組織の文脈・文化に合わせて個人の知識や経

験を蓄積し，関係者で長期的に創り上げていく再生産的なシステムではなくて

はならない． 

図 6-2 自己超越プロセスとしての知識創造(野中 1998) 

 

6．4．2 アダプティブアセットマネジメント 

一般的にアダプティブマネジメントとは，複雑で動的な森林や生態系の管理
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で活用されており，生態系のシステムや我々が予測できる範囲は限られている

と言う理解のもと如何に応答していくかということが求められている．インフ

ラ分野においても，生態系と同様にテロや自然災害，人的な要因等，複雑な予

期できない要因が存在する．我が国では，高度成長期に建設された膨大なイン

フラの老朽化が着実に進行しており，少子高齢化社会の到来による税収減少や

社会保障費用の増大によるインフラ整備の財源基盤の縮減が懸念されている．

インフラ資産の劣化は多様な不確実性に影響され，劣化速度は環境等の多様な

要因によって著しく異なる．そのため，長期的なインフラ資産管理も将来時点

における補修需要を予測しライフサイクル費用を評価するためには，複雑性を

考慮したアダプティブなマネジメントが求められている． 

2014 年より開始した SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）プロジェ

クトでは，我々は，統計的劣化予測モデルを用い，橋梁に特化したアセットマ

ネジメントの研究に着手している．橋梁は構造が複雑で構造形式や規模が類似

していても劣化速度は異なる．そのため，橋梁の劣化モデルは個々のミクロな

異質性を表現するために「混合マルコフ劣化ハザードモデル」を基幹技術とし，

目視による橋梁の定期点検データを活用するとともに，ライフサイクルコスト

の評価・最適化手法として，割引現在価値最小化モデルに加えて，平均費用最

小化モデルを選択することができるといった特徴を有している．過去の劣化状

態を記録したデータをもとに統計的に劣化過程の規則性を推計する統計的劣

化予測モデル（マルコフ劣化ハザードモデル）は，実際の管理対象のパフォー

マンスデータを用いて推計することで，その結果が維持管理の現場での経験的

な知見との整合性が図りやすい．特に，点検や補修履歴に関する情報を蓄積し

た統計データを用いて推計した劣化予測モデルは，ある当該期間の施設の劣化

パフォーマンスを評価し，平均的な劣化速度や個別部材毎の劣化速度の相対評

価によって著しく劣化が速い部材等を評価することができる．ライフサイクル

コストの算定においては，橋梁ごとに予め複数の管理目標が設定され，それに

より予防保全から事後保全までの種々の対策メニューの選択が可能となり，ラ
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イフサイクルコストを最小化するような戦略を策定することができる．劣化予

測では，理論式や経験式に基づく劣化曲線が環境条件に応じて複数設定されて

おり，さらに点検結果を考慮して，劣化曲線を修正することにより劣化予測の

精度向上を図ることが可能であり，経験や環境に応じたアダプティブなマネジ

メントモデルであるといえる(図 6-3)． 

図 6-3 橋梁管理におけるアダプティブマネジメントモデル 

マネジメントルールの形成において，いかなる組織においても設計・管理や

判定における基準はコアルールとして存在する．研究では，蓄積された全国 3

万橋の点検データを活用し，平均劣化曲線(ベンチマーク)から劣化要因を異質

性パラメーターとして，径間ごとの劣化速度を相対評価する．そして，劣化特

性のグルーピング行い，蓄積されたポートフォリオの統計的劣化モデルのに基

づき，グループ毎にプロファイル化する．ここで，マネジメントルールである

知識の集合が形成される(図 6-3：マネジメントルールの集合)．それらのルー

ルを基本に，多様なマネジメントオプション(図 6-3：例として戦略 A，B)が形

成できるのである． 
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各組織においては，PCDA における組織目標が設定されている．それらの目

標に沿って，マネジメントルールの集合から，組織の文脈に沿ったセミコアル

ールを選択することが可能になる．マネジメントオプションは，グルーピング

モジュールによって管理する橋梁システム全体を戦略に従って，個別型対応と

するのか，または一般型対応とするのか分類し，一般型対応の場合は，その状

況に応じたマネジメント戦略（図 6-3：戦略 A，B）が選択される．そこで，分

類設定したプロファイリングに従い，劣化推移確率の推計や劣化・補修過程の

シミュレーション等の分析がグループごとに実施し，戦術レベルで，中期的に

かつ優先的に補修すべき対象部材を選定する．優先順位の決定手法としては，

費用便益分析の他，路線の重要度など複数の決定ルールを，行政の方針(目標)

によって任意に選択できるように設計しなくてはならない．維持補修レベルで

は，戦術レベルにおいて決定した優先順位（中期的に補修すべき箇所のリスト）

に従って補修を実施した履歴が記録され，これらのマネジメントサイクルを実

践的に行える環境を作り出すのがアダプティブなアセットマネジメントであ

る． 

このモデルは，経験や知識を内生化し，PDCA サイクルを高次ループ上にま

わしていくことが可能である．そして，同時にデータ不完全性を研究すること

で，図 6-4 に示すように統計的劣化曲線が，戦略の整合性を高める結果となる．

また，戦略の整合性を高めることができれば，「建設時期」と「健全度」の少

ない現地調査データで補修戦略を確定することができ，点検やマネジメントの

簡素化が可能となり，多様性を内包したこのモデルは，組織内における効率性

を可能にするといえる．つまり，本モデルは，システムを観察（点検）しなが

ら，不確定性を減少させ，意思決定をつかさどるための双方向のプロセス

(Interactive process)を形成するアダプティブマネジメントシステムを有し

ていると言えるであろう． 

上記におけるマネジメントモデルは，階層的マネジメントサイクルにおける
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技術的な側面でしかない．そのため，財務や政策も含めた組織の構想レベルに

おけるプロファイリングの共有ビジョンであるメタ価値の形成が求められる．

しかし，共通のビジョンを共有できない組織は，同じ方向性に進むためのマネ

ジメントループは存在できない．現在の我が国のインフラマネジメントの非効

率性の問題は，技術や財務といった縦割りのマネジメント方法に起因しており，

小林 10)らは，行政や企業，組織が抱えるアセットが直面するリスクポジショ

ンを評価し，組織の継続的発展のためにアセットポートフォリオを組み替える

ことによりアセットの更新を戦略的に実施するためのマネジメントプロセス

の国際標準モデルである ISO55000 シリーズがそのツールになると提案してい

る． 

図 6-4 アダプティブマネジメントによる統計的劣化曲線の変化 

国際規格である ISO55000 シリーズが定義するアセットマネジメントとは，

「アセットからの価値を実現化する組織の調整された活動」である．ISO55000

シリーズでは，アセットを耐久財だけでなく，ソフトウェアや特許，情報，金

融資産および人材等の有形・無形資産，金銭的・非金銭的なもの等，組織にと

って価値を有する全ての資産を定義している．しかし，アセットは，組織が目

標や目的を継続的に達成していく手段であり，それぞれの組織によってその重

要性は異なり，重要性も次系的にそして多様に変化していく．特に，インフラ

の有形アセットは初期投資が高く，それらの目標や目的に順じて，効率的且つ

効果的に活用できるかが焦点となり，このように関係者の価値の共有が前提と
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なる．そして，価値の実現化は，コストやリスク，機会やパフォーマンスの便

益の最適化が含まれており，予算執行や政策評価は，メタマネジメントシステ

ムの指標となる．組織のマネジメントとは，これらが相互的にシステム化でき

るようなマネジメントループの形成である． 

アセットマネジメントシステムとは，アセットマネジメントの方針，目標等

を達成するためのプロセスを確立するために，相互に関連または作用する組織

の一連の要素であると定義できる．同時に，アセットマネジメントとは，組織

のナレッジマネジメントが基本となり，現在所有する知識や経験を再構成する

ことが必要となる．小林は，マネジメントを可視化することは組織内の取引費

用が極めて大きく，組織内にすでに内包されている分散化されたナレッジを集

約するツールとして，国際開発で活用されているロジカルフレームワークを提

案している．フレームワーク手法は，現在ある知識や経験を形式知化すること

が最大の目的である．このプロセスによって，多様な関係者が情報を共有する

プラットフォーム形成が可能となる． 

 

図 6-5 アセットマネジメントにおけるマネジメントシステム 

トップダウン的な介入は，国際開発と同様に内生的な変化を与えることは難

組織のマネジメント

アセット
マネジメント

アセット
マネジメント
システム

アセット
ポートフォリ

オ

アセットマネジメントの方針，目標等を
達成するためのプロセスを確立するための
相互に関連し，または影響し合う一連の要素
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しいが，第 5 章のような参加型の介入は内部関係者のエンパワメントを形成す

ることが可能となる．フレームワーク手法を管理者が作成し，問題点や改善点

を評価しても，技術者や組織内部者に対して正統性を確保することはできなく，

この評価は，システムを再生産するガバナンスにはならない．組織のリーダー

は，組織内に分散化したロジックを横断的に集約し，組織内のナレッジプラッ

トフォームを形成していく役目を覆っているが，その形成においては，現場に

いる技術者および実務者のエンパワメント化が必要となる．上記に示すように，

それぞれのリーダーや管理者は，目標や目的の評価ではなく，現状と目的の差

異の原因に留意し，短期的アカウンタビリティに翻弄されず，長期的な組織学

習の形成が求められていることを常に意識していなければならない． 

システム化とは，相互に関連・作用しながら，システムを再生産し，変革し

ていく自己組織的役割が必要であり，そこにはガバナンスの概念が求められる． 

ISO55000 シリーズのプロセスは，これらの長期的なループ形成を見越して設

計されており，この概念を組織に定着させることができる．つまり，ISO55000

を取得した組織は，レジリエントな自己学習できる組織として認識される．こ

れは，国際規格を取得することによって，建設と管理を長期的に且つ一体的，

且つ効率的に行うことができる組織能力の証明でもある． 

今般の国際市場では，パブリック・プライベート・パートナーシップ（PPP）

や，建設だけでなく長期的な維持管理を包括委託するプロジェクトが増大して

いる．つまり，国際的に活動を行う団体が，マネジメントに関する十分な能力

を国際的に証明する手段としても活用できるのである．1994 年に世界銀行は

融資条件として，アセットマネジメントの義務化を課し，そのためのソフトウ

ェアが開発され，世界のディファクト標準になっており，今後，ISO55000 シ

リーズは，インフラ・プロジェクトの調達における基本的要求事項になると考

えられる． 
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6．5 おわりに 

本研究では，開発事業における 2 国間とその国民の関係に簡素化し，アカウ

ンタビリティの観点から，内生的な変革ができるレジリエンスを持ったマネジ

メントループが必要であると論じてきた．レジリエンスを持った組織は，突発

的な変化や外要因をしなやかにかつ強靭に対応できる．さらに新しい価値観を

創造できる潜在能力を秘めているといえる．そして，そのような組織には，閉

塞性と開放性の双方をもったリーダーの存在が必要であり，彼らによって次の

ループへのレバレッジ(変革)が可能になる．我が国では長年保持していた技術

力と共に劣化予測の開発が進み，アセットマネジメントは 2005 年ごろより普

及している様子を見せているが，財源や税制，会計制度等を含めた横断的なマ

ネジメントには達しておらず，長期的視野にたったマネジメントのアカウンタ

ビリティに関する認識を改める必要がある． 

アセットマネジメントは，価値（Value）無形資産や非金銭的なものを如何

に資産として数値化するかがシステム形成の大きな課題であるといえる．価値

を数値的に定義付けるためには，関係者における価値の認識共有が焦点となる．

小林 11)は，関係者のニーズを反映し，価値を定義つける意思決定のプロセス

を確立することで決定されるとしており，これはプラットフォームのガバナン

スに依存する． 

開発援助は，国家だけでなく，国際機関，国際 NGO や現地 NGO，コンサルタ

ントをはじめとする企業といった，いわば，複雑な大きな組織であるといえる．

そして，途上国では，予期しなかった問題や状況の変化が発生する．専門家は

それを予測しながらも，柔軟に対応できるフレキシブルなプロジェクトを計画

し，委託者である我々国民はそれを理解しなければならない．また，マネジメ

ントにおける定型化されたプログラムやソフトウェアの導入が，システムを再
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生産できないのならば，それはシステムではない．システムがループ化し，組

織内で効率的かつ効果的に実践されて初めて，マネジメントシステムと呼べる

のである．組織のリーダーはこれらを十分に理解して，改革に望まなければな

らない．アカウンタビリティ短見（Accountability myopia）に陥ってはいけ

ないのである．それは，長期的且つ大局的視野の欠如を生み出し，真の失敗を

見落とすことになる． 

ISO55000 シリーズの目的は，常に変化するリスクや要因などの複雑性に対

し，継続的な改善ができるフレキシブルなマネジメント組織の形成である．つ

まり，Maedow らの唱えるレジリエンスな組織形成のプロセスを提示するもの

であるといえる．組織改善や人材育成等，インフラ分野における円借款附帯事

業として，技術協力や専門家派遣がなされているが，今後，ISO55000 シリー

ズを相手国機関に課すことになれば，彼らのサステイナブルな組織的改革が可

能となるはずである． 
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第 7 章 結論 

近年，グローバル市場そして社会への波はすでに留まるすべはない．我が国

は，長年培った技術力でその波を渡るべく船を漕いできた．しかしながら，国

際市場における日本企業の停滞は著しく，特にインフラ市場では，欧米諸国は

じめ中国，韓国が官民一体となって受注競争に参入しており，日本政府が多く

の方針や対策を打出しているものの，国家が主体となって国際受注競争で戦う

意識と政策がまだ成熟していないことから，大きく遅れをとっている．今後も

激化するであろうインフラ国際競争の中で，日本独自の戦略的アプローチを形

成することが急務である．また，日本政府は教育改革，企業支援や研究支援，

人材育成を通して，国際競争力の強化を推進しているものの，アカウンタビリ

ティという外来語の罠に陥り，且つ，潜在的日本型社会システムから脱却でき

ないジレンマに陥っている．潜在的社会システムによって形成された制度は，

システムの変革をもたらさない． 

本研究は，日本政府が推進している日本型インフラ輸出事業の今般の問題点

に着目し，我が国が長年培ってきた開発援助を通してアカウンタビリティをゲ

ーム理論の視点から見直すことにより，日本型潜在的社会システムの問題点を

抽出し，その変革を提案するものである． 

本研究は 7 つの章より構成されているが，大きく 3 つに分かれている．第 2，

3 章は，開発援助における公的アカウンタビリティ，そして，相互アカウンタ

ビリティを理論的に分析し，モデル化した．一律的にモデル化をすることは，

それ自体が多様性を失う危険性もあるため，第 4，5 章では実践例を踏まえて

特異性を考察しながら，普遍性を見出すために，ベトナムとラオスの事例を引

用した．ここでは，アカウンタビリティ理論を実践的に捉え，ポスト・オンス

テージ理論，正統性理論を展開している．そして，第 6，7 章では，これらの
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結果から我が国のインフラ輸出にかかる方向性に対し，提言を纏めている． 

まず，第 1 章では，本研究の背景および目的，本研究の特異性を述べ，開発

援助において，一般に活用されている公的アカウンタビリティとアダプティブ

マネジメントの負の相関性を説明し，アカウンタビリティの新しい概念を再定

義する必要性を提示している．インフラ輸出における我が国の強みは，高品質

な技術と 1950 年代から継続してきた日本特有の強固な援助形式による「信頼」

であるが，過去の援助モダリティや日本型社会システムに固執することは，行

動に制約を与え，国際競争に遅れをとってしまう危険性が存在する．本章では，

過去の開発援助における政府間の関係を見直し，継続的に再生産されてきた日

本型システムのメカニズムを分析し，それを再生産しつつも新しい柔軟なアプ

ローチを見出す必要性を取り纏めている． 

第 2 章では，開発援助事業を通して，委託-受託関係から公的アカウンタビ

リティの概念を再定義し，スキーム毎に整理した．開発援助では，委託者およ

び受託者の関係は複雑であり，受託者と委託者そして委託された行為を判断す

る明確な基準とアカウンタビリティの統制が極めて複雑である．委託-受託間

での相互アカウンタビリティが，それらの統制を簡素化するために必要な条件

であるとすれば，援助国と被援助国の強い相互社会作用が開発援助の主要な社

会システムであることがわかる．あらゆるスキームの中で,国民へアカウンタ

ビリティを確立しやすい理想的なモデルとは，政府と強い委託-受託関係が存

在しない内生的アカウンタビリティを確立できる人を介した協力型の支援で

ある．ここでは，相互アカウンタビリティ発現のためのスキーム間の強固な連

携は必要であるものの，同時に相互アカウンタビリティの欠落の危険性も示唆

している．  

第 3 章では，ゲーム理論を用いて，アカウンタビリティを目的合理性とする

ことによる援助開発の非効率性の弊害について明らかにし，多様な関係者の信
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頼に基づいた相互アカウンタビリティという社会システムを形成していくプ

ロセスが重要であることを導き出した．続いて，意思決定者が援助国と被援助

国となった場合の主観的展開ゲームでは，互いの利得や立場を十分に理解して

いない場合でも，学習によって一度でもどちらかの戦略が受け入れられない場

合は，ゲームを変える，戦略を追加することが自らの利得を増加させる手段と

なる．本研究では，それを「中間技術」として表現しているが，これが現地文

脈に即したアダプティブな技術開発であり，技術協力プロジェクトの PDCA サ

イクルにおけるアダプティブマネジメントといえるであろう．現実には，交渉

の妥結に時間がかかるほどプロジェクトの完成が遅延することや人的資源が

交渉のために浪費される，つまり，利得が減少すると考えると，ゲーム開始前

に相手国の環境に応じた「提案技術」を準備していることが最大の利得を得る

ことであり，それが拒否された場合には，互いに提案する中間技術の主観的利

得が高くなるように要因を調整することが創発的な技術開発となる．これは，

今般の日本政府の最新技術輸出戦略の危険性を含意している． 

第 4 章では，高コンテクスト・低コンテクスト社会という一般概念を基本に，

高コンテクスト技術の脱・再構築には，技術のリンガ・フランカが必要条件で

あり，そのプロセスには，認識の共有化，正統性，長期的な信頼関係が存在す

るガバナンスをもったプラットフォームが必要であることを説明している．た

だし，高コンテクスト型のプラットフォームとは，長年蓄積した潜在的価値を

単に拡大するものではない．潜在価値を認識しながらも多様性を容認し，価値

の自己崩壊(Disintegration)のプロセスを経て，創造的潜在価値が共有され，

相手の文脈内で内生化されなければならない．これをポスト・オンステージ型

（日本思考型）の技術支援および技術開発と呼び，そのためには正統性キャパ

シティを持った専門家そしてリーダーが核になることを提示した．正統性キャ

パシティとは，内生的且つ外生的要因が常に変容している可変的な社会システ

ムに応じて制御を行う自己組織的な「場」の形成ができる人材であり，これを

可能にするのが相互アカウンタビリティである． 
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相互アカウンタビリティの確立は，効率的な意思決定の社会システムを形成

する．相互アカウンタビリティを，Giddens の社会構造における「意思の構造」

「正統化の構造」「支配の構造」の観点から考察し，ステークホルダーが多様

に存在する場合，専門家集団の存在が極めて重要になることを導き出した．そ

れは情報の非対称を是正するだけでなく，共通の認識・規範を保有するプラッ

トフォームの存在となりえる．「場」と呼ばれるプラットフォームでは，多く

の要素の共有が求められ，特に認知構造と価値共有が大きな意味を持つ．創発

的価値共有のプラットフォームプロセスを組織に取込むことにより，公的アカ

ウンタビリティの概念とアダプティブマネジメントとの負の相関性を解消し，

自己組織化ができるレジリエンスな組織によってアダプティブマネジメントが

可能になる有意な関係を引き出すことが可能になる．  

続いて，第 5 章では，市民参加型のプロジェクトを対象に，プラットフォー

ム構築のための開発における政府・市場・市民社会という 3 圏の社会構造の相

互関係について考察した．持続可能な開発とは，市場，農業，交通サービス等

を含めた横断的，包括的なアプローチと共に，政府・市場そして市民社会の 3

圏が存在し，相互関係を活性化すること，つまり，公共圏を拡大することが求

められる．そして，公共圏における討議プロセスを市民社会が正統化すること

により，事業目的の市民社会への内生化が可能になり，これは行政が与えるこ

とができる市民社会のインセンティブとなる．これも，また，第 4 章において

検討した技術の脱-再構築を成立させるためのプラットフォームの構築，ミク

ロ・マクロ討論および混合討論された専門家そしてリーダーの役割が同様に求

められる．合意形成において，共通の認識をもつということは，全員が意思決

定に同意することではなく，ある意思決定に到達するまでの過程をメタ合意す

ることである．メタ意思決定が，討議過程の中で理解可能性と当然性が確保で

きたと判断できるひとつの条件であると考えるならば，討論が行われる「場」

である公共圏の拡大は，メタ合意の可能性を拡大する．本研究では，小規模の

地域開発に特化しているが，大規模なインフラ開発も同様に，市民社会は政府
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または市場と補完・相関関係があり，3 つの圏がプロジェクトに存在する概念

が持続可能な開発であるといえる．現在の大規模な開発援助では経済開発と社

会開発の双方が開発課題として二面的戦略が主流であり，経済開発では政府を

中心にした市場的アプローチが強く実施されている．特にインフラ分野では，

政府の予算的制約の観点から，PPP（パブリック・プライベート・パートナーシ

ップ：官民連携）が推進され，援助開発が巨大な市場として君臨している．こ

のように市場または政府といった 2 圏が強い援助開発は，社会開発の欠如をも

たらし，長期的に持続可能な発展が懸念される．持続可能性を確保するならば，

政府，市場そして市民社会の 3 つの圏が存在し，相互関係を活性化すること，

つまり，公共圏を拡大することが求められるはずである． 

第 6 章では，長期的アカウンタビリティの観点から，内生的な変革ができる

レジリエンスを持ったマネジメントループが必要であることを論じた．レジリ

エンスを持った組織は，突発的な変化や外要因をしなやかにかつ強靭に対応で

きる．さらに新しい価値観を創造できる潜在能力を秘めているといえる．そし

て，そのような組織は，閉塞性と開放性の双方をもったリーダーの存在によっ

て，次のループへのレバレッジ(変革)が可能になる．内生的な自己組織化はア

ダプティブなマネジメントを可能し，ナレッジマネジメントによる知識の内生

化により強化される．生態系や森林系で活用されてきたアダプティブマネジメ

ントは，インフラ分野でも十分に適応できる．そして，アセットマネジメント

の国際規格である ISO55000 シリーズは，常に変化するリスクや要因などの複

雑性に対し，継続的な改善ができるフレキシブルなマネジメント組織の形成を

導くことができる手段であり，レジリエンスかつサステイナブルな組織形成の

社会システムが生産される組織であることを証明するものであるといえる．ア

セットマネジメントとは，価値（Value）無形資産や非金銭的なものを如何に

資産として数値化するかがシステム形成の大きな課題であり，価値を数値的に

定義付けるためには，関係者における共有が焦点となる．そして，その正統性

を担保することは組織のプラットフォームのガバナンスに大きく依存する．つ
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まり，今般の対テロ戦争や，「ビッグ・プッシュ」のような国際機関の強制的

な介入は，現地における非生産性や依存性を増大させる線形思考に他ならなく，

自立発展性を目的とした国際開発にはならない． 

インフラ整備は，その国の経済発展の産業の育成や経済成長の前提条件と考

えられており，初期投資は，投資乗数の効果が高い拡大再生産である．インフ

ラ整備がその国の産業や経済の方向性も決定する前提要因とするならば，被援

助国における社会システムのメカニズムとして，その国のコンテクストと合致

する内生化への変換が強く求められる．日本政府が今後も「インフラ輸出」拡

大を推進していくならば，再度アカウンタビリティについて共通認識を改め，

政府自体が常に変化するリスクや要因などの複雑性に対し，継続的な改善がで

きるフレキシブルなマネジメント組織を形成しなければならないであろう．そ

して，国民はアカウンタビリティという外来語に捉われず，そのプロセスアプ

ローチを十分に理解しなければならない． 

インフラ輸出では，やはり官民一体となった国際開発援助を通した進出が効

率的である．しかし，日本政府はインフラ輸出といったハードに捉われず，被

援助国への組織改善や人材育成等の一環として，アセットマネジメントの導入

を課すことが持続可能な望ましい国際開発につながるはずである．そのために

は，インフラ技術の促進だけでなく，レジリエンスな組織を形成できるような

正統性キャパシティを備えた人材育成が急務である． 

本研究では，相互アカウンタビリティという社会システムを通して，我が国

が長年実施してきた「人を介した草の根的開発援助」は，支援・援助ではなく，

「真の協力」であることを見直し，被援助国とのメタ価値の拡大，価値共有の

可能性を見出すことができた．本文で「開発援助」と記述してきた背景はここ

にある．我々は，「二国間協力」という多元的な関係で相互アカウンタビリテ

ィを確立し，「真の協力」を実施してきた．本研究のアカウンタビリティ論は，
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国際社会にそれを説明できるものであると考える． 

また．正統性キャパシティを兼ね備えた日本の潜在的認識論を含んだポス

ト・プラットフォーム論は，開発分野でなく一般企業や組織，曳いては社会全

体にも適用できるモデルでもあろう． 
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